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令和６年度厚生労働行政推進調査事業費（厚生労働科学特別研究事業） 

総括研究報告書 

「令和 6年能登半島地震における医療チームの対応の検証に基づく災害時医療提供体制の

向上に資する研究」 

研究代表者  近藤 久禎  

(国立病院機構本部・DMAT事務局・次長) 

研究要旨 

 本研究では、医療チームによる支援という観点からは、適時適切に医療チームをニ

ーズに応じて派遣するなどの広域的な対応を行う本部活動のあり方、医療を要する被

災患者への病院における医療提供体制の維持と医療アクセスの確保のあり方、社会福

祉施設等における入所者等が寒冷な気候の中で状態の悪化を引き起こさないための支

援のあり方と医療チームの役割、アクセスが寸断される中での被災地からの円滑な緊

急医療搬送や広域避難搬送等の医療搬送体制の確保のあり方、復興に向けた診療所や

避難所における医療提供のための支援のあり方、医療機関や社会福祉施設、避難所等

における効率的な感染管理手法とその支援のあり方、行政機関や医療チームが情報を

共有し、効率的な支援を行うための医療システムのあり方について検討し、本災害の

本質を考察した。 

本災害の本質は、甚大な被害のある地域の孤立、そして高齢化率の高い地域の被災

であった。常に一つのリスクにとらわれない優先順を付ける必要があった。また、単

に甚大な被害のある地域の孤立により、防ぎえる死亡だけでなく悲劇の低減のための

対応、復旧・復興が課題となった。 

保健医療福祉活動の調整機能における本災害のレガシーは、DHEAT（行政内・保健支

援）、DMAT ロジチーム（支援調整・医療福祉支援）が協調して保健医療福祉調整本部

を支援したことである。レガシーを生かすためにも DHEATと DMATコーディネートチー

ムの総称として保健医療福祉調整本部支援チームとする等の制度化が必要である。ま

た、本部運営においては、各団体がそれぞれの島で独立して活動するよりも、病院支

援・施設支援・地域支援・活動指揮・物資支援・搬送調整の各機能班に入る形で活動

するのが有用であり、今後はこのような体制が求められる。

福祉施設は脆弱な方が入所されている施設であるが、プライベート施設であること

もあり、助けを求める声が届きにくいことが課題である。今回の対応時に確立した災

害時情報システム、介護職・MSW・ケアマネ等福祉にかかわる人的資源の動員の枠組み

を制度化することが必要である。 

災害時の搬送は一定の悲劇を招く。命を長らえるための避難搬送がやみくもに進め

られるべきでない。搬送には常に明確な根拠づけが必要である。そのためにも重症患

者搬送、緊急避難搬送、需給調整搬送の鑑別をした運用が必要である。 

プライマリケア支援の中心はやはり診療所支援である。単なる診療支援にとどまら

ない支援のモデルの開発が必要である。 

また、JSPEED や D２４H などの情報システムを統括するチームの育成、DPAT、DICT

についてもさらなる発展も今後の課題である。 

研究代表者 

近藤久禎  国立病院機構本部・DMAT 事務

局・次長 

研究分担者 
森川精二  金沢市立病院・整形外科・副院長 

（兼）科長 

泉川公一  国立病院法人長崎大学・医歯薬学 

総合研究科・教授 
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佐藤浩之  東京慈恵医科大学・救急医学講 

座・医師 
中村光伸  前橋赤十字病院・救急科・高度救

命救急センター長兼救急科部長 

 

 

齋藤博則  岡山赤十字病院・医療社会事業 

部・部長 

久保達彦  国立大学法人広島大学・大学院

  医系科学研究科公衆衛生学・

教授 

五明佐也香  獨協医科大学埼玉医療センタ 

ー・医学部・講師 

 

Ａ．研究目的  

 令和 6 年能登半島地震では、アクセス条

件が悪く、高齢化率が 50％以上という高齢

化と過疎化が進んだ地域で、最大震度７の

地震と津波が発生した。このような災害に

対して、DMAT 等の医療チームによる支援規

模は過去最大のチーム数と最長の活動期間

となった。 

 

 本災害では、医療チームによる支援とい

う観点からは主に以下の７つの課題が問わ

れた。 

1.適時適切に医療チームをニーズに応じて

派遣するなどの広域的な対応を行う本部活

動のあり方。 

2.医療を要する被災患者への病院における

医療提供体制の維持と医療アクセスの確保

のあり方。 

3.社会福祉施設等における入所者等が寒冷

な気候の中で状態の悪化を引き起こさない

ための支援のあり方と医療チームの役割。 

4.アクセスが寸断される中での被災地から

の円滑な緊急医療搬送や広域避難搬送等の

医療搬送体制の確保のあり方。 

5.復興に向けた診療所や避難所における医

療提供のための支援のあり方 

6.医療機関や社会福祉施設、避難所等にお

ける効率的な感染管理手法とその支援のあ

り方 

7.行政機関や医療チームが情報を共有し、

効率的な支援を行うための医療システムの

あり方 

 

 高齢化と人口減少が特に進んでいた能登

地域で発生した本災害で直面した課題につ

いては、南海トラフ地震や首都直下地震等

の大規模災害がいつ発災してもおかしくな

い今、想定される被災地域には能登と同様

の地域も多く、早急な対応が求められる。 

 また、全国的に高齢化と人口減少が進む

我が国においては、本災害で直面した課題

は数年後には我が国の多くの地域で経験し

うる主たる課題となりうる。 

 本研究は、本災害に関連する記録や関係

者の記憶が風化していない現時点において、

被災地内での医療チームによる活動を様々

な観点から適切に検証し、課題を抽出した

上で、有識者や現地関係者も含めた検討会

を開催し、我が国の実態に即した災害医療

支援のパラダイムシフトに繋がるよう、今

後の対応を議論し、来る災害への政策提言

をまとめることを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

 本研究では、施設関係者へのヒアリング

やデータの分析に基づく事例研究を柱とし、

各分野での事例研究の結果を統合し、総合

的な課題抽出及びその課題解決につながる

対応策の検討を行う。事例研究に際しては、

被災地内の５つの医療機関等の現地訪問に

よる受援者や受援施設への支援前後の変化

に関する視察や支援に対するフィードバッ

クの調査、実際に活動したチーム等への本

部活動・被災地内支援における従前から整

備してきた中で対応できた事項・対応でき

なかった課題等に関するヒアリング調査、

各種システムに蓄積されたデータ・関係機

関で提示された会議資料等を活用した文献

調査を実施する。また、課題の抽出をした

上で、有識者や現地関係者も含めた検討会

を開催し、今後の対応を議論し、研究班と

して来るべき南海トラフ地震や首都直下地

震等の大規模災害への対応への政策提言を

報告書にまとめる。 

 

・医療チームによる本部及び病院の支援に

関する検証（担当：研究代表者 近藤久禎、

研究分担者 森川精二） 

 発災最初期から亜急性期、復旧期に至る

中での保健医療福祉調整本部等の設置・運

用についての評価とその課題抽出、並びに、

今後あり方として望ましい行政と各種支援
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チームとの連携についても検討・提言を行

う。 

 

・病院支援のあり方に関する研究（担当：

研究分担者 森川 精二） 

 発災初期からまず支援を行うことが求め

られる災害拠点病院や一般病院への支援に

ついて、本災害時にどのような対応が実際

に行われ、その結果としてどのような課題

が生まれていたのかについて、被災地内へ

の詳細なヒアリング・データ分析等を踏ま

えたうえで検討し、その課題解決策を検討

する。 

 

・医療チームによる高齢者施設の支援に関

する検証（担当：研究分担者 佐藤 浩之） 

 本災害で最も大きな課題の一つとも考え

られ、今後の災害医療支援の中でも重要性

を増すことが想定される高齢者施設支援に

ついて、本災害時にどのような対応が実際

に行われ、その結果としてどのような課題

が生まれていたのかについて、被災地内へ

の詳細なヒアリング・データ分析等を踏ま

えたうえで検討し、その課題解決策を検討

する。 

 

・医療チームによる診療所・救護所支援に

関する検証（担当：研究分担者 齋藤 博

則） 

 最終的な地域の復旧・復興の観点でも重

要なプライマリケアを担う診療所・救護所

への支援について、本災害時にどのような

対応が実際に行われ、その結果としてどの

ような課題が生まれていたのかについて、

被災地内への詳細なヒアリング・データ分

析等を踏まえたうえで検討し、その課題解

決策を検討する。 

 

・医療チーム等による医療搬送とその調整

に関する検証（担当：研究分担者 中村 

光伸） 

 本災害の対応については、大きく２フェ

ーズの搬送を要した。緊急性の高い患者・

施設入所者への緊急搬送と、施設が可能な

限り機能を維持して医療・介護提供を継続

できるように人的・物的負担を軽減する等

の観点からの広域避難搬送である。これら

の搬送が防ぎうる災害による死を避ける結

果につながったのか、避けるべき悲劇の低

減につながったのか、という点について主

にはデータ分析等を踏まえて検討し、今後

の来るべき災害への方針を提言する。 

 

・感染症の実態と専門家チームによる感染

管理の支援に関する検証（担当：研究分担

者 泉川 公一） 

 本災害は、日本環境感染学会の災害時感

染制御支援チーム（DICT）等の専門家チー

ムがはじめて長期間現地で活動した災害で

あった。防ぎえた災害関連死を低減するに

あたり、主には保健・公衆衛生の観点から

の感染管理という点について、本災害にお

いては実際にどのような対応が行われ、そ

の結果としてどの程度の効果があったと考

えられるのかについて分析を行い、今後の

災害対応への提言を行う。 

 

・医療チームが活用する情報システムに関

する検証（担当：研究分担者 久保 達彦） 

 本災害では、多くの情報共有システムが

活用され、それぞれの利点・欠点を踏まえ

ながら適切に連携が行われたという意見も

あるが、同時に様々な課題も確認されてい

る。本災害において活用された医療チーム

が活用しうる各種情報共有システムに関し、

システム自体に加え、それらのユーザーが

備えるべき知識や技能にも焦点を当て、課

題を適切に抽出し、課題解決につながるた

めの方策を検討し提言を行う。 

 

・医療チームによる被災者への心のケアや

精神科病院の支援等に関する検証（担当：

研究分担者 五明 佐也香） 

 本災害では、被災地における急性期の精

神保健医療ニーズへの対応のため、災害支

援精神医療チーム（DPAT）が活動した。現

地では、避難所巡回等を通じた精神疾患患

者の診察や薬剤調整、入院調整業務にあた

った。本研究では、急性期における DPATの

活動や、中長期の支援にあたる他の保健医

療チームへの引継ぎにおける課題について

明らかにし、今後の活動のための示唆を得

る。 

 

（倫理面への配慮） 
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Ｃ．研究結果 

本災害では、病院・社会福祉施設・避難所

において、以下の事項を確保・確立するこ

とを活動の目的として、防ぎえる災害によ

る死亡、悲劇の低減を図った。 

Ⅰ．緊急医療アクセスの確保：患者・入所

者・住民の医療提供継続・医療アクセス確

保として、要緊急医療者の初期診療、搬送

すること 

Ⅱ．被災地内最低限環境確保と緊急避難搬

送：水、食料、暖房環境等被災地内最低限

環境確保と、それでも被災地内での生活に

耐ええない方の広域避難搬送すること 

Ⅲ．継続可能な保健医療体制の確立：能登、

石川中部・南部の病院・施設・診療所機能

維持支援すること 

Ⅳ．地域の保健医療福祉体制の復旧 

それぞれの活動について、時期を追って報

告する。 

  

Ⅰ．緊急医療アクセスの確保 

甚大な被害がある集落の孤立が最大の問題

であった。陸路、空路でのアクセスすらで

きない避難所があり、クラッシュ症候群等

の重度外傷の患者が医療機関にたどり着か

ない状態であった。徒歩などでようやくた

どり着いた避難所からの重症患者の搬送要

請は 1 月 4 日まで続いた。そこで、PWJ 等

の NGO とも連携し、避難所の情報の集約、

マッピングを行い、アクセス困難な避難所

を可視化し、DMAT が派遣され、緊急医療ニ

ーズが確認された。1 月 5 日までに 72 名の

空路搬送調整が行われた。 

また、透析患者の避難も大きな課題であっ

た。奥能登の 4 市町の 145 名の患者は透析

にアクセスできないので、避難が必要とな

った。2 日はバスでの搬送が企図されたが、

バスは通行不可、1 名の空路搬送にとどま

った。そこで 3 日には自衛隊救急車での搬

送が企図された。しかし、深刻な渋滞に阻

まれ、珠洲からの搬送はできなかった。透

析の時間的制約も鑑み、4 日は航空機での

搬送も交え、ようやく 145 名全員の避難搬

送が完了された。 

1 月 7 日全ての被災者にアクセスし緊急要

医療者がいないことが確認されたことによ

り、この目的が達成された。 

  

Ⅱ．被災地内最低限環境確保と緊急避難搬

送 

飲料水、食料、暖房環境等被災地内最低限

環境確保については、まず被災地内の病院

について実施された。倒壊の恐れなど安全

が確保できない 2 病院については避難搬送

が実施された。電気は、1月2日復電確認、

酸素は 1 月 3 日問題ないことが確認され、

寒冷環境については、灯油の補給が行われ

た。1 月 4 日輪島、5 日珠洲、6 日すべての

病院に補給済となった。また、食料につい

ては、1 月 4 日 12 病院へ補給開始された。

一方、生活用水については、12 病院は断水

であった。1 月 9 日病院最低限使用量確認

し、補給調整方法が確立された。このよう

に病院については、1 月 6 日に最低限環境

確保、1 月 9 日最低限水確保され、一定の

機能継続が確保された。 

社会福祉施設については、県長寿社会課と

分担して状況の把握に努められた。当初、

全体の数も不正確な中、連絡不通の施設が

最大 26、連絡がついた施設では建物被害、

停電、断水、寒冷環境等への支援の要請が

あり、随時対応された。1 月 8 日、すべて

の施設に連絡が取れ、全体像も徐々に見え

てきた。1 月 8 日にはすべての施設への飲

料水、食料のオーダー完了、10 日には電気

の問題は解決し、1１日に灯油、ストーブ

の手配が完了した。これをもって、すべて

の施設にについて最低限環境確保のための

調整を完了された。それでも耐ええない寒

冷環境にある施設は 8つであった。 

そこで、病院の診療キャパシティーを超過

した患者の搬送に加え、寒冷環境下の施設

も含め、生活に耐ええない方の広域避難搬

送が空路陸路あらゆる搬送手段を用いて実

施された。（図４） 

病院については 1 月 8 日の週、施設につい

ては 1月 15日の週をピークに 1月中に 1616

名の患者の搬送を無事完了し、搬送途上の

死亡も０にすることができた。 

病院避難を含めた要入院医療患者の搬送は、

石川県立中央病院の献身的な活動に支えら

れた。搬送先未定の病院避難者、入院が必

要な状態の施設避難者の受入れのため、ER

内に MCC（Medical Check Center）が設置

され、計 300 名に上る患者受け入れが実施

4



された。この石川県立中央病院を中心に金

沢以南の病院に 1000名程度の患者が受け入

れされた。また、施設避難においては、ス

ポーツ公園内に設置した「いっとき待機ス

テーション」も有効に機能した。新型コロ

ナ対応で、札幌市、沖縄県等に設置した入

院待機ステーションを参考に運用された。

搬送の目的は、被災地内での生活に耐ええ

ない方の広域避難搬送、つまり、餓死、凍

死を防ぐための避難であるので、キャパシ

ティーを超過しての受入れも前提に、

DMAT3～18 チーム（含む搬送班）/日で運用

された。最大収容患者 145 程度、最大受入

1 日 57 名に上ったが、柔軟な受け入れを行

い、無事の避難搬送に貢献した。（図５） 

 

これら搬送患者の最終的な受入調整はケア

マネ協会を中心に実施された。施設への入

所調整は平時でも困難なものである。しか

し、今回は県から施設への 5％超過受け入

れ要請に加え、ケアマネの集中運用により、

1 日最大 74 名、計 460 名を超える調整が実

施された。このため、いっとき待機ステー

ションでの重大なスタックもなく、無事避

難搬送が実施された。 

この緊急避難においては、近隣県にも受入

依頼が行われた。富山、福井、愛知に計

115 名の患者の受入が依頼されたが、各県

の DMATの協力のもと、無事実施された。 

1 月 18 日に、このような避難搬送はすべて

完了し、病院、施設内での悲劇的な死亡の

発生が防がれた。また、施設から病院への

流入も 35人と最低限に抑えられた。 

 

Ⅲ．継続可能な保健医療福祉体制の確立 

能登において存続可能な医療・福祉施設を

保持し、医療・福祉提供体制の復旧の議論

が起こる際、ゼロ医療、ゼロ福祉の状態か

ら始めるのではない選択肢を保持すること、

大量避難・搬送によって生まれたゆがみを

訂正し金沢以南の医療提供体制を維持する

ことを目的に活動が行われた。 

病院、施設からの緊急避難は 1月 18日に達

成されたが、その結果、約 1200名の社会福

祉施設入所者、1000 名の入院患者が能登か

ら搬送された。奥能登 4 病院で 535 床あっ

たが、その時点で 115 床での運用を余儀な

くされていた。また、中能登の救急病院も

平時 754 床であったが、600 床程度の運用

となっていた。このような能登地域での医

療機能の低下の結果、金沢以南の医療ひっ

迫が大きな課題となり、病院で退院可能患

者、救急病院で 700、病院全体で 1000 程度

の滞留があった。これ以上この状態が進展

すると医療福祉の緊急事態宣言が必要とな

る状態であった。 

そこで、能登地域の社会福祉施設を支え金

沢以南への流入を抑え、また、能登中部の

救急病院を支援し、能登で救急医療が完結

させることが目的に据えられた。 

社会福祉施設の機能維持支援として、新型

コロナ感染症クラスター発生施設の支援の

経験を踏まえ、支援の状態はステータス、

★要全入所者搬送、☆重点支援（連日訪

問）、〇要支援調整（連日電話 or隔日訪問）、

△要フォロー、▢支援終了・避難済、で評

価して管理された。具体的な支援としては、

機能維持のためのダウンスケールのための

搬送を 183 名行われるとともに、県長寿社

会課、全社協、老施協と連携した介護士、

看護師のマッチング調整体制が確立され、

人的支援が行われた。これらの結果、社会

福祉施設の継続が果たされた。発災当時

4439 人いたと想定される入所者のうち、発

災時から 3 月 5 日現在までの病院搬送数 64

人、施設死亡数 75人にとどめられた。 

また、能登中部への支援としては主に給水

支援が行われた。最大 170tを超える給水が

行われた。 

これらの結果、金沢以南への流入も止める

ことができ、最大 700 程度あった救急病院

でのスタックも 273 人まで低下し、医療ひ

っ迫を食い止めることが可能となった。

（図６） 

 

社会福祉施設の支援ステータスも 3 月 4 日

には、要支援調整機関もなくなり、継続可

能な保健医療福祉体制の確立のために、病

院・施設・診療所機能維持支援の目的が達

成された。（図 7） 

 

プライマリケアの支援としては救護班活動

と診療所支援が行われた。救護班活動は当

初 DMATが担い、日赤、NHO、JMAT に引き継

いだ。3 月 16 日までに 14517 件の診療を実

施した。診療所は医師会・JMAT と連携し、
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訪問、困りごとへの対応が行われた。奥能

登 4市町で 1月 15日時点、通常診療可能な

診療所は 1つであったが、順調に復旧し、2

月 12 日には 16 施設に上り、3 月末時点で

はほぼすべての診療所で診療が実施されて

いた。 

 

Ⅳ．地域の保健医療福祉体制の復旧 

帰還人口が不明・予測困難であり、そのた

め医療・福祉施設の復旧・復興の士気低下

をきたす。それがさらに帰還人口の低下を

招く。これらの負のサイクルが回ることが

懸念された。それを防ぐことを目的に、医

療・福祉施設支援が実施された。 

社会福祉施設については復旧のステップが

明示された。全避難の状態（ステップ 0）

から、救助法を用いて対応する福祉避難

所・DWAT デイケアの実施はステップ１、介

護保険の活用も視野に入れたダウンスケー

ルでの入所回復はステップ 2、フルスケー

ルでの回復はステップ 3 とされた。この際

に活用できる財源・人的資源確保の方法が

明示された。3 月 25 日段階でステップ 0 が

29施設 671名、うち水 136）、ステップ１が

4 施設 199 名、ステップ 2 が 41 施設、485

名となっていた。 

復興に向け、どの程度の人口の市町になる

かが不明の中、医療にとってはどの程度の

祖福祉施設が存続するのか、福祉について

はそのレベルの医療が存続するのかお互い

に情報が共有されないため、それぞれの施

設が復旧に向けて歩みにくい状況が生まれ

た。そこで、市町を中心に関係医療、福祉

機関が一堂に会する会議体を設置し、相互

の情報交換が図られ、継続的に実施された。 

 

 

・医療チームによる本部及び病院の支援に

関する検証、病院支援のあり方に関する研

究 
Ⅰ．本部活動：本部は迅速な初動対応を行い、

その後、状況に応じて円滑に本部の設置・統

廃合が実施された。本部長任命時の混乱やミ

ーティングが上意下達であり時間的にも長い

ことが課題となった。 

本部体制は DHEAT が行政内、保健を中心とし

た支援を行い、DMAT ロジチームが支援調整、

医療福祉施設支援を中心とした活動を行う体

制が敷かれた。 

本部運用においては以下の実施が確認された。 

・2ペインシートの活用 

・機能別の班編制 

・班ごとの WEBミーティング 

・本部長付要員の配置 

Ⅱ．チーム活動：「狭いけど深い」災害によ

り支援活動は長期化し、過去最大規模となっ

た。各団体は機能班に所属して活動した。ニ

ーズが明確になるまで DMATが支援を実施し、

整理後は専門資源に引き継がれた。 

Ⅲ．病院支援：物資支援、搬送支援、人的支

援が有効に実施された。搬送支援、人的支援

については、建物の安全性の判断や、医療従

事者の負担を正確に評価することが困難だっ

た。これらの支援を受けるうえで BCP には課

題があることがわかった。 

Ⅳ．現地活動者及び支援者支援：災害時に

おける産業保健支援の有効性と必要性が示さ

れた。 

 

   

・医療チームによる高齢者施設の支援に関

する検証 

令和 6 年能登半島地震において、社会福祉

施設への支援の実態を分析した結果、いく

つかの重要な知見が得られた。 

災害対応における行政による調整本部の設

置は、複数機関の連携を促進し、指揮・調

整機能の一定の効果を示したものの、現場

との認識の相違、指揮系統の途中変更、情

報共有の不備が支援の円滑な実施を妨げる

要因となっていた。 

石川県では厚生労働省の通知を受け、災害

時情報共有システムへの入力依頼を行った

が、停電や職員不足、システムの汎用性の

問題により入力率は約 2％にとどまり、被

害状況の把握は困難であった。このため、

長寿社会課が電話による情報収集を開始し、

連絡不能な施設には DMAT隊が実地調査を実

施、1 月 6 日までに全施設への連絡が可能

となった。個人情報保護の観点から

kintone アプリが導入された。収集内容は

場の安全、生活基盤、人的体制に関する項

目で、緊急度・優先度の可視化が図られた。

収集内容は、安全確保、生活基盤、人的体

制に関する項目で構成され、緊急度・優先
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度の可視化が図られた。項目変更時の調整

により一時的に混乱も生じたが、最終的に

は安定した情報収集体制が確立された。 

人的支援体制では、ケアマネジャー、ソー

シャルワーカー、介護職といった福祉専門

職が、搬送調整や避難先での支援において

重要な役割を果たした。しかし、医療支援

チームで社会福祉施設支援の経験があるチー

ムはほとんど見られず、災害派遣福祉チーム

（DWAT）も避難所・福祉避難所での活動が主

体で社会福祉施設支援は想定されておらず、

発災急性期において福祉施設での活動が限定

的であった。 

避難搬送においては、受け入れ施設の調整

に難渋したが、保健医療福祉調整本部内で

ソーシャルワーク業を一括実施し、入所施

設の確保体制を構築した。これにより、医

療機関への流入は最低限に防ぐことができ

た。緊急避難搬送の原因として最多は「場

の安全」ではなく「生活用水確保困難」で

あった。また、緊急避難搬送を実施した 32

施設のうち 20施設、約 580名は後方的には

Ⅱ群と評価され、防ぎえた避難であった可

能性が示唆された。 

復旧復興支援においては、被災状況を踏ま

えた支援ステータスの評価や、段階的対応

目標の作成を実施した。人的支援において

は、各施設のニーズと各団体の人的リソー

スを一元管理しそれらをマッチングさせる

会議体の体制を確立した。生活支援におい

ては、入所者・職員の双方に対する入浴・

洗濯・排泄に関する支援を調整した。 

 

 

 

・医療チームによる診療所・救護所支援に

関する検証 

Ⅰ.避難所評価：避難所環境の評価は D24H

を用いて実施された。多くのチームによっ

て D24Hへ 6272件の入力が行われた。 

Ⅱ.避難所診療：避難所で収集された J-

SPEED データは県保健医療福祉調整本部に

より解析された。解析結果は各地域の保健

医療福祉調整本部へ共有され、医療チーム

の活動に活用された。当該データは医療チ

ームの減隊・撤収判断にも利用された。石

川県全体の診療件数は１月中旬の 600 件を

ピークに漸減した。3月 14日までに 3311本

の診療日報により 14511 件の診療実績が報

告された。 

Ⅲ.診療所支援：診療所に対して人的・物

的支援が実施された。被災地では、震災に

より地元住民の減少や医療スタッフの離職

が発生していた。2 月 16 日時点で能登北部

の 38施設中 14施設が診療再開していた。 

Ⅳ.薬剤供給：調剤薬局が少ない地域での

薬剤供給において、モバイルファーマシー

が活用された。13 の府県・市薬剤師会から

延べ 18台のモバイルファーマシーが活動を

行った。 

 

・医療チーム等による医療搬送とその調整

に関する検証（修正中） 

 

本災害の超急性期は 1 月 5 日頃まで続いた

一方、外傷傷病者の多くは，1 月 2 日まで

に病院に搬送されていた。また、搬送調整

の多くは施設からの搬送（696 名、38％）

であった。この 60～75％を施設への搬送と

できたのは大きな成果であった。 

救助・救出された緊急度の高い傷病者の多

く（25～30％）が被災地域で孤立していた 

一方、現場から消防等により生存している

状態で救助された傷病者はごくわずかであ

った。在宅患者への対応が大規模に実施さ

れた。しかし、透析患者避難は時間を要し

ギリギリの搬送となった。 

施設からの避難において、後方視的な評価

では緊急避難の多く（329 名）の搬送が需

給調整であったことが示唆された。しかし

搬送自体の不適であったまでの検証には至

っていないことは留意する必要がある。 

 今回の搬送は空路、陸路でも民間救急が

その多くを占めた。ドクターヘリ運用では

中部ブロックの事前協定が有効だった一方、

民間救急と県との協定はない中での運用で

あった。 

 搬送における搬送患者・傷病者のトラッ

キングにおいては個人情報保護に耐ええる

システムの構築が課題となった。 
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・感染症の実態と専門家チームによる感染

管理の支援に関する検証 

日本環境感染学会の災害時感染制御支援チ

ーム（DICT）は、2024 年 1 月 1 日の能登半

島地震発災直後より活動を開始し、2024 年

2 月 19 日までの 48 日間にわたり支援活動

を実施した。総勢 84名のメンバーと、国立

国際医療研究センターの医師 10 名、14 社

の協賛企業が参加した。160 か所の避難所

を訪問し、感染症・感染対策に関する 103

件の相談を受けた。さらに、各避難所に対

して、支援物資として、手袋（28 箇所）、

ガウン（6箇所）、マスク（9箇所）、清拭シ

ート（10 箇所）、環境清掃関連物資（69 箇

所）、手指消毒剤（31 箇所）を配布した。

また、ポスター（12 ポスター）、動画（4 

動画）、避難所感染対策マニュアル（2 マニ

ュアル）を作成し、避難所における感染対

策支援を行った。インフルエンザ、新型コ

ロナウイルス、ノロウイルス等の感染症の

大規模アウトブレイクは発生しなかった

（東日本大震災時のような感染伝播の継続

を伴う大規模事例はなかった）。 

  

 

・医療チームが活用する情報システムに関

する検証 

令和 6 年能登半島地震では、多くの情報共

有システムが活用され、それぞれのシステ

ムには利点・欠点がありながらも、適切な

連携がなされたという意見がある一方で、

課題も確認された。医療チームが活用可能

な各種情報共有システムに関して、システ

ム自体とユーザー育成の両面に焦点を当て

た調査を行った。被災地外からの情報管理

に係るオフサイト支援の取り組み状況につ

いても調査を実施した。 

研究体制として、これまで EMIS および J-

SPEED の整備・運用を担ってきたコアパー

ソンが分担研究班を組織し、分析を行った。 

研究成果として以下を得た： 

① 医療チームが活用する既存システムのリ

スト 

② 平時も含めた情報システム整備・運用モ

デル（Dual Planning Cycle） 

 

 

・医療チームによる被災者への心のケアや

精神科病院の支援等に関する検証 

DPAT は令和 6 年能登半島地震において、1

月 2日から 5月 21日まで延べ 944隊が活動

した。急性期では、調整本部の立ち上げが

発災翌日（1 月 2 日）となり、当初は県庁

DPAT 担当課職員を中心とした活動が行われ、

DPAT 先遣隊が石川県 DPAT 調整本部に入り

活動を開始するまでに数日を要した。 

精神科医療機関の被災がなかったことが、

活動方針の混乱を招く要因の一つとなり、

複数名の石川県 DPAT統括者による方針決定

に遅れが生じた。 

2 月 12 日に石川県外 DPAT 先遣隊の活動が

終了し、その後は石川県 DPATのみの活動と

なった。5 月の活動終了後、支援の引き継

ぎをこころのケアセンターに試みたが困難

であった。 

 

Ｄ．考察  

・本災害の本質 

災害において、被害の根本原因であり、最

大の介入点となるものを災害の本質と呼ぶ。

本災害の本質は、甚大な被害のある地域の

孤立、そして高齢化率の高い地域の被災で

あった。 

甚大な被害のある地域の孤立により、要医

療者（外傷、透析等）の医療アクセス困難、

補給の大幅な制限の中、病院・社会福祉施

設・避難所の環境（水・食料・暖房）改善

は遅延し、現地活動者および支援者の環境

確保困難、支援の制限をきたした。この地

域に存在する医療・福祉機関の数は限られ

るものの迅速な支援が困難な「狭いけど深

い」災害であった。常に一つのリスクにと

らわれない優先順を付ける必要があった。 

また、高齢化率の高い地域の被災であっ

たため、単に命を長らえさせることのみを

目的とするとかえって多くの悲劇を生む、

防ぎえる死亡だけでなく悲劇の低減が課題

となった。命を長らえるためには避難が必

要であるが、そのために遠距離避難は悲劇

を招く。また、医療・福祉機関の避難は地

域医療福祉の崩壊に直結し、復旧への障害

となることも想定された。また、限界集落

を多く抱える地域での復興の目標設定の困

難であった。今後地域を担うべき方々のた
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めへの復興の視点だけでなく、今、生活し

ている大多数の高齢者の幸せのための復旧

という視点も必要であった。 

 

・医療チームによる本部及び病院の支援に

関する検証、病院支援のあり方に関する研

究 

Ⅰ．本部活動 

能登地震対応のレガシーは、DHEAT（行

政内・保健支援）、DMAT ロジチーム（支援

調整・医療福祉支援）が協調して保健医療

福祉調整本部を支援したことである。レガ

シーを生かした保健医療福祉調整本部支援

体制の制度化が必要であり、DHEAT と DMAT

コーディネートチームの総称として保健医

療福祉調整本部支援チームとして双方の教

育に反映することが必要である。 

本部長や指揮所リーダーの任命について、

上位本部による明確なルールの徹底が必要

であり、ミーティング時の各本部の方針共

有により双方向性を確保し短時間化を図る

ことが必要であるとわかった。 

今回使用した本部運用要素（2 ペインシー

ト、班編制、WEB ミーティング、本部長付

要員）は今後のモデルとなると考えられる。 

 

Ⅱ．チーム活動 

各団体による活動記録（アーカイブ化）が

求められる。各団体の自己完結性が課題で

ある。ニーズが不明確な初期段階で DMATが

支援を行い、整理後に専門チームに引き継

ぐ体制は今後のモデルとされる。 

 

Ⅲ．病院支援 
搬送支援、人的支援については、建物の安全

性の判断や、医療従事者の負担を正確に評価

することが必要である。 

地盤・立地を含む病院の安全性評価につい

ての研究と被災地の医療従事者に寄り添っ

た病院の評価が必要である。 

実効性のある BCP 策定に必要な構成要素が

確認された： 

・現状分析と課題整理、病院行動評価群に

よる初動判断の明確化 

・EMIS 基本情報の登録による脆弱性の把握

と外部支援の円滑化 

・ダメージコントロールに向けた具体的手

法の明示 

・既存外来患者への対応方針の整理 

 

Ⅳ．現地活動者及び支援者支援 

実効性のある現地活動者及び支援者支援を

行うためには、今後人的資源の確保、入力

システムの利便性向上、予算措置、法的裏

付けの整備が必要である。 

 

・医療チームによる高齢者施設の支援に関

する検証 

今回の分析から、今後の災害時における社

会福祉施設支援の体制強化には、複数の視

点からの取り組みが必要であることが明ら

かとなった。 

今回の施設支援において、県や市町の本部

に DMATロジスティクスチームと DHEATが協

力し活動し一定の成果を収めた。これは今

後のモデルとなるだろう。 

情報システムについては、運用と入力項目

には改善の必要があると考えられた。定期

的な訓練によって、実効性を高めていく必

要がある。 

人的支援体制の面では、福祉専門職による

支援活動の有効性が確認された。DWAT によ

る福祉施設支援を含め、この体制を標準的

な制度枠組みとして制度化し、平時からの

人的資源の確保・育成に繋げていくことが

不可欠である。また、医療支援チームには

社会福祉施設特有の課題や支援環境につい

ての理解を深めてもらう必要がある一方、

施設側も医療支援チームの活動内容と役割

を十分に理解し、相互の信頼関係と役割分

担を明確にすることが、支援の質の向上に

直結する。 

避難搬送においては、福祉施設から 700 名

を超える搬送が行われたが、介護支援員、

MSW の活動により医療機関への搬送は最低

限に抑えられた。今後は福祉人材派遣に係

る制度改正の中で、継続しうる体制を確保

する必要がある。防ぎえた緊急避難搬送に

ついては、その回避のために必要な支援の

調整を今後も検討していく必要がある。 

復旧復興支援においては、復旧状況の段階

に応じた柔軟な支援調整を原版に即して行

うことが今後の課題である。 

総じて、災害時における社会福祉施設支援

の質を高めるためには、情報・制度・人

材・相互理解という複数の要素を統合的に
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強化していく必要性が示された。本研究は

今後の災害福祉支援体制の再構築に向けた

基礎的資料となり得るだろう。 

 

 

 

・医療チームによる診療所・救護所支援に

関する検証 

Ⅰ．避難所評価 

D24H の評価結果を即座にフィードバックし、

医療チームの業務効率向上に活用する必要

がある。 

 

Ⅱ．避難所診療 

J-SPEED データの解析・共有は医療チーム

の活動支援に有用であり、減隊・撤収判断

にも資する情報であったことから、今後も

継続的な活用が望まれる。 

 

Ⅲ．診療所支援 

被災により人口減少やスタッフ離職がある

地域においては、地域の実情に応じた長期

的な支援が必要である。診療所に対して人

的・物的支援を行ったが、医師の診療支援

ではなく、看護師・事務員等の派遣、環境

整備が中心となることが確認された。また、

復興支援をする際には地域医療の復興を広

い視野と長いスパンで考え、診療所支援は

長期的に診療所スタッフに寄り添う事と、

相手の望む支援を提供する必要がある。 

 

Ⅳ．薬剤供給 

モバイルファーマシーは薬局の少ない地域

での薬剤供給手段として有効であった。薬

剤支援では県薬剤師会、日本薬剤師会と

DMAT ロジチーム（薬剤班）の連携が重要で

ある。 

 

 

 

・医療チーム等による医療搬送とその調整

に関する検証（修正中） 

大規模災害時の外傷傷病者の対応は，平時

の救急医療の延長として対応せざるを得な

いことが分かった。 

また、医療搬送の多くは施設からのもので

あったが、今回の搬送調整では医療機関へ

の流出が極力低減できたことも確認された。 

 緊急度の高い患者の医療アクセスを確保

するためにも、孤立地域の可視化および超

急性期における同地域への医療的介入を念

頭におく必要がある．一方、現場から公的

救助の数から、医療にとって救出救助支援

が最大の優先順位でないことも確認された。  

透析患者避難は早期からあらゆる搬送手

段を検討する必要がある。これら在宅医療

については，行政や他の医療・介護提供機

関等と連携する地域 BCP の策定の推進が必

要である． 

避難は被災者の悲劇につながる可能性も

あることを鑑みると、根拠をもった搬送の

決定が必要であることが示唆された。「重

症患者搬送」，「緊急避難搬送」，「受給調整

搬送」の分類を周知する必要がある。 

 円滑な搬送調整のためには、事前に，災

害対応を行う他組織との情報共有や調整シ

ステムの構築を行うことや災害発生時に搬

送手段の確保をスムースに行うために近隣

都道府県との協定や搬送手段を持つ業者と

の協定が重要である． 

また，個人情報の漏洩に考慮した搬送調整

情報の共有を行えるトラッキングシステム

の構築が望まれる 

 

 

・感染症の実態と専門家チームによる感染

管理の支援に関する検証 

DICT による感染対策支援が感染症拡大抑制

に寄与した可能性はあるが、有効性を直接

的に検証することはできなかった。 

活動期間全体を通じて様々な課題が浮上し

た。今後の災害時対応に備え、DICT 運営委

員会においてこれらの課題の改善が求めら

れる。 

本研究を通じて、DICT の活動内容とその効

果、および今後解決すべき課題とその解決

方法を明らかにすることができた。 

 

 

・医療チームが活用する情報システムに関

する検証 

情報システムおよび調整課題は今後、拡

大・細分化していく傾向があり、DMAT 内に

おいても担当制を導入し、専門分化が求め

られる。それに伴い、情報システムに特化

した専門チームの育成と確保が必要である
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（提言①）。 

災害時情報システムについては、 Dual 

Planning Cycle（DPC）モデルに基づいた定

期的な分析を行い、各システムの整備・運

用担当者によるネットワーク会議を開催す

るべきである（提言②）。 

今後の体制強化には、システムの高度化だ

けでなく、人的・組織的基盤の構築も不可

欠であると考えられる。 

 

・医療チームによる被災者への心のケアや

精神科病院の支援等に関する検証 

調整本部は発災当日に立ち上げるべきであ

る。情報収集の観点からもその意義は大き

い。そのためには、活動要領の整備や平時

の訓練といった準備の重要性が改めて示さ

れた。 

精神科医療機関の被災がなかったことが、

支援ニーズの不明瞭化や方針の混乱を引き

起こす一因となりうる。 

方針決定の遅れや引き継ぎの困難さなどか

ら、調整機能の明確化と一元化、継続支援

体制の構築が今後の課題として浮かび上が

った。 

 

Ｅ．結論 

本災害の本質は、甚大な被害のある地域

の孤立、そして高齢化率の高い地域の被災

であった。常に一つのリスクにとらわれな

い優先順を付ける必要があった。また、単

に甚大な被害のある地域の孤立により、防

ぎえる死亡だけでなく悲劇の低減のための

対応、復旧・復興が課題となった。 

保健医療福祉活動の調整機能における本

災害のレガシーは、DHEAT（行政内・保健

支援）、DMAT ロジチーム（支援調整・医療

福祉支援）が協調して保健医療福祉調整本

部を支援したことである。レガシーを生か

すためにも DHEATと DMATコーディネートチ

ームの総称として保健医療福祉調整本部支

援チームとする等の制度化が必要である。 

また、本部運営においては、各団体がそ

れぞれのブースで独立して活動するよりも、

病院支援・施設支援・地域支援・活動指

揮・物資支援・搬送調整の各機能班に入る

形で活動するのが有用であり、今後はこの

ような体制が求められる。 

福祉施設は脆弱な方が入所されている施

設であるが、プライベート施設であること

もあり、助けを求める声が届きにくいこと

が課題である。今回の対応時に確立した災

害時情報システム、介護職・MSW・ケアマ

ネ等福祉にかかわる人的資源の動員の枠組

みを制度化することが必要である。 

災害時の搬送は一定の悲劇を招く。命を

長らえるための避難搬送がやみくもに進め

られるべきでない。搬送には常に明確な根

拠づけが必要である。そのためにも重症患

者搬送、緊急避難搬送、需給調整搬送の鑑

別をした運用が必要である。 

プライマリケア支援の中心はやはり診療

所支援である。単なる診療支援にとどまら

ない支援のモデルの開発が必要である。 

また、JSPEED や D２４H などの情報シス

テムを統括するチームの育成、DPAT、DICT

についてもさらなる発展が今後の課題であ

る。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

 なし 

2.  学会発表   

  

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1. 特許取得：なし 

2. 実用新案登録 ：なし。 

3.その他 ： 
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令和６年度厚生労働行政推進調査事業費（厚生労働科学特別研究事業） 

「令和6年能登半島地震における医療チームの対応の検証に基づく災害時医療提供体制の向上に資する研究」 
 

分担研究報告書 
 

「令和 6年能登半島地震における本部活動のあり方及び病院支援に関する研究」 

研究分担者 森川 精二  

(金沢市立病院・診療部・副院長) 

 

能登半島地震における本部活動・チーム活動・病院支援・支援者支援について、アーカイブの作成

と課題の抽出を目的にデータ分析および各種組織・団体等へのヒアリング等を行い研究した。 結果

は以下の通りである。  

  Ⅰ．本部活動：保健医療福祉活動を円滑に調整するため今後ＤＭＡＴとＤＨＥＡＴの総称として

保健医療福祉本部支援チームとすることを提言する。  

本部設置については迅速な初動、その後状況に応じて円滑に本部を設置・統廃合を行ったことが評

価できる。  

 本部運用については、本部長・指揮所リーダーの上位本部による任命のルール徹底、ミーティン

グの短時間化が今後の課題である。また現状分析と課題の評価における 2 ペインシートの活用、機

能別の班編制、班ごとのＷＥＢミーティング、本部長付要員が今後のモデルになるものと考えられ

る。  

 Ⅱ．チーム活動：「狭いけど深い」災害のため支援活動が長期化し過去最大規模の活動となった。

各団体の活動はアーカイブ化が求められる。各団体は今後機能班に所属して活動することが求めら

れる。各団体の自己完結性が今後の課題である。ニーズが見えるまで DMAT が支援を実施し、ニーズ

が整理されたら専門資源に引き継ぐことは今後のモデルとなる。  

  Ⅲ．病院支援：物資支援・病院避難・人的支援が有効に実施された。地盤・立地を含めた病院の

安全性の評価についての研究が必要である。実効性のあるＢＣＰの構成要素（①現状分析と課題整

理や病院行動評価群による初動判断の明確化、②EMIS 基本情報の登録による脆弱性把握と外部支援

の円滑化、③ダメージコントロールに向けた具体的な手法の明示、④既存外来患者への対応方針の

整理）が必要であることが確認された。  

  Ⅳ．現地対応者・支援者支援：災害時の産業保健支援の有効性と必要性が示された。人的資源の

確保、入力システムの利便性、予算措置、法的裏付けの確保が今後不可欠である。 

 

研究協力者  

柏屋 総一郎 （金沢市立病院） 

圓角 文英  （公立能登総合病院） 

三村 誠二  （DMAT事務局） 

松田 宏樹  （DMAT事務局） 

小早川 義貴 （DMAT事務局） 

矢嶋 祐一  （DMAT事務局） 

千島 佳也子（DMAT事務局） 
田坂 勇太 （ＤＭＡＴ事務局） 
安田 健二 （ 石川県医師会） 
小藤 幹恵 （金沢大学附属病院） 
齋藤 博則 （岡山赤十字病院） 
西村 一志 （特定医療法人社団勝木会や
わたメディカルセンター） 
北谷 正浩 （石川県理学療法士会） 
今井 一徳（名古屋市立大学） 
鏡 京介 （金沢大学附属病院） 
上野 康尚（石川県立中央病院） 

高橋 礼子（愛知医科大学） 
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立石 清一郎（産業医科大学） 

榎田 奈保子（産業医科大学） 

 

能登半島地震における本部活動・チーム活動・病院

支援・支援者支援について、アーカイブの作成と課

題の抽出を目的にデータ分析および各種組織・団体

等へのヒアリング等を行い研究した。 結果は以下

の通りである。 

  

Ⅰ．本部活動：保健医療福祉活動を円滑に調整する

ため今後ＤＭＡＴとＤＨＥＡＴの総称として保健

医療福祉本部支援チームとすることを提言する。 

本部設置については迅速な初動、その後状況に応

じて円滑に本部を設置・統廃合を行ったことが評価

できる。 

 本部運用については、本部長・指揮所リーダーの

上位本部による任命のルール徹底、ミーティングの

短時間化が今後の課題である。また現状分析と課題

の評価における2ペインシートの活用、機能別の班

編制、班ごとのＷＥＢミーティング、本部長付要員

が今後のモデルになるものと考えられる。 

 

Ⅱ．チーム活動：「狭いけど深い」災害のため支

援活動が長期化し過去最大規模の活動となった。

各団体の活動はアーカイブ化が求められる。各団

体は今後機能班に所属して活動することが求めら

れる。各団体の自己完結性が今後の課題である。ニ

ーズが見えるまでDMATが支援を実施し、ニーズが

整理されたら専門資源に引き継ぐことは今後の

モデルとなる。 

 

Ⅲ．病院支援：物資支援・病院避難・人的支援が有

効に実施された。地盤・立地を含めた病院の安全

性の評価についての研究が必要である。実効性の

あるＢＣＰの構成要素（①現状分析と課題整理や

病院行動評価群による初動判断の明確化、②EMI

S基本情報の登録による脆弱性把握と外部支援の

円滑化、③ダメージコントロールに向けた具体的

な手法の明示、④既存外来患者への対応方針の整

理）が必要であることが確認された。 

  

Ⅳ．現地対応者・支援者支援：災害時の産業保健支

援の有効性と必要性が示された。人的資源の確保、

入力システムの利便性、予算措置、法的裏付けの

確保が今後不可欠である。 

 

A. 研究目的 

 

Ⅰ．本部活動 

 県及び下部組織において保健医療福祉調整本部

の活動の記録をまとめ、適時適切に設置・調整が行

われたのかを検証する。 

Ⅱ．チーム活動 

能登半島地震で活動をした保健・医療・福祉支援

チームの活動の記録をまとめ、適時適切に活動でき

たのかを検証する。 

Ⅲ．病院支援 

 病院における医療提供体制の維持のための支援

活動をまとめ、適時適切に行われたかを検証す

る。また、病院 BCPがどの程度有効であったかを

検証し、今後の BCPの実効性向上に向けた構成要

素を明らかにする。 

Ⅳ．現地対応者・支援者支援 

 現地対応者・支援者は劣悪な環境下での長期

活動が必要となった。現地対応者・支援者に対する

支援活動の記録をまとめ、適時適切に活動できた

のかを検証する。 

 

B. 研究方法 

 

Ⅰ．本部活動 

石川県保健医療福祉調整本部における活動、各

地域における保健医療福祉調整本部等の活動を初

動から亜急性期、復旧期にかけて振り返った。石川

県保健医療福祉調整本部：柏屋研究協力者、能登中

部医療圏活動拠点本部：圓角研究協力者、能登中部

医療圏活動拠点本部、穴水町保健医療福祉調整本

部：三村研究協力者、輪島市保健医療福祉調整本

部：松田研究協力者、珠洲市保健医療福祉調整本

部：小早川研究協力者、能登町保健医療福祉調整本

部：矢嶋研究協力者が、各種データの分析やヒアリ

ングを実施して行った。これにより保健医療福祉

調整本部等の設置・運用についての評価とその課
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題抽出を行い、その課題解決策を検討した。 

Ⅱチーム活動 

DMAT、JMAT、日本赤十字社、JRAT、看護協会、自

衛隊、小児・周産期リエゾン、DOHATなどの各チー

ムの活動をとりまとめ、データ分析を行い、適宜ヒ

アリングを実施した。また各チームの関係者も含め

た検討会を実施した。これにより行政と各種支援チ

ームとの連携について検討した。 

Ⅲ．病院支援 

災害拠点病院や一般病院の支援について、病院

ごとの被害状況、支援状況をとりまとめ、データ分

析を行い、適宜ヒアリンＭＳ 明朝グを実施した。

これにより本災害においてどのような対応が実際

に行われ、その結果としてどのような課題が生ま

れていたのかについて検討し、その課題解決策を

検討した。 

また、能登北部・中部医療圏において被災した急

性期病院5施設に対し、BCPの整備状況、策定経緯、

災害時の有用性、BCPに含まれていた項目、実際の

対応状況などについてヒアリング調査を行った。 

Ⅳ．支援者支援 

支援者に対する支援が行われた事例についてデ

ータ分析やヒアリングを実施し、評価とその課題

抽出を行い、その課題解決策を検討した。   

     

Ｃ．研究結果 

 

Ⅰ．本部活動 

〔初動〕 

1月1日16：06の最初の揺れの後、16：09には石川

県はＥＭＩＳを警戒モードに移行。16：10震度7の

地震発生。ＥＭＩＳを災害モードに移行し、石川県

災害医療コーディネーターＬＩＮＥを使用して災

害医療コーディネーターの登庁を調整。石川県立

中央病院南医師が16：30には登庁し、石川県ＤＭＡ

Ｔ調整本部を県庁9階医療対策課会議室内に立ち

上げた。順次ＤＭＡＴが来庁し1月1日の本部人員

は医師3名、看護師4名、業務調整員3名となった。 

18：00には県庁6階危機対策課内で自衛隊、緊急

消防援助隊等と連携の確認を行い、公立能登総合

病院と石川県立中央病院に活動拠点本部の立ち上

げを指示した。公立能登総合病院は18：10に能登Ｄ

ＭＡＴ活動拠点本部を、石川県立中央病院は18：2

9に石川中央ＤＭＡＴ活動拠点本部を設置した。2

2：00にＤＭＡＴ事務局とＷＥＢミーティングを行

いＤＭＡＴロジスティクスチームの派遣を要請し、

県内ＤＭＡＴの派遣先を調整した。 

病棟の天井が落下するなどして大きな被害があ

った町立富来病院には公立能登総合病院活動拠点

本部からＤＭＡＴを派遣し1月1日中には同院に到

着し、調整本部と協議し1月2日00：20病院避難を決

定した。なお1月2日19：00までに46名の搬出を完了

している。 

1月2日7：00金沢市立病院森川医師が登庁し、以

後石川県ＤＭＡＴ調整本部本部長を森川医師に固

定した。ＤＭＡＴ事務局とＷＥＢミーティングを

行い、中部ブロックＤＭＡＴに対し派遣を要請し

た。福井県チームは参集拠点を石川県立中央病院

とし、他の県は公立能登総合病院とした。 

石川ＤＭＡＴは輪島市立病院に防災ヘリにて金沢

大学附属病院チームを派遣するなどして、1月2日

中に能登北部医療圏の病院にチームを派遣し得た。

（図1） 

13：30愛知県よりＤＭＡＴロジスティクスチー

ムが到着し、県庁11階1102会議室に本部を移動し

た。もともと本部の設置場所は令和4年に石川県で

行われた中部ブロックＤＭＡＴ実動訓練において

県庁11階の会議室の中で最も大きい1105会議室に

設置され、実災害時にも同室に設置される予定で

あったが、地震後1月1日16：22に発令された津波警

報により県庁に避難者が多数避難され避難スペー

スとして11階会議室を開放し、1月2日午後1105会

議室は未だ避難スペースとして使用中であったた

め1102会議室に本部を設置したものである。1月1

日の本部設置が9階医療対策課会議室内となった

のも同様の理由である。 

16：20ＤＭＡＴ事務局近藤次長が到着。17：00か

ら公立能登総合病院活動拠点本部、石川県立中央

病院活動拠点本部と全体ミーティングを行った。

以後全体ミーティングは毎日8：00、18：00に継続
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して行った。 

〔保健医療福祉調整本部〕 

医療・福祉に関しては県庁１１階において DMAT

ロジチームが中心となって支援チームの調整およ

び病院・施設支援を行った。保健分野に関しては県

庁 9 階において DHEAT が行政の中から支える体制

をとり、役割分担を行った。（図 2） 

〔保健医療福祉調整本部会議〕 

 1 月 5 日より連日保健医療福祉調整本部会議を

実施し、関係部署間での情報共有、活動方針の 

確認を行った。１月２１日からは隔日、２月２日か

らは週 2回の会議開催となった。 

〔指揮系統の変遷〕 

1 月 4日珠洲市、輪島市にそれぞれ調整本部を設

置した。1月 8日にはそれに加えて能登町、穴水町

にも調整本部を設置し、能登北部医療圏の 4 市町

には市町ごとに本部を設置し、県調整本部の直属

の指揮系統とした。能登中部医療圏は能登中部医

療圏活動拠点本部（公立能登総合病院内）の管轄と

し、1 月 17 日には能登中部保健医療福祉調整本部

に本部機能を移行した。また同日、石川県庁内に金

沢以南保健医療福祉調整本部を設置し石川中央Ｄ

ＭＡＴ活動拠点本部の本部機能を移行した。2月 19

日にはＤＭＡＴチームは撤収し、行政中心の体制

に移行した。（図 3～7） 

各本部の詳細は⇒別添資料 1-7 

別添 1-1石川県保健医療福祉調整本部報告書 

別添 1-2輪島市保健医療福祉調整本部報告書 

別添 1-3珠洲市保健医療福祉調整本部報告書 

別添 1-4 能登中部医療圏保健医療福祉調整本部報告書 

別添 1-5能登町保健医療福祉調整本部報告書 

別添 1-6穴水町保健医療福祉調整本部報告書 

別添 1-7金沢以南保健医療福祉調整本部報告書 

〔本部長の指名〕 

活動拠点本部本部長の引き継ぎにあっては県

調整本部よりの指名もしくは承諾が必須である

と思われるが活動拠点本部内にて決められ県調

整本部との調整が行われなかった事例が多数あ

った。また活動拠点本部本部長にしかるべき方

が病院指揮所レベルでの活動に携わっていたり

する事例もあり、ＥＭＩＳにおいて通常ＤＭＡ

Ｔチームとインストラクターもメンバーである

チームとを識別できないことが問題となった。 

〔本部間ミーティング〕 

 県保健福祉調整本部と各市町の調整本部と WEB

会議で結んだ。県庁では他団体も参加した。 

 当初８時１７時（1月 28日まで）、29日から１７

時だけになった。内容は各本部から現状分析・活動

方針を報告。 

 ミーティングにおいて各活動拠点本部より現状

分析を報告した上で活動方針を示す形となり 2 時

間以上の長時間を要する場合もあった。このため

調整本部からの上意下達になった。 

［現状分析・活動方針〕 

本部において現状を分析し課題を抽出し活動方針

を決定するためシートを活用した。現状分析の欄

を左側に、その項目ごとの活動方針を右側に記載

することにより、ミーティングにおける情報およ

び作戦の共有が容易となった。（図 8） 

 

〔本部機能班〕 

 本部における情報分析・作戦実行においては機

能別に班を設置し、本部内に島を作り、各班に班リ

ーダーを置いた。初動においては透析・在宅酸素・

高齢者・病院支援・避難所・活動指揮・物資支援・

搬送の各班を設置した。また民間救急の島も設置

した。その後透析班・在宅酸素班は支援終了し解散、

新たに診療所支援班と薬事班を設置した。病院支

援班は支援内容が物資支援と人員支援となり物資

支援班と活動指揮班に吸収した。高齢者施設から

の搬送調整のため本部内にケアマネージャー部会

に入っていただき島を設置した。診療所支援班と

薬事班は 2 月 1 日からプライマリーケア班に統合

した。（図 9～11） 

クロノロ記載は各班で行い、以後本部クロノロ

は必要最小限の記載とした。このため本部長クロ

ノロは覚え書き程度のものとなった。また各班は

活動拠点本部の同じ機能の担当班と常時ＷＥＢで

つなぐようにし、情報共有の適時化を行った。 

〔秘書室設置〕 
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 ロジスティクスチームは数日間の派遣が多い

ため、班活動のスムーズな引き継ぎ、適切な班リ

ーダーの指名のため勤務シフト表を作成し、石

川ＤＭＡＴ本部要員とともに調整する必要があ

った。これを本部長のみで行うのは業務量が過

多であり本部長付の秘書室を設置し、秘書室長

および秘書室員を指名した。2～5 名が活動した。 

〔本部要員の確保〕 

本部要員は県調整本部では石川ＤＭＡＴとＤＭ

ＡＴロジスティクスチームで確保し、各活動拠点

本部においてはＤＭＡＴロジスティクスチームと

他県ＤＭＡＴで確保した。 

Ⅱチーム活動 

〔調整体制〕 

調整本部内に活動指揮班を設置し、DMAT 事務

局と DMAT・DMATロジチーム派遣について調整

を行った。また、JMAT、日赤、DPAT等の他団体

の活動状況を把握した。 

〔派遣要請〕 

JMAT への派遣要請は 1月 4 日に実施した。 

DMAT 事務局と連携し、DMAT 派遣要請を以下

の通り実施した。 

・1 次隊 

 1 月 2日 中部ブロックへ派遣要請。要

請チーム数 55隊。 

・2 次隊 

 1 月 3日 中部ブロック、群馬県、新潟

県、滋賀県、京都府、奈良県へ派遣要

請。要請チーム数 80隊。 

・3 次隊 

 1 月 5日  宮城県、山形県、福島県、茨

城県、栃木県、群馬県、新潟県へ派遣要

請一斉通報。 要請チーム数 80隊程

度。 

 派遣チーム確定 61隊：宮城 10隊/山形

８隊/福島 10隊/茨城 14隊/栃木 10 隊/

群馬４隊/新潟５隊 

 現地で 5日間程度活動するチームを要

請。 

・3 次隊追加※見積もりの 80 隊に届かなかった

ため。 

 1月 6日 青森県、秋田県、岩手県へ派

遣要請 

 青森 7隊確定、秋田 12隊確定、岩手 6

隊確定 計 25 隊確定 

・4次隊 

 1月 7日 石川県から派遣要請受領 

 北海道、新潟県、中部ブロック、鳥取

県、島根県へ派遣要請（能登 60隊、中

央 15隊） 

 DMAT4 次隊チーム数、北海道：23、新

潟：2、富山：4、福井：2、山梨：2、長

野：6、岐阜：3、静岡：7、愛知：17、

三重：5、鳥取：2、島根：4   

✧4次隊合計 77隊。うち 65 隊が能登、12隊が

中央。  

・4次隊追加 

 1月 9日 近畿ブロックへ派遣要請。要

請チーム数は中央へ 20隊。 

 DMAT4 次隊追加チーム数 大阪:10、兵

庫:10、京都:9、奈良:6、滋賀:4、和歌

山:4チームで各 

  県でラインを作り回していく。 

・5次隊 

 1月 10日  関東、中国（鳥取、島根除

く）、四国ブロックへ派遣要請。要請チ

ーム数は 72隊。 

 茨城：0、栃木：2、群馬：4、埼玉：

14、千葉：11、東京：18、神奈川：16、

岡山：6、広島：8、山口：5、徳島：2、

香川：4、愛媛：3、高知：4 合計 97チ

ーム。 

 別途、三重：3、静岡：2 計 5チーム派

遣有。 

 合計 102隊 

・6次隊 

 1月 12日 全国へ派遣要請受領。派遣要

請チーム数は能登 70 隊、中央 25隊 

 活動期間が１月 18日（木）から２月４

日（日）までのＤＭＡＴ（６次隊）派遣
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について、下表の通り 派遣元と派遣先

をあらかじめ固めてライン調整を行う。

(表 1、2) 

・7次隊 

 1 月 31日 中部ブロックに派遣要請。 

 活動期間：2月 4 日～2月 11日 6隊/

日。2月 12日～2月 18日 4隊/日。 

 富山県 3、福井県 2、山梨県 3、長野県

3、岐阜県 3、静岡県 5、愛知県 6、三重

県 3：合計 28隊 

〔各チームの活動〕 

１月１日以降に活動した保健・医療・福祉チー

ム数は(図 12、表 3)のとおりである。（～2月 28

日） 

・  

  

〔活動内容〕 

被災地内の環境が過酷であったため、初期

に能登北部で活動可能であったチームはＤＭ

ＡＴ、日本赤十字社、ＮＧＯの一部チームなど

に限られた。二次避難により金沢以南で多数

の避難者を引き受け、ＪＭＡＴ等が診療支援

に活躍した。 

［必要救護班の算定・調整］ 

救護班の数については診療所の開設状況、3

日間平均の医療班の診療数に基づき算出した。 

また、JMAT の必要数については診療所の数か

ら算出した。不足分は DMAT派遣にて代替した。 

DMAT ロジスティクスチームの必要数はフォロ

ーすべき診療所・施設の数を参考に算出した。 

(図 13) 

〔各団体の活動〕 

各団体の活動は別添報告書(1-8～20）参照 

別添 1-8  ＪＭＡＴ活動報告 

別添 1-9   日本赤十字社活動報告 

別添 1-10  ＡＭＤＡ活動報告 

別添 1-11  災害支援ナース活動報告 

別添 1-12  ＪＲＡＴ活動報告活 

別添 1-13  小児周産期リエゾン活動報告 

別添 1-14  国立病院機構ＮＨＯ活動報告 

別添 1-15  ＰＷＪ活動報告 

別添 1-16  ＨｕＭＡ活動報告 

別添 1-17  ＴＭＡＴ活動報告 

別添 1-18  ＤＯＨＡＴ活動報告 

別添 1-19  ジャパンハート活動報告 

別添 1-20  国境なき医師団活動報告 

 

〔活動チームのロジスティクス〕 

もともと能登北部医療圏には宿泊施設が限ら

れており、それら少数の宿泊施設も今回の災害

によりほとんどが宿泊機能を失った。そのため

各チームは日本赤十字社のようにテントなどを

設営して自前で宿泊機能を確保するか、病院な

どに宿泊するなどで対応しなければならなかっ

た。DMATは１月 12日に能登空港、１月２２日航

空大学校で宿泊を確保した。食料や飲料水も自

己完結する必要があり、ロジスティクスが強力

でないチームはこれらの状況が改善するまで被

害が能登北部に比較して軽度な能登中部での活

動に範囲が限定された。県調整本部では各活動

チームのロジスティクス能力を把握し、ＤＭＡ

Ｔや日本赤十字社のように過酷な環境でも活動

可能なチームを能登北部に派遣調整した。災害

対応に熟練したＮＧＯにあってはピースウィン

ズのようにロジスティクスが自己完結している

上に船舶を使用した物資補給を行ったチームも

あった。一方で病院の入院病棟のベッドを使用

して宿泊するチームもあり、市立輪島病院のよ

うに退去に難渋した事例もあった。 

 

Ⅲ．病院支援 

〔調整体制〕 

病院支援班を県庁調整本部内に設置し、活動

拠点本部で情報を集約して搬送ニーズ（病院避

難）が生じたら搬送調整班へつないだ。 

適宜病院長等から直接支援ニーズの聞き取りを

行い、具体的な支援につなげた。  

金沢市内の受入ひっ迫を受けて、１月１９日と

２２日に奥能登地域を含めた病院長会議を実施

した。 
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各活動拠点本部においては管轄する支援病院に

対して病院支援指揮所を設置し対応とした。     

〔活動内容〕 

１．病院への緊急物資支援 

 病院の電力については１月２日の段階で全病

院の復電を確認した。酸素についての支援は 1月

3 日時点で全病院不要であることを確認した。 

 発災初期においては、奥能登地域へのアクセ

スが困難であったことから医療機関への物資支

援が困難であった。備蓄品が枯渇しつつある 1月

4 日から病院への物資（食料・水・生活用品）の

補給を開始した。陸路でアクセスが困難だった

珠洲、輪島へは自衛隊ヘリで物資輸送を行った

が、病院用に輸送した物資を避難所用に回され

るトラブルも生じた。 

 施設用水については１月３日時点で１２病院

が断水中であり、医療機関への優先的な給水支

援を調整する必要があった。担当課である環境

政策課と補給方法について調整し市町や自衛隊

による給水について、医療機関の優先順位を加

味した補給調整の方法を１月５日に確立した。

また、各病院に節水した状態で最低限必要な給

水量の聞き取りを行い、１月９日には最低限必

要な給水量を確保した。 

２．中能登への物資支援 

1 月 18 日以降の中能登地域の診療機能拡充に

伴う給水必要量増加にも対応した。七尾市上下

水道課とは直接、各病院の優先度および給水必

要量を調整した。 

 七尾市の 5病院への給水支援スキーム・給水

量は以下のとおり。(図 14、15) 

 

３．富来病院の病院避難 

 １月１日の被災時、富来病院２階には一般床

入院３９名、介護医療院３３名（以下合せて入院

患者と呼称）が入院・入所していた。建物そのも

のは倒壊は免れていたが、天井・壁がひび割れ・

崩れ箇所が多数あり、多くの箇所で天井の水漏

れあり、特に一般床の病棟の被害が大きく、病室

にいることの危険性が高いとの判断で、２階の

エレベーターホール、食堂、廊下、比較的破損の

少ない病室にベッドを移動させ待機していた。 

 １月２日には、介護医療院側の方７名も含む

入院患者を避難させることとなり、残りは介護

医療院で籠城する方針となり、一般床にいた 3８

名（うち１名は搬送前に死亡）、介護医療院７名、

新規 傷病者１名の４６名が搬出された。 

 １月３日１５時頃、院長代行である副院長先

生から残る２６名も避難したい旨の申し出があ

り、病院避難方針が決定した。１月４日から搬送

を開始し、緊消隊の協力を得て１月５日１５時

ごろ、入院患者全員の病院避難が完了した。 

 １月１６日に入院機能再開について相談があ

り、１月２２日に医療用コンテナ（８床）を設置

した。 

 

４．柳田温泉病院の避難 

 柳田温泉病院に隣接する介護医療院の裏側が

崩れ、またスプリンクラーで水浸しとなってお

り、入所者が病院内に避難していたが、１月５日

介護医療院入所者の避難が決定した。 

 その後入院診療を継続していたが、病院スタ

ッフから「床のうねりが酷くなっている」「窓の

外の景色が少しずつ変わってきている」「開け閉

めできていたサッシが動かなくなった」など建

物被害が疑われる報告があり、１月１８日、３３

名の入院患者の避難を決定した。同日搬送調整

を開始し、１９日に全患者の避難が完了した。 

 

５．奥能登公立４病院の支援 

 当初から重症患者搬送、オーバーキャパシテ

ィーのための搬送要請が相次ぎ、適宜搬送調整

班へ対応依頼した。 

必要な物資（水・食料）支援を実施するとともに、

診療支援チームを入れて支援を行った。 

 それでもダウンスケールのための搬送調整が

続いた。 

 1月 7日から不足医療者数の調査を行い、病床

のダウンスケールおよび応援必要数の方針を 1

月 9日に決定した。(図 16) 
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 ダウンスケールしても、さらに搬送需要が続

き、ダウンスケールの規模について再検討を要

した。DMAT事務局等の看護師を各病院に派遣し、

詳細なニーズを聞き取り、１月２２日に以下の

ようなダウンスケール方針と応援看護師の派遣

方針を定めた。 

⚫ 市立輪島病院 35床運用、応援看護師 22名

希望 

⚫ 珠洲市総合病院 20床運用、応援看護師 11

名希望 

⚫ 穴水総合病院 20床運用、応援看護師６名

希望 

⚫ 宇出津総合病院 19床運用、応援看護師６

名希望 

 その後、ニーズの減少に応じて応援規模を縮

小した。応援看護師の実績は以下のとおり。(図

17) 

また、看護師だけではなく、多職種の人的支援

の必要数を見積もり、各団体を通じて応援の薬

剤師、診療放射線技師、臨床検査技師を派遣した。

応援コメディカル派遣の実績は下図のとおり。

(図 18) 

 加えて、DMAT 事務局等の看護師の派遣し、士

気維持・環境の支援のニーズを拾い上げ、支援を

行った。また、病院職員と外部支援看護師の双方

が安全・円滑に活動できるよう、疲労度や困りご

と等について聞き取りを行った。 

 能登地域では、地震の影響を受け、避難所から

の通勤を余儀なくされる職員が多数おり、十分

な休息が取れないままの勤務が続いたり、勤務

後に避難所に戻ってからも避難者から健康面に

ついての市相談を受けざるを得ないような状態

であった。また出勤できない職員がいる上に、上

下水道が使用できないことや清掃などの生活支

援サービス停止により、医療機関内で看護ケア

を提供する看護師に業務負担が生じた。また、断

水の影響で白衣の洗濯が出来ず、派遣看護師は、

シャワーなども出来ない状況であった。 病院

の水道状況を踏まえてラップポンの配置、管理

等の調整や、循環式シャワーの設置（輪島病院 5

台、穴水総合病院 2台、宇出津総合病院 2台）を

行った。 

 また、能登４病院の総看護師長サポート体制

の構築するため、総看護師長と県庁担当者間ミ

ーティングを実施した。 

 

６．中能登地域病院支援 

 断水により診療機能が低下したため、重症患

者やオーバーキャパシティーのための搬送要請

に適宜対応した。１月１８日以降、能登で救急医

療を完結させることを目的にさらなる物的、人

的支援を行った。人的支援については恵寿総合

病院に対して応援看護師の派遣を行った。 

〔BCP の検証〕 

BCP を整備していた病院においても、災害直後

の判断や行動の多くが現場の裁量に委ねられて

いた。特に、現状分析と課題整理による状況把握

や、病院行動評価に基づいた方針決定、EMIS 基

本情報の事前登録による脆弱性の可視化、ダメ

ージコントロールの具体的計画、外来・在宅患者

への診療継続体制などは、多くの病院で必要性

が認識された一方で、従来の BCP には十分に反

映されていなかった。 

 避難した 2 病院は地盤・立地を含めた病院の

安全性の評価について施工業者とのやり取りは

できていなかった。 

（詳細は別添 1-21 BCP 関連ヒアリング報告

書） 

 

Ⅳ．現地対応者・支援者支援 

 支援者 J-SPEED には 1 日平均約 500 名が入力

し、約 1%に電話や SMS による介入が行われた。

行政職 J-SPEEDでは、6自治体・1団体の計 5,509

件のデータが集約され、283 件で個別対応がなさ

れた。主なリスクは疲労度上昇、内服薬切れ、相

談希望などであり、DPAT との連携や就業配慮の

調整も行われた。医王山スポーツセンターでは

中学校避難所の教員の疲労度が顕著で、データ

をもとに夜間支援人員の配置が実現した。また、

医療・福祉施設では「ありがとう」の共有や「連
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絡帳」の再開といった心理的支援が導入され、現

場の結束が促進された。 

（詳細は別添 1-22 現地対応者・支援者支援に

関する報告書） 

 

 

D：考察 

 

Ⅰ．本部活動 

［保健医療福祉調整本部の構成］ 

医療・福祉については DMAT ロジチームが中心

となって支援チームの調整し、病院・施設を支援

した。 

保健分野については DHEAT が行政の中から支

えた。この役割分担は機能し、後の災害対応のモ

デルとすべきである。そのためにも、両チームの

総称として保健医療福祉調整本部支援チームと

して円滑な運用を図る必要があると考えられる。 

［指揮系統の変遷が適切だったか］ 

石川県調整本部は発災後速やかに設置され、

活動拠点本部の設置も速やかであった。初動期

には得られる情報は限定的であったが石川ＤＭ

ＡＴを直ちに被災病院に派遣し得た。初動は評

価できるものであった。能登北部医療圏におい

ては 4 市町の距離が離れており医療圏を管轄す

る本部では無く各市町に本部を置き県調整本部

の直轄とした。これにより指揮系統の結節が一

つ減少し情報共有・作戦実行の適時化に有用で

あった。 

［本部長の指名の課題］ 

本部長の交代が活動拠点本部・指揮所内で独

自に行われ、上位本部との調整が行われなかっ

たため、全体として適切な指揮官が適切な活動

場所に派遣されなかった事が課題であると考え

られる。指揮系統の運用の観点からも下位本部

の本部長の指名は上位本部の実施が必要である

点について統括 DMAT研修等での周知が必要であ

ると考えられる。また活動拠点本部本部長にし

かるべき方が病院指揮所レベルでの活動に携わ

っていたりする事例もあり、ＥＭＩＳにおいて

通常ＤＭＡＴチームとインストラクターもメン

バーであるチームとを識別できないことが問題

となった。 

［ミーティング］ 

ミーティングが長時間となり、各本部におい

てミーティングそのものが負担になった。その

結果、県の調整本部からの上意下達のミーティ

ングとなった。現状分析の報告時間が特に長時

間を要した。現状分析についてはドライブなど

とミーティング前に共有できることから今後は

ミーティングにおいては各本部の活動方針の提

示・すり合わせを中心とすべきと考える。そうす

ることにより短時間で上意下達でないミーティ

ングが可能であると考える。 

［現状分析・活動方針］ 

 現状分析・活動方針の項目が 8個（指揮系統・

被害概況・病院支援・施設支援・地域支援・活動

指揮・物資支援・搬送調整）に整理された。現状

分析・活動方針を左右 2ペインの様式に整理し、

優先順位が高いものにマークをする方式が確立

された。今後の災害でもモデルとすべきである。 

「機能班」 

 集約して６つの機能班（病院支援・施設支援・

地域支援・活動指揮・物資支援・搬送調整）に整

理された。(図 19) 

各団体がそれぞれの島で独立して活動するより

も、各機能班に入る形で活動するのが有用であり、

今後はこのような体制が求められる。(図 20) 

各班は活動拠点本部の同じ機能の担当班と常時

ＷＥＢでつなぐようにし、情報共有の適時化を行

い、有用であり、今後のモデルとなる(図 21)。本

部の人員が多く、本部内のローテーション・役割分

担の策定を中心として本部長を支える人員が必要

となる。 

 

Ⅱ．チーム活動 

 本災害は、この地域に存在する医療・福祉機関

の数は限られるものの迅速な支援が困難な「狭

いけど深い」災害であった。そのため、支援活動

が長期化し過去最大規模の活動となった。多く
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の支援チームが活動したため、各団体の活動に

ついて報告をアーカイブ化すべきである。また、

被災地内の環境が過酷であったため、各団体の

自己完結性が課題となった。特に発災初期の活

動が期待される DMATにおいては宿泊など自己完

結性が課題となる。 

災害支援の目的は被災地に住まうすべての

方々の死亡・悲劇の低減である。そのために病院

の医療を支えることにより入院患者の、施設の

医療福祉を支えることにより入所者の、市町村

や保健所の保健を支える、診療所・訪問看護・薬

局の医療を支える、デイ施設の福祉を支えるこ

とにより被災地域住民の、死亡・悲劇を低減する、

という考え方が重要である。今回の災害ではこ

れらの活動についてニーズが見えるまで DMATが

支援を実施し、ニーズが整理されたら専門資源

に引き継いだ。このことは今後のモデルとなる。

図 22 

 

Ⅲ．病院支援・BCP 

〔病院支援〕 

本災害では被災した病院数が少なかったこと

もあり、物資支援は比較的速やかに実施できた。

また、病院避難においては搬送途上の死亡はな

かった。その一方、避難の判断は建物倒壊のおそ

れの評価が定まらないことにより二転三転した。

地盤・立地を含めた病院の安全性の評価につい

て、施工業者との連携についての BCP への反映

を含めた対応についてさらなる研究が必要であ

る。 

人的支援については様々な団体からの派遣調

整スキームができた。とりわけ、看護師の広域派

遣は有用であった。一方、ニーズの見極めが二転

三転し、再検討を要した。病院幹部層だけでなく

現場レベルも含めたすべての階層からの聴き取

りも必要であることがわかった。 

〔BCP〕 

①現状分析と課題整理や病院行動評価群によ

る初動判断の明確化、②EMIS 基本情報の登録に

よる脆弱性把握と外部支援の円滑化、③ダメー

ジコントロールに向けた具体的な手法の明示、

④既存外来患者への対応方針の整理は、いずれ

も災害時に実際に求められた視点でありながら、

従来の BCPでは十分に体系化されてこなかった。

これらの視点は、DMAT による病院支援の経験や、

その知見を整理した先行研究の支援手法とも重

なっており、今後、実効性ある BCP の構成要素と

して導入されるべきである。 

Ⅳ現地活動者支援・支援者支援 

今回の活動は、災害時の産業保健支援の有効

性と必要性を具体的に示すものとなった。一方

で、活動は少人数で長時間にわたる過重な勤務

によって支えられており、ローテーション体制

の不在や人的資源の不足が課題として浮上した。

加えて、入力システムの利便性、予算措置、法的

裏付けの確保も今後の持続的運用には不可欠で

ある。また、民間インフラ事業者や物理・化学的

リスクへの対応強化も求められる。今回得られ

た知見は、全国的な災害産業保健体制の整備と、

より実効性のある支援モデル構築に資するもの

である。 

 

Ｅ．結論 

 

Ⅰ．本部活動 

保健医療福祉活動を円滑に調整するため今後Ｄ

ＭＡＴとＤＨＥＡＴの総称として保健医療福祉本

部支援チームとすることを提言する。 

本部設置については迅速な初動、その後状況に

応じて円滑に本部を設置・統廃合を行ったことが

評価できる。 

 本部運用については、本部長・指揮所リーダーの

上位本部による任命のルール徹底、ミーティング

の短時間化が今後の課題である。また現状分析と

課題の評価における2ペインシートの活用、機能別

の班編制、班ごとのＷＥＢミーティング、本部長付

要員が今後のモデルになるものと考えられる。 

 

Ⅱ．チーム活動 

「狭いけど深い」災害のため支援活動が長期
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化し過去最大規模の活動となった。各団体の活

動はアーカイブ化が求められる。各団体は今後機

能班に所属して活動することが求められる。各団

体の自己完結性が今後の課題である。ニーズが見

えるまで DMATが支援を実施し、ニーズが整理さ

れたら専門資源に引き継ぐことは今後のモデル

となる。 

 

Ⅲ．病院支援 

物資支援・病院避難・人的支援が有効に実施され

た。地盤・立地を含めた病院の安全性の評価につ

いての研究が必要である。実効性のあるＢＣＰの

構成要素（①現状分析と課題整理や病院行動評価

群による初動判断の明確化、②EMIS 基本情報の

登録による脆弱性把握と外部支援の円滑化、③

ダメージコントロールに向けた具体的な手法の

明示、④既存外来患者への対応方針の整理）が必

要であることが確認された。 

Ⅳ．現地活動者・支援者支援 

災害時の産業保健支援の有効性と必要性が示

された。人的資源の確保、入力システムの利便性、

予算措置、法的裏付けの確保が今後不可欠であ

る。 

 

Ｆ．健康危険情報 

特記すべきことなし。 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

  

2.  学会発表   

➢ 第30回日本災害医学会総会・学術集会202

5年3月6～8日、名古屋市国際展示場 

⚫ 能登半島地震の本質：DMAT事務局 近藤久禎 

⚫ 能登半島地震におけるDMAT調整本部長の活動

を振り返る：金沢市立病院 森川精二 

⚫ 特別企画 能登半島地震を振り返る2 

⚫ 能登半島地震での日本赤十字社の救護活動に

ついて：岡山赤十字病院 齋藤博則 

⚫ 令和6年能登半島地震におけるJMATによる災

害医療支援活動 石川県医師会 安田健二 

⚫ 令和6年能登半島地震における石川県看護協

会の取り組み：石川県看護協会 小藤幹恵 

⚫ 災害時における産業保健支援：産業医科大学

 榎田奈保子 

⚫ 能登中部保健医療福祉調整本部活動につい

て：公立能登総合病院 圓角文英 

⚫ 能登半島地震における災害時小児周産期リエ

ゾンの活動から見えた今後の課題：金沢大学

附属病院 産科婦人科 鏡京介 

⚫ 能登半島地震における被災地外からの支援活

動から見えた今後の課題：名古屋市立大学医

学部附属東部医療センター救急科 今井一徳 

⚫ 災害のこれまでとこれから～JRAT～ －能登

半島地震における対応とその教訓：石川県理

学療法士会 会長 北谷正浩 

⚫ 能登半島地震における DHEAT と連携した DMAT

の活動：DMAT事務局 三村誠二 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1. 特許取得：なし 

2. 実用新案登録 ：なし。 

3.その他 ： 
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図 2 

 

 

図 3 
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図 4 
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図 6 
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図 8 

 

図 9 
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図 10 

 

図 11 
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図 12 

 

図 13 
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図 14 七尾市給水支援スキーム 

 

図 15 七尾市５病院への給水支援 
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図 16 1月 9 日時点 病床のダウンスケールおよび応援必要数 

 

図 17 奥能登 4病院 応援看護師実績 
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図 18 奥能登 4病院 応援コメディカル実績 

 

図 19 
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図 20 

 

図 21 
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図 22 

 

 
表 1 第 6 次隊要請 (L)=ライン (B)=ブロック 

参集拠点・派遣先 要請(L)数 派遣元(B)・自治体および派遣(L)数 調整担当 

石川中央活動拠点本部 25 
近畿(B)：18(L)、中部(B)：5(L) 
鳥取県・徳島県：各 1(L) 

近畿および中部は当
該(B)代表等、鳥取県・
徳島県は各県担当者 

能登中部医療圏活動拠点本部 14 
埼玉県：3(L)、千葉県：3(L)、東京都：5(L)、
神奈川県：3(L) 

各都県担当者 

穴水町保健医療福祉調整本部 12 九州・沖縄(B)：12(L) 当該(B)代表等 

能登町保健医療福祉調整本部 ７ 
中国・四国(B)（鳥取県・徳島県を除く）：
7(L) 

各県担当者 

輪島市保健医療福祉調整本部 19 中部(B)：19(L) 当該(B)代表等 

珠洲市保健医療福祉調整本部 18 
北海道(B)：5(L)、東北(B)：10(L)、北関東
（茨城、群馬、栃木）：3(L) 

当該(B)代表等 

✧1 月 23 日 28 日以降の(L)縮小計画確定（要請ベース 95(L)→53(L）) 
✧ライン縮小計画は次のとおり 

 

表 2 ライン(L)縮小計画  (L)=ライン (B)=ブロック 

参集拠点・派遣先 要請(L)数 派遣元(B)・自治体および派遣(L)数 調整担当 

金沢以南保健医療福祉調整本部 
（旧石川中央活動拠点本部） 
※中部３(L)は石川県保健医療福
祉調整本部での活動もあり得る。 

17 近畿(B)：14(L)、中部(B)：3(L) 当該(B)代表等 

能登中部医療圏活動拠点本部 3 東京都：2(L)、神奈川県：1(L) 各都県担当者 

穴水町保健医療福祉調整本部 8 九州・沖縄(B)：8(L) 当該(B)代表等 

能登町保健医療福祉調整本部 5 中国・四国(B)（鳥取県・徳島県を除く）：5(L) 各県担当者 

輪島市保健医療福祉調整本部 10 中部(B)：10(L) 当該(B)代表等 
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珠洲市保健医療福祉調整本部 10 
北海道(B)：3(L)、東北(B)：4(L) 
北関東（茨城、群馬、栃木）：3(L) 

当該(B)代表等 

 

表 3 １月１日以降に活動した保健・医療・福祉チーム 

 

名称 チーム数/人数 活動日数 

DMAT 1139 チーム 3623 チーム/日 

石川 DMAT 27 チーム 659 人/日 

DMAT ロジチーム 412 人 2576 人/日 

DMAT 事務局員 31 人 667 人/日 

JMAT 682 チーム 1219 チーム/日 

日赤 441 チーム 1233 チーム/日 

NHO 72 チーム 214 チーム/日 

DPAT 184 チーム 714 チーム/日 

JRAT  529 チーム/日 

JDAT 193 チーム  

看護師（看護協会等） 6166 名  

薬剤師 3925 名  

DHEAT 34 チーム  

自衛隊衛生隊   

NGO PWJ 103 名  

NGO AMDA 46 名  

NGO HuMA 106 名  

NGO TMAT 94 名  

NGO Japan Heart 79 名 867 日 

保健師   

JDA-DAT、管理栄養士   

DWA(全社協、老施協等）   
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令和６年度厚生労働行政推進調査事業費（厚生労働科学特別研究事業） 

「令和 6 年能登半島地震における医療チームの対応の検証に基づく災害時医療提供体制の向上

に資する研究」 

 

分担研究報告書 

 

「日本環境感染学会災害時感染制御支援チーム（DICT: Disaster Infection Control 

Team）の活動実績と課題ならびに将来構想」 

研究分担者 泉川公一 

（長崎大学大学院医歯薬学総合研究科 臨床感染症学・教授、日本環境感染学会 災害時感

染制御検討委員会・委員長） 

研究要旨 

 2024 年 1 月 1 日に発生した能登半島地震における日本環境感染学会の災害時感染制御

支援チーム（Disaster Infection Control Team; DICT）は発災直後より活動を開始し、

2024年 2月 19日まで 48日にわたり、計 84名のメンバー、国立国際医療研究センターの

医師 10名、ならびに 14社の協賛企業と協力して活動をおこなった。160箇所の避難所を

訪問し、103件の感染症、感染対策に関する相談をうけた。さらに、各避難所に対して、

支援物資として、手袋（28箇所）、ガウン（6箇所）、マスク（9箇所）、清拭シート（10

箇所）、環境清掃関連物資（69箇所）、手指消毒剤（31箇所）を配布した。また、ポス

ター（12ポスター）、動画（4 動画）、避難所感染対策マニュアル（2マニュアル）を作

成し、避難所における感染対策支援を行った。避難所における感染対策支援が、インフル

エンザ、新型コロナウイルス、ノロウイルス感染症などの感染拡大を抑制できたか、その

有効性を直接検証はできなかったが、2011 年の東日本大震災の避難所で経験されたよう

な、感染伝播が継続したうえでの大規模なアウトブレイクは発生しなかった。一方で、す

べての活動期間において、様々な課題が浮上した。今後の有事に備え、DICT 運営委員会

のなかで、これらの課題をできるだけ改善していくことが求められる。今回の研究で、

DICT活動とその効果、さらには、解決すべき課題と解決方法についても明らかにできた。 

A. 研究目的 

2024年 1月 1日に発生した能登半島地震に

おける日本環境感染学会の災害時感染制御

支援チーム（Disaster Infection Control 

Team; DICT）の活動について、発災直後か

らの活動内容を振り返り、避難所における

感染対策の効果の検証をする。また、本チー

ムの活動に伴い生じた課題について検討す

ることを目的としている。最終的には、避難

所における感染症対策支援を行い、国民の

健康に寄与したい。本研究では、Ⅰ．DICTの

活動の記録、Ⅱ．DICT 活動の効果の検証、

Ⅲ．DICT活動の課題について、記録、分析

し、今後の方策についてまとめる。 

 

B. 研究方法 
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以下の 3つのパートに分けて研究を行う。 

 

Ⅰ．DICT活動記録 

2024年 1月 1日発災後からの活動内容につ

いて、DICTの活動記録をもとに、稼働人数、

稼働車両、訪問難所数、相談件数、活動内容

などについて、研究分担者に協力をあおぎ

記録する。 

 

Ⅱ．DICT活動の効果の検証 

DICT活動により、避難所等における感染症

蔓延を抑制できたかという点の検証を試み

る。能登半島全域における災害時保健医療

福 祉 活 動 情 報 支 援 シ ス テ ム （ D24H; 

Disaster/Digital information system for 

Health and well-being）や災害時診療概況

報告システム  (Japan-Surveillance in 

Post Extreme Emergencies and Disasters; 

J-SPEED）のデータを DICT、国立感染症研究

所実地疫学研究センターで解析を行ってお

り、そのデータを用いて、能登半島全域にお

ける感染症発生状況の実態を明らかにし、

DICT活動の効果を検証する。 

 

Ⅲ．DICT活動の課題と今後（課題解決方法

も含めて） 

Ⅰ．とⅡ．により得られた情報から、今後の

活動における課題を抽出し、組織体制、活動

内容、人材育成など、今後の DICT活動の方

策を明確にする。また、示された課題につい

て、その課題を、①避難所等支援、②情報収

集・分析、③研修・人材登録、④広報・啓発、

⑤その他、に分別し整理を行う。さらに、今

回、活動に赴いた DICT メンバーに対するア

ンケート結果、特徴的であった 1.5次、2次

避難所における課題や提案も併せて示す。 

 

C. 研究成果 

Ⅰ. DICT 活動記録 

DICT活動の概要は以下。 

活動期間：2024年 1月 3日～2024年 2月 19

日 

活動参加メンバーと企業：計 84名のメンバ

ーと 14社 

参加メンバー内訳 

アドミニストレーター  15名 

アクティブメンバー  53名 

近隣地域からのサポート  3 名 

後方支援チーム   13名 

国立国際医療研究センター  10 名 

協賛企業   14社 

活動に使用した車両：レンタカー（3台） 

活動に使用した通信機器：スマートフォン

（3 台）、モバイル WiFiルーター（3台） 

活動実績： 

避難所訪問数： のべ 160箇所 

相談件数： 103件 

 

支援物資提供： 

手袋   28箇所 

ガウン   6箇所 

マスク   9箇所 

清拭シート  10箇所 

環境清掃関連物資 69箇所 

手指消毒剤  31箇所 

ポスター作成数：12ポスター 

 作成動画数：4動画 

 作成マニュアル数：2 マニュアル 

 

今回の能登半島地震は日本環境感染学会災

害 時 感 染 制 御 支 援 チ ー ム （ Disaster 

Infection Control Team; DICT）が本格的
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に稼働した最初の事例となる。 

以下の 3 つの項目に分けて、その活動内容

を記載する。 

１．pre-DICT活動 

２．支援活動の実際 

３．石川 DICTSへの引き継ぎ 

 

１．pre-DICT活動 

2024年元旦に発災、発災後より、泉川公一

は石川、富山、福井県の DICTメンバーから

被災状況に関する情報収集を行った。被害

が甚大であることから、同日、日本環境感染

学会の四柳宏理事長と連絡をとり、pre-

DICT活動のために、現地に赴くことについ

て許可を頂いた。Pre-DICT とは、DICTを構

成する迅速評価チームの事を指し、環境感

染学会からの指示のもとで発災直後の可能

な限り早期に被災現地に赴き、感染制御支

援チームを派遣すべきかどうかについての

判断情報を日本環境感染学会本部に提供す

ることを任務とするチームである。 

1 月 2 日に長崎を出発し、同日は富山市内

に宿泊、後に、受援 ICT（（ICT: Infection 

Control Team））（石川 DICTS）の責任者にな

る金沢医科大学病院の飯沼由嗣教授、なら

びに、野田洋子 ICN（ ICN: Infection 

Control Nurse）と連絡を取り、1 月 3日に

県庁に赴き、その後、金沢医科大学病院で待

ち合わせることに決定した。1 月 3 日 1100

に石川県庁に赴いて、石川県保健医療福祉

調整本部の森川精二医師、DMAT (Disaster 

Medical Assistance Team)の近藤久禎次長

と挨拶し、本部登録をした。その後、金沢医

科大学病院に赴き、飯沼由嗣教授、野田洋子

ICN と面会、DICT の賛助企業チームの一つ

である株式会社モレーンコーポレーション

の社員の皆さんと打ち合わせを行った後、

同社が関西と東京から搬送していただいて

いた衛生関連物資を携えて、七尾市の七尾

総合病院に向かった。その際に、地元の道路

事情に詳しい医療機器メーカー（セントラ

ルメディカル株式会社）の皆さんにロジス

ティクスを担っていただいた。断水で問題

を抱えていた七尾総合病院に衛生物資を届

け、同病院の ICNとも面会した。当分の間、

水の確保が難しい状況、職員も自宅に戻れ

ない状況にあることが分かった。金沢市へ

の帰路の途中、七尾市周辺の避難所を訪問

した。断水はあるものの停電はなく、暖もと

れていた。また、アルコール手指衛生剤があ

ちこちに配置され、被災者の皆さんもマス

クを着用している方が多かった。 

翌 1 月 4 日には、泉川公一は単独で、輪島

市門前町に赴き、当地の被災状況、避難所の

情報収集を行った。輪島市につながる主要

道路の被害が大きく、アクセスが非常に悪

い状況になっていた。輪島市門前町は、断

水、停電、道路の損傷が激しく、多くの家屋

が倒壊、損壊していた。同地には、1月 2日

から医療法人栄和会泉川病院（長崎県）の泉

川卓也理事長が、4台の車両と 10名を超え

る同法人の災害対策支援隊員を伴い、被災

者の救出、避難所における水、食料、医療品

の配布、診療などを行っていた。栄和会の隊

員らの情報をもとに、複数の避難所を巡り、

感染対策支援のニーズや状況を確認した。

いずれの避難所も断水しており、トイレの

使用や手洗いが十分にできる状態にはなく、

食器の洗浄などもままならない状況で、雨

水を使用しているところもあった。共用ト

イレは靴の履き替えをせずに利用し、その

まま、寝床まで移動する、という土足の運用

38



になっていた。停電で電気による暖房が使

用できなかった、灯油によるストーブも設

置されていたが、灯油も枯渇する状況であ

った。気温も低いため、窓を開けての換気は

十分に行えない、加えて、元旦で帰省客も多

く、想定以上の被災者が収容されていた。保

健師も十分には対応できておらず、感染対

策を助言できる方もおられない状況であっ

た。同時期は、全国的にインフルエンザ、新

型コロナウイルス感染症が蔓延しており、

避難所でこれらの感染症に加えて、ノロウ

イルス感染症などの腸管感染症が容易に蔓

延する条件が揃っていた。一方で、発災後間

もない状況でもあり、避難所における感染

症にはまだ注意が及んでいない状況のはず

であったものの、避難所のあちらこちらに、

アルコール手指衛生剤が配置され、多くの

被災者の皆さんが、マスクを着用され、自己

防衛の意識が高いことが覗えた。 

以上のアセスメント結果から、その日のう

ちに、四柳宏理事長と協議を行った上で

DICT の正式派遣が決定された。まず、災害

時感染制御検討委員会の委員の派遣、アク

ティブメンバーの派遣調整を行うこととな

った。1 月 4 日以降、DICT メンバーによる

継続的な支援体制を整え、被災地での活動

目標を設定した。 

被害が甚大で長期間の活動が必要となるこ

とから、約 1 ヶ月の活動期間を設定し、活

動目標として、以下を設定した。 

１）避難所における感染症を拡げない 

避難所のリスクアセスメント 

巡回による必要な衛生物資の供給 

巡回による感染症対策の指導と啓発 

共通マニュアルの作成 

２）被災地の保健師、保健所を支える 

本来の保健師、保健所の仕事を支援する 

 

一方で、DICTの円滑な活動のために、石川

県からの派遣要請依頼も必要であり、1月 3

日付で、石川県保健福祉部健康推進課より

学会宛に依頼状も発行いただいた。また、厚

生労働省からもリエゾンの支援の申し出、

さらには、国立国際医療研究センターのス

タッフに皆さんの協力も得られることにな

った。同日からの派遣チームの調整は、川村

英樹が担当し、DICTメンバーへのメールで

の呼びかけ、そして、派遣の日程調整を開始

した。原則として 1人あたり、2泊 3日シフ

トでの参集を要請した。 

 

２．支援活動の実際 

 

１）初期の避難所での活動 

1月上旬の DICT活動当初は、被災地の保健

所、保健師、あるいは、や日本医師会災害医

療 チ ー ム (Japan Medical Association 

Team; JMAT)、日本赤十字社からの情報をも

とに、実際の避難所を訪れて、感染対策の状

況をアセスメントし、問題点について解決

案を提案した。ごく当初の活動として以下

を記載する。 

 

1 月 5 日に最初の避難所として、地元保健

師の依頼もあり、富来防災センターに向け

て、泉川公一、馬場啓聡、国立国際医療研究

センター（National Center for Global 

Health and Medicine; NCGM）の秋山、丸木

と赴くも、避難所管理者に「保健師と同行で

ないと入れない」、とのことであった。保健

師を待ち、改めて相談すると、「本防災セン

ターの管理は上手くいっているので確認は
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不要」とのことであったため、代わりに別の

2つの避難所のチェックを依頼され、志賀町

行政センターに赴いた。同所は、200人規模

の避難所、コロナ 1 名＋家族、インフルエ

ンザ 1 名＋家族がそれぞれ、隔離部屋に隔

離されていた。断水中も、電気、空調は稼働

していた。屋外に簡易トイレが設置済みで、

感染者用も準備されており、感染者用の手

洗いの設置のみ推奨した。その後、金沢大学

志賀町教育拠点志賀学舎に移動した。本所

は、100人規模の避難所で、断水も、電気、

空調は稼働していた。高齢者が多く、トイレ

は土足で、居室の枕元まで靴で上がるため、

衛生面が気になるとのことで、部屋に土間

のようなスペースを作り、靴を脱ぐ場所を

集約化することを提案した。 

1 月 6日には、輪島 DMAT拠点の谷口医師よ

り本部に連絡があり、輪島市の大屋公民館

（断水、電気あり、アルコールあり、ラップ

ポンあり、次亜塩素酸ナトリウムはない）

で、嘔吐、下痢症状のある 6 人が発生した

とのことで、支援要請があった。大親公民館

には隔離できる部屋がないために、新設の

避難所の輪島高校で隔離スペースを確保す

る予定とのことであった。住民へのノロウ

イルス感染症の注意喚起資材の要望があり、

輪島拠点にはメール、プリンターはあると

のことから、後方支援チームにお願いして

資材をお送りしていただくように依頼した。

輪島までのルートを確認し、泉川公一、馬場

啓聡、NCGMの秋山裕太郎、丸木孟知で輪島

に向けて出発し、3時間後に、輪島市役所に

到着した。日本赤十字社 和歌山医療センタ

ーの中医師、DMAT事務局の上吉原良美看護

師とブリーフィング後、大屋公民館の嘔吐

下痢 6 人のうち 1 人は搬送、5 名は有症状

で、輪島高校の隔離部屋に搬送することに

なった。また、河井の保健センター（600人

規模）では、要介護者が多く、コロナ 1名、

胃腸症状あり 4 名も隔離部屋ないとのこと

であった。光浦集合所でコロナ 1 名が発生

した。感染者対策として、新たな避難所にな

る輪島高校に、患者を集約、新型コロナウイ

ルス、ノロ、インフルエンザ罹患者用の居室

をそれぞれ設け、患者をコホーティングす

る方針とした。輪島高校には、350名の被災

者がおり教室を居室としていた。避難所開

設時に、上吉原看護師が被災者を分けて教

室を運用していた。校舎は土足禁止・スリッ

パ運用となっており、部屋も非常にオーガ

ナイズされていた。ノロウイルス、新型コロ

ナウイルス、インフルエンザ患者用に設営

された部屋を確認した。一度、掃除された

後、ブルーシートを敷いて準備が整ってい

た。教室内にポータブルトイレを設置する

予定とのことであったが、インフルエンザ

とコロナの患者は、普通のトイレを使用し

てよいものとし、ノロウイルス患者のみ専

用トイレを屋外に簡易トイレを設置するよ

うに依頼した。さらに、トイレや居室の前に

アルコール手指衛生剤を設置すること、ノ

ロウイルス患者用のトイレには、手洗いで

きるような水の設置を依頼した。避難所の

運用方法としてはモデル的な避難所と思わ

れ、ここを模範とするように上吉原看護師

に伝えた。その後、7時間をかけて県庁まで

戻った。悪天候と、道路の迂回が頻回にあ

り、継続的な活動のために現地での宿泊所

が必要であることを認識した。 

一方で、宿泊して活動できる体制にないこ

と、避難所が多く広域にあること、さらにア

クセスが悪いこともあり、感染対策に関連
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する様々な啓発ポスターを、後方支援チー

ムで作成し配布することをおこなった。日

本環境感染学会の HPに、実際に配布された

ポスターを掲載している 

（ http://www.kankyokansen.org/modules/

news/index.php?content_id=537～） 

感染予防のための 8 か条と療養のポイント、

手指衛生の方法、ノロウイルス対策のポイ

ント、コロナウイルス予防の換気のポスタ

ー、簡易トイレの作り方、少ない水で食器・

衣類を使う、感染者保護、靴を脱ぎましょ

う、被災地での被災者支援や復旧・復興活動

に従事される予定の方へ、ポータブルトイ

レ等の消毒、新型コロナウイルス感染症・季

節性インフルエンザ・ノロウイルス感染症

の就業制限期間、手袋・ガウンの外し方、住

居環境の清潔を保持するために感染症状に

注意しましょう、といった 12に及ぶポスタ

ー、さらには、避難所で支援する DICTメン

バー以外の支援者に向けた PPE（個人防護具）

の着脱などの方法を示した動画なども掲載

した。検査として特筆すべき点として、低温

環境下での迅速抗原キットの反応不足によ

る検出率低下への問い合わせに対する、注

意文を作成した。イラスト入りの注意文は

各団体へ周知され、後に、保健医療福祉調整

本部検査部門で改訂されて継続使用された。 

通信のインフラが生きている場合には、こ

のようなネットを介した啓発や発信は有効

と思われる。いずれの資材も、現場からの要

求に基づいて迅速に作成され、石川県、厚生

労働省のクレジットも追加するなど、被災

者からの信頼度が増す工夫もなされた。 

1 月の早い段階より、DICT メンバーで共有、

調整の上、日本環境感染学会 DICT（災害時

感染制御支援チーム）能登半島地震に伴う

避難所における感染対策マニュアル 

Ver.1.2として作成し、学会ホームページに

掲載し、広く利用してもらうように務めた。 

（ http://www.kankyokansen.org/modules/

news/index.php?content_id=537～） 

 

２）1.5次、2次避難所での活動 

避難生活が長期化するなか、石川県は高齢

者や妊婦、基礎疾患を有する被災者等のへ

支援や配慮が必要な対象を中心に「2次避難

所」への受け入れを計画した。 

実際には介護が必要な高齢者らの「2次避難」

に遅延が生じ、体育館等の衛生環境が整わ

ない避難所での滞留が見られた。特に高齢

者が多い奥能登地区では、何らかの介助を

要する避難者の割合が半数を超える避難場

所の存在が支援者間情報として伝えられた。

これらの背景により生じる、後方移送人数

のさらなる増加に伴い、2次避難所の確保ま

での繋ぎ施設として「1.5次避難所」が開設

されることとなった。 

当該「1.5次避難所」は、最初に金沢市内の

①「いしかわ総合スポーツセンター」メイン

アリーナ（1月 8日）、続いて②「石川県産

業展示館 2 号館」（1 月 13 日）に開設され

た。その後、小松市の③「小松総合体育館」

（1 月 18日）が開設されたが、③は移動距

離的な事由により DICT の関与が限定され

た。DICTは、1/11の医療福祉調整本部にお

ける全体会議での要請を受け、金沢市内に

ある、上述①および②の 1.5 次避難所に可

能な限り頻回に訪問し、感染管理支援活動

を行うものとした。①および②にはそれぞ

れ 100-200 台の個人（家族）用防災用テン

トが設置され、最大 100-200 名の被災者が

入所した。被災者 1 人あたりのスペースは
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確保されたが、短期入所を基本としていた

ため、1日最大 20〜40 人程度避難者の出入

りがあり、避難者とともに施設外からの病

原体流入や接触・拡散が推定され、2次避難

所との比較において相対的に高い集団感染

リスクの制御が目標となった。一方、介護必

要度（評価指標未確認）が高い避難者多数な

どの理由から 2 次避難所への移動が困難で、

長期滞在する避難者が統計量未確認ながら

相当数存在した。長期滞在に伴い、感染症流

行の相対リスクがさらに高まるものと推定

された。なお、自衛隊により孤立集落などか

ら航空自衛隊小松基地に搬送された避難者

196人は 1.5次避難所を経ず、8日までに南

加賀の 2 次避難施設（旅館等）に収容され

たとされ、③への支援要請は限定的であっ

た。主支援対象とされた①および②への派

遣 DICT ユニットは当日の支援参加人数で

柔軟に調整し、日本環境感染学会借り上げ

のレンタカーを用いて現地に向かった。 

石川県は「1.5次避難所」設置の主目的とし

て、「災害関連死の防止」を挙げ高齢者や障

害がある被災者、就学前の小児とその家族

を優先収容する方針で、2次避難施設への移

動は収容翌日にも開始予定とのことだった

が、避難先の調整遅れ等の事由で順延され、

現地では当初予測よりも滞在日数が長くな

る傾向にあることを確認した。さらに、感染

対策関連の相談対応と目視・聴取による評

価を行ない、継続的問題点については、DICT

内のグループ SNS（LINE®️）および民間のク

ラウドストレージ（Google Drive™）を用い

て共有した。①および②施設での主たる活

動内容は、 

a) 施設内被災者滞在場所の配置や感染リ

スクの抽出 

b) 感染対策関連支援物資の配送保管状況 

c) 対応中の災害支援チームや滞在者から

の疑問や相談に応える 

以上の三項目であった。当初、DICTの判断

による巡視は計画されていなかったが、

DICT として支援資材を提供したことから、

配送状態や運用状態の適正化が二次的活動

目的となった。 1.5次避難所では、保健師

の定期巡回を基本に日中は医師、夜間は災

害支援看護師が常駐し、基本的な感染対策

は施されていたが、混成集団であることな

どからルールには揺らぎが見られた。災害

時健康危機管理支援チーム（ Disaster 

Health Emergency Assistance Team; DHEAT）

の要請に基づき、DICTは介護士をはじめと

したスタッフに対し、避難所における感染

対策に必要な項目についての確認・助言を

行った。具体例として、 

a) 入所時のトリアージ方法 

b) 避難所内におけるゾーニング及びトイ

レや出入り口などへの動線計画 

c) COVID-19 やノロウイルス感染症など感

染者のコホーディング方針 

d) 手指消毒剤の設置場所・方法や食堂/食

事管理 

e) 土足への対応 

f) 高頻度接触面の環境整備 

g) PPE 着脱方法 

h) 避難所内やテント内の換気方法などで

あった 

また、1.0%次亜塩素酸ナトリウム液や、医療

用次亜塩素酸入り泡洗浄剤、感染対策啓発

用ポスターの提供、感染制御において基本

となる衛生用品や情報提示手段の提供を行

った。情報提示手段であるポスター等の作

成については、メールや SNS を介して派遣
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チームによりニーズを把握するとともに、

主として後方支援チームに依頼して作成し

たのち、派遣チームが現地行政のオーソラ

イズを得るなどの作業を行ったうえで迅速

に提供した。 令和 6年能登半島地震の発生

時、被災地は COVID-19 に加えインフルエン

ザやノロウイルス感染症が未だ流行期にあ

り、1次・1.5次避難所に限らず、各地のホ

テルや旅館などの宿泊施設に設置された 2

次避難所や被災により孤立した特別養護老

人ホームなどの介護施設においても、これ

ら感染症の発生が報告された（公式な統計

量未確認）。DICTは、各施設や DHEAT等から

の要請を受ける形で、2次避難所や介護施設

に対して、電話やチーム員の直接訪問によ

る感染管理支援活動を実施した。特に、被災

地の学生・生徒を受け入れた施設において

は、担当教育委員会と保健担当者（保健所職

員、DHEAT等）の間で対処方針（対策ルール）

に関する調整を要する事例が見られた。 

 

感染制御面からみた 1.5次避難所施設概要 

施設①の総面積は約 17,700㎡で約 3,500台

収容の駐車場スペースが確保されている。

規模や目的が異なる３つのスポーツ目的施

設と付属施設として会議室があった。なお、

当時トレーニングルーム、プールについて

は通常通りの利用を可能としており、被災

者と一般市民との交差がありうる運営状況

であった。 

「1.5次避難所」として設定されたのはメイ

ンアリーナ、サブアリーナ、マルチパーパス

および会議室で、総床面積は 28,000㎡だが、

避難施設として供与された部分は主に体育

館で 1641 ㎡である。天井高は 10 数 m 以上

で、換気設備としては吸収式冷暖房が設置

されているが、体育館全体を対象とする装

置であり、個別の換気や冷暖房は原則とし

て困難。収容人員に対して換気容量は十分

と考えられ、空気感染経路に関するリスク

は相対的に低いものの、局所的な換気は調

節不能であり飛沫感染経路については遮蔽

物やマスクの必要性があると評価した。 

奥能登 2 市 2 町の被災者の受け入れは 1 月

9日午後に開始された。石川県は、居宅の復

旧や仮設住宅の準備が整うまでの間、「2次

避難所」として被災地以外の宿泊施設を活

用することとしていたが、降雪および交通

状況の影響から、当初見送られ、広域避難者

11人を乗せたバスが①に到着して運用が開

始された。この時点では DICTに事前検討の

依頼なく、感染対策に関する相談もなかっ

た。「1.5次避難所」計画を把握した時点で

積極的な関与を提案すべきであった可能性

がある。  

 

＜訪問日報例の例示＞ 

被災地外への一時的な避難施設（1.5次避難

所） 訪問記録例 

1.5 次避難所 DICT フィールド活動報告

（2024 年 1月 12日）  

＜基本情報＞  

■派遣メンバー：高橋幹夫（岩手医科大学）、

白野倫徳（大阪市総合医療センター）  

■派遣先：いしかわ総合スポーツセンター  

■同行者：DHEAT高山医師（沖縄県）、折坂

保健師（石川県） 

 訪問支援時系列 

• 2024 年 1月 12日(金)10:00-12:30 

• DICT 高橋幹夫、白野倫徳、DHEAT 高山医

師(沖縄県)、折坂保健師(石川県)が同行 

• 10:00:石川県スポーツセンター着  

43



• 10:10 :現場責任医師:早川貴裕医師、半

田保健師(栃木県)と面会  

• 10:20 頃~11:30頃:現場ラウンド(半田保

健師によるご案内)  

• 11:30頃~11:40頃:早川医師ほか医療チー

ムにフィードバック  

• 11:40 頃~12:30頃:補足ラウンド、質疑応

答など   

 

＜運用概要＞  

滞留により長期化する 1次避難所から、2次

避難所に避難者の移動がスムーズに行われ

るよう、中間施設として設けられた避難施

設。入所後、JTB等の旅行代理店が宿泊施設

を斡旋し、マッチング出来次第退所。基本は

一泊二日であるが、長期滞在になる避難者

が発生している。 メインアリーナに 2名用

テントが 231張設置、一日あたり約 40名が

入所し同数が退所する。支援保育士が運営

しているキッズコーナーが有り、10名程度

が利用している。入所者の増加によりサブ

アリーナも使用する予定がある。  

 

 ＜活動内容＞  

■10:00 現着し、10:10 から栃木県派遣の半

田保健師とラウンド。  

■避難者：下足をビニール袋に入れて、ディ

スポサンダルで入所。入所時に非接触型体

温計で検温、コロナ、インフル、ノロウイル

スの罹患歴の聞取り。自己申告の有症状者・

健康相談者は保健師が対応。罹患中の避難

者はアリーナ奥のテントに集約し行動制限

している。  

■アルコール製剤：受付、食品配布テーブ

ル、ゴミステーションでは空段ボール上、ア

リーナ数か所の椅子上に設置。 

■食事：金沢市内から弁当、おにぎり、パン

等を配給、飲料水はペットボトルであり、施

設内での調理は無い。ゴミは分別ゴミステ

ーションが数か所設置。 

■トイレ：1階メインアリーナ外のトイレ 1

ヵ所であり、広いアリーナであり動線が長

い。更にはトイレ専用のスリッパがなく、子

供たちは素足で、成人は靴下のままトイレ

内に移動している。上下水道は使用可能で

あり、洗面所が使用可能。シャワーも使用可

能。  

■換気：アリーナ天井と 2 階観戦エリアに

吐出口あり、1階壁と床に吸気口、換気回数

は 1回/10分。天井が高く体積が大きく、ヒ

ト密度は低い。  

■隔離スペース：選手控室でテントが４張

設置できる、ポータブルトイレを使用予定。  

■現場医療班の栃木県派遣の早川医師他ス

タッフへのフィードバック。  

■介護必要者ブース：メインアリーナとは

別に介護、医療行為が可能なブースがあり、

DHEAT2班以上が常駐、支援介護士多数常駐。

段ボールで間仕切りしてベッドを配置し 42

床で運用し、利用介護者は 10名程度。   

 

＜提案事項＞  

■ アルコール製剤の使用が少ないとのこ

とから、椅子や空段ボール上ではなく、三段

カラーボックスの上に置き、アルコール製

剤の重要性を高める雰囲気と便利性を向上

させる。カラーボックス下段にはノロセッ

トを置いて周知する。1ヵ所のトイレに行き

来する防災ドア 1 ヵ所は皆が開閉するので

接触感染リスクが高く、そのドア付近にア

ルコール製剤を設置する。逆に、トイレ洗面

所に設置してあるアルコール製剤は不要で
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あり、撤去する。  

■ トイレ専用のスリッパを用紙し、不潔ゾ

ーンであるこの理解とゾーニングを実施す

る。  

■ 高山医師から下痢症状専用トイレを 2

階隅にある観客用トイレにする案が提案さ

れたが、動線が長くなるため、継続検討事項

となった。  

■ 床の吸気口を塞いでいる机や椅子、段ボ

ール等を移動依頼した。 

 

＜総括＞ 

可及的運用で詳細は未定であった。短期入

所が基本でスペースが広いことからヒト密

度が低く、アウトブレイクのリスクは低い

と評価。しかし、避難者とともに病原体が集

まり、接触拡散するリスクがあることから、

アルコール製剤の使用頻度を増やす工夫な

どが必要である。 避難所設置状況が流動的

であり、改善状況の確認を含め今後も定期

ラウンドが必要と考えられた。 

 

＜まとめ＞  

感染症が疑われる事象は介護度の高い集団

において観察された 

症状から推定された頻発感染症は消化器感

染症であり、感染経路は接触感染が 

最も疑われた。 

呼吸器感染症対策として設定された個室型

テントは一定の効果を示したものの、    

トイレ等への動線が長く、排泄に伴う接触

感染予防策の検討が必要である  

介護度の高い集団の管理を行う担当者はあ

らかじめ接触感染経路に関する管理に精通

しているか、感染制御面の開設早期からの

助言を要するものと考えられる 

集団感染発生時の対処計画は十分とはいえ

なかった 

 

３）実際の訪問避難所数、相談件数の詳細、

エリア、内容 

DICT が活動した 2024 年 1 月 3 日から 2 月

19日にかけて 160件の避難所訪問を行った。

アクティブメンバーが参加した 1月 10日以

降訪問件数が増加したが、天候不良等によ

り訪問できない日もあった(図 1)。 

 

図 1. 日別避難所等訪問件数 (2024年 1月

3日~2月 19日) 

 

 

市町別でみると、最も多いのは志賀町(52

件)で、以下輪島市（46件）、金沢市(31件)

と続いた（図 2, 3）。志賀町の訪問は 1 月

12 日から 17 日の早期が多く、1 月 19 日以

降は輪島市が増加した道路事情等により、

志賀町は比較的アクセスしやすく早期から

訪問が可能であったこと、また町保健師を

中心とした活動が実施されており情報共有

方法が早期に確立し訪問依頼に迅速に対応

でき、また後半は遠隔対応でも可能となっ

た。一方で拠点であった金沢市から輪島市

までの移動時間が長時間となり輪島市内で

の活動時間が早期は確保が困難であったこ

と、一方道路事情の改善と輪島市（とくに門

前地区）との情報共有が円滑となり、1月 19

日以降輪島市の訪問件数が増加したと考え

られる。また金沢市では 1.5 次避難所の設
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置と DHEAT からの相談対応により、1 月 18

日以降訪問が行われた。支援チームからの

相談による COVID-19 アウトブレイク対応

のための訪問が 3 件あり、うち 1 件は国立

感染症研究所実地疫学センターとの、別 1

件は JMATとの共同訪問を行った。感染管理

の支援にあわせて、疫学調査や医療支援を

行うことは大きな意義があると考えられる。 

 

図 2. 市町別避難所訪問件数 

 

 

図 3. 市町・訪問日別避難所訪問件数 

 

 

相談件数はのべ 102件であった（図 4）。訪

問件数も避難所訪問件数同様アクティブメ

ンバーが参加した 1月 10日以降、また訪問

時に連絡先等記載したカード(図 5)の配布

を開始した１月 23日以降増加した。相談内

容としては 

a) 感染症発症例の確認等に基づく避難所

訪問必要性も含めた状況の共有 

b) 避難所の感染症発症例対応等の対策実

施方法 

c) 感染対策物資の使用方法や提供の依頼、 

等が挙げられる。 

 

図 4. 日別相談件数 

 

 

図 5. 避難所配布カード 

 

 

４）情報収集と処理 

道路損壊や、天候の影響で避難所へのアク

セスが困難であり、情報が限定的であるこ

とから、各避難所で起こっている状況把握、

新型コロナウイルス感染症、インフルエン

ザ、あるいはノロウイルス感染症患者の罹
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患者数などの情報をできるだけ取得するた

めに、避難所情報のデータベースとして、今

回、初めて稼働した災害時保健医療福祉活

動情報支援システム（Disaster/Digital 

information system for Health and well-

being; D24H）、さらには、救護班が用いる

診療記録のデータベースである災害時診療

概況報告システム (Japan-Surveillance 

in Post Extreme Emergencies and 

Disasters; J-SPEED）などの情報をもとに、

DICT後方支援チームメンバーは、国立感染

症研究所、実地疫学研究センター Center 

for Field Epidemic Intelligence, 

Research and Professional Development; 

CFEIR)、実地疫学専門家養成コース(Field 

Epidemiology Training Program Japan; 

FETP-J)のメンバーとも協働して、避難所、

感染状況の情報収集につとめた。 

後方支援チームの田代将人は、Googleマッ

プのマイマップ機能を用いて、DICT活動を

サポートする避難所マップの作成と運用を

試みた。2024 年 1 月 1 日に発災後、1 月 3

日より DICT が現地入りするタイミングで

避難所マップの作成を開始した。当初は石

川県防災ポータルの避難所情報を参照して、

指定避難所の情報入力を行った。その後、1

月 5日より D24Hの現地情報に入力情報を切

り替えた。D24Hで毎日報告される避難所情

報（避難者数、衛生状態、感染症患者数、等）

をマップの各避難所のコメント欄に転記し

た（図 6）。情報は発災後 1ヶ月間、毎日更

新した。D24H情報に加え、DICTの訪問記録

も各避難所のコメント欄に転記した。一部

の避難所ではテキスト情報がコメント欄の

キャパシティを超えたため、別に Google 

Drive™に保存されているレポートや写真フ

ォルダのリンク URL を掲載した。避難所マ

ップ上のマーカーは、感染症発生歴、DICT

訪問歴、および避難者数で色をグループ分

けした。1 月 5 日より 2 月 2 日の間、毎日

平均 80.9か所の避難所情報を更新し、避難

所マップへの累積登録地点は 465 地点とな

った。避難所マップは 2月 18日時点で累計

12296 回表示、1 日平均 267 回表示された。

現地の支援チームだけでなく、被災区域外

の支援チームにも避難所マップが役に立っ

たとの意見があった。 

 一部関係者から、セキュリティの関係で

Google Drive™にアクセスできないとの意

見があり、DICTの避難所訪問リスト、FETP

の避難所感染症レポートおよび J-SPEED 統

合集計報告書を Microsoft OneDriveを用い

て、また関係者が参加した LINE グループで、

DICT活動日報を共有した。 

 

図 6. 避難所マップ（感染症関連）令和 6年

能登半島地震の例 

 

 

５）物資手配と配給 

感染制御の活動には、消毒薬、個人防護具

（PPE：Personal Protective Equipment）

等は必須で、感染制御を専門とする者
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にとって「武器」ともいわれる。DICT

は 2012 発足当初より、「感染制御関連物資

の支援」体制を整えていた。物資の提供は、

一般社団法人日本環境感染学会の賛助企業

から DICT の主旨に賛同し自主的に参加し

た企業からなる。現在 15社（2024年現在）

が参加しており、DICT 企業チームとして後

方支援にあたる。「指定避難所」には備蓄物

品があり、さらには公的な援助物資がプッ

シュ型で提供されるが、プッシュ型である

がため必ずしも適材適所に行き渡るとは限

らない。さらに、しばしば被災地では、効果

不明の感染制御物資が出回ることがある。

このことより DICTは、①避難所のニーズに

応じた物資を迅速に提供する、②適正な感

染制御物資を提供する、の 2点を目的に「物

資支援」を行っている。 

具体的には、支援に入った DICTおよび受援

DICTまたは現地で活動している医療支援者

が避難所をアセスメントし物資の必要性の

可否や具体的に必要な物資を判断し、それ

に応じて DICT 本部が企業チームに提供を

要請していく。さらに、提供された物資の使

用方法を DICT がサポートすることも想定

している。物資支援は約 1 カ月を目途に行

われる。現在まで実施された物資支援は、

2016年の熊本地震、同年の岩手県岩泉町の

台風 10 号被害、2018 年の北海道胆振東部

地震、2020 年 COVID-19 クラスター発生の

ダイアモンドプリンセス号、そして 2024年

能登半島地震の 5回である。 

能登半島地震では、発災 2 日後に現地入り

した際、企業チームの有志社一社が当面必

要と思われる物資を積んで迅速チームに帯

同した。その後は、DICTの物資支援の方針

に従い提供し、支援期間中の提供物資総数

は以下の通りであった（図 7）。 

尚、DICTが提供する物資は他と区別するた

めにオリジナルのステッカー（図 8）を貼付

することとなっている。 

手袋   28箇所 

ガウン   6箇所 

マスク   9箇所 

清拭シート  10箇所 

環境清掃関連物資 69箇所 

手指消毒剤  31箇所 

 

 

 

 

 

 

 

図 7. 石川県庁地下駐車場に保管された衛

生物資 

 

 

 

図 8.衛生物資に貼付されるステッカー 
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６）ロジスティクスとクロノロジー 

2024 年 1 月 3 日に Pre-DICT 活動が開始と

なり、石川県保健医療福祉調整本部内に

DICT本部を設置。それに伴い、CSCAの確立

と DICT 活動サポート体制の確立が必要と

なった。1月 5日より DICTアドミニストレ

ーターが参集し、1月 8日からは DICTアク

ティブメンバーの派遣も開始となり、活動

が本格化するとともに、ロジスティックス

として情報管理と資源管理の体制強化の必

要性が増加してきた。資源管理では、派遣人

員の管理を行うとともに、PPEや消毒薬等の

感染対策資機材管理を行った。派遣人員の

管理は、DICTアドミニストレーターの川村

英樹が担当し、派遣シフト調整が行われる

とともに、活動中のチーム管理はチームか

ら LINE®️への報告を確認することで実施し

た。情報管理においては、1 月 6 日に DMAT

の資格を有する高山和郎が参集し、DICT本

部環境の整備を進め、DICT本部立ち上げか

らの本部経時記録（クロノロジー）が記載さ

れていなかったことから、1 月 8 日よりク

ロノロジーの記載を開始した。また、DICT

内における情報共有をするべく日々のクロ

ノロジーを電子化して活動内容の共有を図

り、DICT 本部撤収となる 2 月 19 日まで継

続した。また、他組織と連携するとともに、

D24H、J-SPEED、避難所感染対策アセスメン

トシートの情報を DICT 活動につなげた。

DICT活動開始から 19日間は DICT アドミニ

ストレーターのみで本部ロジスティックス

を担っていたが、体制強化ならびに質的向

上を図るべく、DICTロジスティックメンバ

ーの組織化を検討し、1月 22日より DICTロ

ジスティックメンバーの派遣を開始し、2月

19 日の本部撤収まで継続した。実際のクロ

ノロジーの一部を示す（図 9）。 

 

図 9. 2024年 1月 8日 9:00-15:26までの

保健医療福祉調整本部におけるクロノロジ

ー 

 

 

７）他団体との連携 

NCGM：  

被災地での活動を実施するに当たっては、

NCGMと協力しての活動を行うため協定書を

締結し、NCGM が受託した事業費を用いて、

被災地での活動に必要となる費用を拠出い

ただいた。また、協定に基づき、NCGMから

10人の現地への医療従事者の派遣が行われ、

協力して現地での活動を実施した。更に、

NCGM内に事業運営事務局として設置された

国際感染症危機管理対応推進センター（GIC）

が主催するオンラインでの定期ミーティン

グに参加することで、活動に関連する国立

感染症研究所及び厚生労働省健康・生活衛
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生局感染症対策部感染症対策課等の政府関

係機関とも情報共有等を行いながら、現地

及び遠隔にて協力体制を円滑に構築するこ

とで、支援活動を円滑かつ効率的に行うこ

とが可能となった。 

 

JMAT：  

2023 年 10 月に、日本医師会と日本環境感

染学会は JMAT と DICT とで必要な情報の共

有および相互支援を行う協定を締結してい

る。1月 9日以降 JMAT と調整本部で情報共

有を開始し、JMAT の依頼に基づき 14 件の

避難所訪問を実施した。一方、2月 19日以

降の地元感染制御担当者による支援は当初

JMATでの活動を想定したが、チーム内に医

師がいないため JMAT としての活動は実施

困難であった。 

 

DHEAT：  

被災都道府県等の保健医療福祉調整本部及

び保健所が行う指揮調整機能等を人的支援

するために、DHEAT が 1 月 4 日から 3 月 20

日まで 32自治体から派遣された。一部は県

庁の保健医療福祉調整本部において統括

DHEATの下で本庁を、一部は能登北部保健所

や中部保健所を支援し、また今回は管内の

各市町および 1.5 次避難所にも派遣された。

DHEAT 以外に各市町の避難所などに外部か

ら保健師チームが派遣された。 

各チームより構成される DHEAT 連絡会は、

1 月 7日以降に、初期には連日開催され、進

捗や課題について共有が行われた。DHEATや

保健師チームなどが D24h(災害時保健医療

福祉活動システム)に入力した避難所や感

染症に関する情報は、DICTや国の機関に分

析、活用された。また、DHEAT連絡会におい

ては、DICTなどの支援チームも参加し、感

染症に関する分析結果、啓発指導事項や地

域の状況などが共有された。また、課題が共

有された避難所や施設の事例について、

DICTの現地訪問や情報共有も行われた。 

DICTと DHEATの連携についてはまだ部分的

に過ぎず、連携推進の必要な事項や改善す

べき点があると考えられる。DHEATは次回か

ら先遣隊が設置・派遣される予定である。今

回の経験を評価して、今後被災地の感染制

御に関してさらなる連携が行われることが

期待される。 

 

日本赤十字社：  

日本赤十字社（日赤）は発災時には医療活動

を中心とする職員派遣、ボランティア活動、

救援物資の配布などの支援活動を行ってい

る。今回の震災においても医療活動（救護

班、あるいは DMAT）に 342チーム、支援調

整活動（災害医療コーディネートチーム）に

119 チーム、被災医療機関支援に 128 人を

派遣し、ボランティア活動に延べ 1,709 名

が参加、救援物資として毛布や緊急セット

の配布を行った。日赤は他の医療支援団体

と比較して避難所での活動を担うことが多

い。今回の災害でも多くの日赤救護班が各

避難所での環境改善、巡回診療を行い、珠洲

や輪島においては日赤の災害医療コーディ

ネートチームが保健医療福祉調整本部での

避難所支援調整を担当した。 

DICTと日赤の連携に関して特別な協定はな

いが、現場では協力して活動する機会は少

なくなかった。石川県庁内の保健医療福祉

調整本部においては、同フロア内に日赤と

DICTの拠点があったこともあり、感染症発

生状況などの情報共有を通じて協力して対
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策に当たった。連携の一例としては、2月 7

日に日赤拠点から DICT 拠点に七尾市の避

難所での COVID-19増加、対策についての相

談があり、翌 2月 8日に DICTが問題とされ

た避難所を訪問、対策指導を行った事例な

どがある。 

輪島は DICT 活動の中心地のひとつであっ

たが、DICT が最初に避難所訪問を行った 1

月 6日には日赤医師が同行しており、以降、

避難所の環境調整を管轄する日赤と DICT

は情報交換を行いながら避難所の感染対策

にあたった。 

珠洲はアクセスの問題で DICT の訪問が困

難であったが、避難所担当の日赤コーディ

ネートチームから同地域で使用する「避難

所における COVID-19 感染対策マニュアル」

作成について協力依頼があり、アドバイス

を行っている。 

その他の地域についても保健医療福祉調整

本部や DHEATが調整して日赤救護班と DICT

が一緒に避難所を訪問することや、現場で

遭遇する機会などもあり、必要に応じて感

染対策などに関する協力を行った。 

 

なお、他の災害支援チームに対する DICTの

目的・方針・活動内容を共有するため、関係

者間で共有のうえ下記体制図を作成・共有

し、他団体との連携を図った。 

 

図 10. 能登半島地震における感染症対策支

援体制 

 

 

３．石川 DICTSへの引き継ぎ 

当初、1ヶ月間、2月 9日までの活動を想定

していた。1 月の下旬より、DICT から、地

元の ICT(受援 DICT)に引き継ぎを行い、

DICT は後方支援にまわる計画をたてた。

DICTの活動概要にも、復興の長期化に伴い、

地元の復興のスピード、支援 DICTの活動状

況を鑑みて、支援活動を受援 DICTに引き継

いでいくことも定められている。2016年の

熊本地震の際にも、支援 DICTとして長崎大

学 ICT が中心となって活動したが、約 2 週

間の経過で活動内容も安定し、ニーズも減

ってきたことから、当時の熊本大学の川口

辰哉教授を中心とした熊本県感染制御ネッ

トワーク(受援 DICT)に引き継ぎをおこなっ

た経験に基づき、実行に移された。 

実際に、2/9以降、各避難所や、関係団体か

ら支援依頼は減ってきていたこともあり、

石川県保健福祉部健康推進課の木村課長、

ならびに、石川県の感染対策ネットワーク

のリーダーである金沢医科大学の飯沼由嗣

教授と相談を開始し、最終的に 2月 19日を

目処に移行する方針として活動した。石川

県の感染対策チームは、飯沼教授のご発案

で、石川県災害関連避難所等感染対策支援

チーム（石川 DICTS）と名付けられ、飯沼教

授と金沢医科大学病院の野田陽子 ICN が中

心となって、現在も活動をおこなっている。 
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(補足) 

2024年 6月 26日に、内閣府（防災担当）令

和６年能登半島地震を踏まえた災害対応検

討ワーキンググループより発出された、令

和６年能登半島地震における災害の特徴資

料の中において、令和６年能登半島地震に

おける自治体支援の状況において、主な支

援団体等に DICT（日本環境感染学会災害時

感染制御支援チーム）が記載されていた

（ https://www.bousai.go.jp/jishin/noto

/taisaku_wg_02/pdf/siryo2.pdf）。さらに

は、この災害をうけて、同じく内閣府の「経

済財政運営と改革の基本方針 2024 （骨太

方針 2024)」の「８．防災・減災及び国土強

靱化の推進」の中で、DICTの記載がされて

い た

https://www5.cao.go.jp/keizaishimon/ka

igi/cabinet/honebuto/2024/2024_basicpo

licies_ja.pdf）。 

 

 

Ⅱ. DICT 活動の効果の検証 

令和 6年（2024年）１月１日に発生した令

和６年能登半島地震ののち、多数の住民が

市町村の指定する避難所および自主避難所

での生活を余儀なくされた。一般的に避難

所の生活環境は必ずしも感染予防の点で十

分整備されているとはいえず、例えば東日

本大震災の際には、過密な生活環境による

呼吸器感染症、感染性胃腸炎のアウトブレ

イクが発生した。今回の地震発災後も、長期

にわたる断水により、手指衛生やトイレの

環境整備が十分にできない状況が続いたた

め、感染性胃腸炎の発生とそのアウトブレ

イクも危惧された。これら避難所等におけ

る感染症発生動向の把握のため、厚生労働

省（厚労省）は国立感染症研究所（感染研）

へ専門家派遣を依頼した。また石川県から

は国立感染症研究所に対し、技術的支援に

係る依頼があった。これらを受け、FETP及

び CFEIR（FETP/CFEIR）は技術的支援を開始

した。具体的には１月 14日より、石川県庁

で現地での情報の収集や確認、調整をする

チームと、在京オフィスでデータ解析を行

うチームに分かれて活動した。 

感染症発生動向の把握のために臨時的に用

いた情報は、厚労省の調整のもと、次のよう

なものが提供された：DMAT拠点病院受診者

情報((管理者(以下同じ)：DMAT 事務局))、

J-SPEED（広島大学）、D24H（芝浦工業大学）、

感染管理アセスメントシート（DHEAT）。本稿

では、J-SPEEDおよび D24Hのデータに基づ

き、FETP/CFEIRでモニタリングしていた感

染症の発生状況と DICT の避難所訪問の状

況を比較しその効果を検討することを試み

た。なお、J-SPEEDおよび D24Hそのものは、

サーベイランスシステムの一環として系統

的にデザインされ実施されるのではなく、

一義的にはそれぞれ、保健医療福祉分野の

情報共有と支援活動の効率化を目的とした、

診療録や避難所の状況評価のための情報シ

ステムである。そのため、支援者の訪問場

所、評価のタイミングにより、例えば、ある

日開設された避難所から多くの情報が集ま

るようになる、またはその逆などの情報の

「揺れ」があることに留意する必要がある。 

 

１．避難所訪問の状況（DICT川村英樹提供） 

  訪問場所と訪問日が明記されている 7

市町、計 156回について、市町毎に図 11に

示した。これらのうち、訪問数が多い志賀町
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（n=56）、輪島市（n=46）、金沢市（n=33）に

ついて、感染症の発生状況との推移を次項

で比較する。 

 

図 11. 避難所訪問の状況 

 

２．感染症発生状況と避難所訪問の推移 

 J-SPEEDと D24Hのデータより志賀町、輪

島市、金沢市における感染症の症状、症候群

の項目を抽出し、それぞれ診療日と評価日

にもとづいた報告数の推移と、DICT訪問数

の推移を表した。避難所毎のデータではそ

れぞれのサンプル数が少なくなり傾向を観

察するには適しなかったことから、市町毎

の集計の結果を用いている。また、避難所か

ら拠点病院へ受診した有症状者があったと

推測されるが、患者がどの避難所から受診

したのか把握できないため、今回の病院受

診者を考慮していない。これらのデータの

制限により避難所毎の DICT 介入による感

染症予防の効果を図ることはできていない。

さらに、入手可能な、集団レベルのデータの

推移を比較する ecological studyであり患

者数と訪問数の相関関係を直接示すもので

はないため結果の解釈にも注意が必要であ

る。 

 

志賀町における DICT 訪問数と感染症症例

数の推移（図 12） 

 志賀町は 2024年 1月 1日発生の地震にお

いて石川県内で最大震度 7 を記録した地域

で住家被害は約 3300棟におよんだ。1月 18

日の時点で、計 40 か所の避難所に 1067 人

が 避 難 し て い た

（ https://www.pref.ishikawa.lg.jp/saig

ai/documents/higaihou_54_0118_1400.pdf

）。 

DICTによる避難所への訪問は 1月 5日には

開始された。1 月 8 日‐31 日の J-SPEED お

よび D24H での患者数は、1 月 9 日、14 日、

18 日にピークが観察できるが、呼吸器感染

や感染性胃腸炎の 2 次感染、3 次感染が継

続したような推移を示さなかった。 

 

図 12．志賀町における DICT 訪問数と感染

症症例数の推移 

 

 

輪島市における DICT 訪問数と感染症症例

数の推移（図 13） 

輪島市では志賀町と同様、発災時に震度 7

を記録した。地震後の火災の影響もあり、住

家の全壊被害数、非住家被害数、地震のよる

死 亡 者 数 は 県 下 で 最 も 多 か っ た

（ https://www.nilim.go.jp/lab/ibg/cont

ents/SAIGAI/files/R6NOTO_jutakuData_24

1011NILIM.pdf）。1月 31日の時点で、計 87

か所の避難所に 2833人が避難しており、輪

島市内全域の約１万戸で断水が続いている

状 況 で あ っ た
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（ https://www.pref.ishikawa.lg.jp/saig

ai/documents/higaihou_75_0131_1400.pdf

）。さらに輪島市への幹線道路は被害が大き

く、主要な幹線道路が９割復旧（緊急復旧）

するのに発災後２週間を要した。加えて 1

月 7 日‐8 日前後は、降雪の影響で車両に

よる移動ができない日もあったと思われる。

このような状況のなか、1 月 13 日まで J-

SPEED、D24Hにおいて、ともに感染症の患者

の増加傾向を認めた。消化器感染症・食中毒

やインフルエンザの継続的な発生が懸念さ

れたが、1 月 10 日の DICT 訪問後、13 日を

ピークに減少傾向に転じた。また、1 月 19

日以降は DICT の訪問が継続的に行われて

おり、1月中旬までに観察されたような患者

数の増加傾向は認めることなく経過した。 

 

図 13．輪島市における DICT 訪問数と感染

症症例数の推移 

 

 

金沢市における DICT 訪問数と感染症症例

数の推移（図 14） 

金沢市での発災時の震度は５強を記録した。

しかし、人的被害は軽傷 9名、1月 10日に

は市内の水道被災の応急復旧が完了するな

ど、被害は大きくなかった。避難所と避難者

については、1 月 23 日の時点で、1 次避難

所 3か所に計 27人、市外の住民が利用する

広域避難所 7 か所、計 470 人が避難してい

た。さらに、1.5次避難所であるスポーツセ

ンターに 189 人、産業展示館 100 人が避難

していた。これら 1.5 次避難所には要介護

の高齢者やその家族などが利用しており、

パーティションによる「個室化」や感染管理

に配慮した簡易トイレの設置や環境整備が

なされていた。さらに一定期間、医師や看護

師、作業療法士が常駐していた。このような

インフラの被害の少なさ、避難所の運営方

法、DICTの頻回な訪問、の要素が、複合的

に避難所における感染症のアウトブレイク

の予防に寄与した可能性が考えられた。 

 

 

図 14．金沢市における DICT 訪問数と感染

症症例数の推移 

 

 

３．まとめ 

FETP/CFEIR は、今回用いた 2種類の情報源

だけでなく、感染症法にもとづく発生動向

調査、拠点病院受診者情報、メディア情報や

支援関係者からの情報による event-based 

surveillanceを用いて、発災後の地域や避

難所における感染症の発生状況を 3月 22日

まで継続してモニタリングした（2月 19日

以降の引継ぎ期間を含む）。この期間中、一

時的な感染症の増加傾向を認めた地域や避

難所を認めたが、東日本大震災の避難所で

経験されたような、感染伝播が継続して数
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十名～数百名規模のアウトブレイクに至る

ような事例は発生しなかった。今回の解析

では検証デザインの限界から、DICTの活動

の有効性を直接検証はできなかった。しか

し、避難所の運営側からの「避難所訪問時

に、その環境に適した感染予防策のアドバ

イスや実践をみることが有用で安心にもつ

ながった」という感想からも、感染拡大予防

に有効だったことは間違いないと思われる。 

 

Ⅲ. DICT 活動の課題と今後（課題解決方法

も含めて） 

IとⅡにより得られた情報から、今後の活動

における課題を抽出し、組織体制、活動内

容、人材育成など、今後の活動の方策を明確

にする。 

示された課題について、その課題を、①避難

所等支援、②情報収集・分析、③研修・人材

登録、④広報・啓発、⑤その他、に分別し、

整理を行い、今後の解決につなげる。また、

今回、活動に赴いた DICTメンバーに対する

アンケート結果、さらには、特徴的であった

1.5次、2次避難所における課題や提案も併

せてしめす。 

 

１．pre-DICT活動 

課題： 

✓ Pre-DICT 活動を開始するための基準

(トリガー)があるとよい ① 

✓ 避難所への訪問するための移動手段が

なく事前に手配ができるようにする 

⑤ 

✓ 本部に到着する前、到着後に行う to do 

listがあるとよい ① 

✓ 本部ですぐに必要な機材、物資のセッ

ト搬入を事前に決定しておく① 

✓ 受援 ICT の選定、キーパーソンとの連

携をどのようにするか決めておく① 

 

２．支援活動の実際 

１）初期の避難所での活動 

避難所訪問 

課題： 

✓ 避難所へ移動するための移動手段がな

い ⑤ 

✓ 必要物資をどのように把握して入手し、

搬送するか ① 

✓ 広域の避難所への情報伝達はどうする

か ④ 

✓ キーパーソンとの連携をどのようにす

るか決めておく① 

 

２）1.5次・2次避難所での活動 

課題： 

✓ 1.5 次避難所に求められる仕様や、1

次・1.5次・2次避難所間の移送方針に

ついてまとめる① 

✓ 1.5次・2次避難所における感染制御策

の基礎部分の共通化・ルール化を行う

① 

✓ 1.5次・2次避難所における集団感染発

生時の対処計画をまとめる① 

✓ 避難所において、介護度の高い集団を

管理する際の感染管理・制御法につい

てまとめる① 

 

 

３）情報収集と処理 

課題： 

✓ Google Drive™にアクセスできない関

係者が存在し、OneDriveなど複数のツ

ールを併用せざるを得ず、情報が分散
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した② 

✓ 各プラットフォームへの重複登録や更

新の手間が増大し、更新漏れや情報の

齟齬が生じるリスクが高まった② 

✓ Googleマイマップは、避難所情報の入

力・更新がすべて手作業のため大量の

マンパワーを要した② 

✓ D24H、J-SPEEDなど複数のデータベース

情報を Google マイマップに転記する

作業が煩雑で、リアルタイム性や正確

性を維持する負担が大きかった② 

✓ 情報収集・集約の継続には多くの人員

が必要で、日次更新や追加情報の管理

などで負荷が集中した② 

✓ 複数の情報源から得られるデータを統

合する際に、重複や誤報、タイムスタン

プの不一致などのリスクを管理する仕

組みが十分ではなかった② 

✓ 権限設定や共有範囲の検討が災害時の

迅速な情報共有を阻害する恐れがあり、

あらかじめ適切なルールや手順を整備

する必要がある② 

 

４）物資手配と配給 

課題： 

✓ PreDICT 出動時に装備として携帯する

物資について確定していない① 

✓ 被災地で供給された支援物資の倉庫

（置き場所）の確保① 

✓ 被災地での物資輸送手段について① 

✓ 撤収時に余った物資の整理方法① 

✓ 希釈するなどが必要のない消毒薬や消

毒製剤の確保① 

 

５）ロジスティクス 

課題： 

✓ 本部立ち上げと運営に必要なロジステ

ィックス機能が脆弱であった。⑤ 

✓ 本部の CSCA の確立が十分ではなかっ

た。⑤ 

✓ 本部における定期的な現状分析と課題

の整理が十分ではなかった。⑤ 

✓ 本部運営の人員（ロジスティックス要

員）が十分ではなかった。資源管理と情

報管理を担う人的資源が必要。③ 

✓ 本部における活動中の隊員活動状況の

把握と情報共有には SNS 等を活用して

いたが、DMAT、DPAT、災害支援ナースが

用いている EMIS を活用することも視

野に、DICTで活用できる情報システム

の構築が望まれる。③ 

✓ 安全管理の基準がなかった。⑤ 

✓ クロノロジーの共有は DICT 内だけに

留まり、他組織への共有はできなかっ

た。⑤ 

✓ 活動中だけでなく、活動後におけるメ

ンタルヘルスケアの体制も必要であっ

た。⑤ 

✓ 災害支援活動に関する DICT 内の知識

が十分ではなかった。災害支援活動に

関する初期教育ならびに継続した教育

体制が必要である。③ 

 

６）他団体との連携 

a)NCGM  

課題： 

✓ 必要に応じて、今回と同様の協力体制

を構築することでの活動の実施を検討

したい。 

 

b)JMAT 

課題： 
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✓ DICT と JMAT の円滑な協働を目的とし

た、DICTのロジスティックス機能強化

およびクラウド等情報共有体制の確立

② 

✓ DICTメンバーに対する災害時活動の目

的共有を目的とした「災害医療の基本

原則」「要配慮者の救護の原則」に関す

る off the job及び on the job教育の

充実③ 

✓ JMATメンバーに対する災害時感染対策

の必要性・目的・実際の活動に関する教

育③ 

✓ 亜急性期以降における DICT 活動が円

滑に実施できるための JMAT スキーム

活用策③ 

 

c)DHEAT  

課題： 

✓ D24Hにおける感染に関連する入力事項

の事前標準化と評価のフィードバック

② 

✓ DICTと保健医療福祉調整本部・保健所・

DHEAT との間における支援要請および

相互情報共有や会議参加の手続きの明

確化① 

✓ 災害に関するプラットフォームなどを

活用したウェブ・クラウド等のツール

を通じた DICTと DHEAT・保健師との間

での情報共有⑤ 

✓ DHEAT からの相談に基づく啓発資料作

成・提供体制の仕組みの確立⑤ 

 

d)日本赤十字社 

課題： 

✓ 事前協定がなく、現場で必要に応じて

その都度毎の連携となった。対応の一

貫性、即時性の観点からは連携の在り

方について日赤側と協議しておく方が

よい① 

✓ 日赤から DICT、あるいは DICT から日

赤への連携の窓口が不明確、あるいは

周知不十分であった① 

✓ 感染管理研修、マニュアルの作成など

を通じた平時からの協力関係がない① 

 

３．活動の検証から見えてきた課題 

課題： 

✓ DICT活動とサーベイランス活動を合わ

せた事後の検証（アフターアクション

レビュー）を念頭におき、事前に計画を

たてることを検討する 

 

４．DICTメンバーのアンケート結果 

令和 6 年能登半島地震対応で日本環境感染

学会 災害時感染制御支援チームに、アド

ミニストレーター・アクティブメンバー・ロ

ジスティクスメンバーとして参加した学会

員 84名を対象に、2024年 3月～4月にグー

グルフォームを用いたアンケートを実施し

た。回答者数は 45 名(53.6%)であった。回

答は生成系 AI (Chat GPT 4.0)を用いて、

工夫されていた点・改善点および設問毎に

キーワード抽出および要約を作成、一部ア

ンケートの回答を基に修正した。 

 

工夫をしていた点としては以下が挙げられ

る。 

✓ 情報共有: SNS やクラウドを利用した

情報共有 

✓ 迅速な活動: PreDICT 活動や後方支援

（教育委員会等）の迅速な実施 

✓ 連携: 厚労省や他機関との密接な連携 
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✓ 役割分担: アドミニストレーターと現

地アクティブメンバーの役割分担 

✓ マニュアル整備: 活動マニュアルの整

備と更新 

✓ 継続的な支援: 定期的な活動方針の提

示や統計集計、避難所マップ作成 

✓ 専門性の活用: 感染制御に関する専門

性のある人材による活動 

✓ 現地活動準備: 必要な情報の整理と準

備 

✓ 一方、改善が必要な点としては以下が

挙げられた。 

✓ 活動資金: 資金調達方法や公的資金の

導入、精算:、専任者の必要性 

✓ 情報共有: SNS やクラウドの整理、プ

ライバシー管理・情報セキュリティ確

保 

✓ 連絡体制: 役割ごとの SNSやメーリン

グリストの編成 

✓ 移動手段の確保: 移動中の通信確保、

位置情報管理 

✓ 物品管理: 必要物品の一元管理と配送、

不必要な物資のコントロール 

✓ 支援物資: 篤志に頼らないシステムの

構築、余った物品の返送 

✓ 安全管理：事前教育・ルールの設定 

✓ 現場活動: 守備範囲の明確化、他の仕

組みとの連携 

 

５．他支援チームメンバー(DMAT, JMAT, 

DHEAT, FETP)からの意見に基づく今回の

DICT活動の良かった点と課題 

１）良かった点 

✓ 県庁の保健医療福祉調整本部内に DICT

が拠点を置き活動することによって、

役割分担を図りつつ他チームとの連携

や会議での情報共有、相談しやすい体

制がとられていた 

✓ FETPによるアセスメントなどにより情

報整理がされた 

✓ 避難所や介護施設において、感染対策

を含む支援活動が適切に実施できてい

た 

✓ 現地で課題となった点について、DICT

からの意見やレポートなどにより、円

滑に改善につながることがあった 

 

２）課題 

✓ DICTの組織活動としてはロジスティッ

クスの役割の強化が重要 

✓ セキュリティーポリシーのしっかりし

た情報共有プラットフォームの構築が

必要 

✓ 情報の流れを把握して標準化していく

こと、標準化が難しい点も、研修会など

で平時でも顔のみえる関係を構築し対

応できるとよいのではないか 

✓ 避難所初期対応ができれば感染拡大を

抑えることもできたのかもしれないと

いう感染管理を専門とする DICT の視

点からは、機動力が必要 

✓ 訪問数の多かった輪島市・志賀町等で

の対応はよかったが、より被害の大き

かった珠洲市や穴水町ではでは DICT

の支援があまり受けられなかったと感

じられ、もっと広範囲での支援が必要 

✓ 被災地へのアクセス方法の確保や現地

に常駐するだけのマンパワーが不足し

た 

✓ カウンターパートの存在が大きく、被

災地域で避難所のケアなどに DICT と

共有できるようなキーパーソンがいる
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とよい 

✓ メンバーが数日で変わることは受援側

に負担が大きかったかもしれない。引

継ぎなどについては遠隔でも対応でき

るようなツールの活用などもよいかも

しれない。 

✓ 当初 1.5 次避難所における介護ニーズ

の発生などが想定できず、今後は今回

の災害（高齢化やインフラ復旧に時間

がかかるケース）を教訓とした対応も

求められる 

✓ マニュアルの周知や、また実際のマニ

ュアルにおいても一般職員でもわかる

ようなアクションカードのようなわか

りやすいものがあったほうがよい 

✓ 物資も感染症発生時にすぐ対応可能な

セット化されたものがあるとよい 

✓ 発災直後から物資支援ができるとよい

が、アクセスが制限されることも考慮

し、指定避難所等への消毒薬や簡易ト

イレ等も含めた備蓄も重要である 

✓ ダンボールベッドやパーティションの

設置等の避難所における環境調整に、

DICTが同行するとよりよい環境整備に

つながるのではないか 

✓ 被災地支援では話を聞くだけでなく、

リクエストに応じた対応能力も求めら

れる。また、DICT にできないことを言

われるといった現地での意見もあり、

自チームで完結させるではなく、継続

的に支援し被災者に寄り添うという姿

勢も支援において重要である。被災地

支援に重要な「災害医療の基本原則」

「要配慮者の救護の原則」といった教

育を十分に行うことが必要である。 

 

６．1.5次避難所に関する感染制御上の課題  

本災害における 1.5 次避難所は、本来個別

あるいは家族単位での避難を想定する 2 次

避難施設への即時的移動が困難な状況にあ

り、高齢者が多数を占める被災地域特性な

どを背景とし、可及的に設けられた。仮に今

後の災害において、このような状況が不可

避であるならば、当該施設に求められる仕

様や移送方針については発災前にあらかじ

め検討される必要がある。 

1.5 次避難所の運用を感染制御面から考察

すると、1次避難所においてやむ無く形成さ

れた複合的集団（A）が、再び分散的に他施

設に移動して新たな集団(A+B)を形成する

事象である。当然ながら集団（A）内で生じ

ているかもしれない未検出の感染症が集団

（B）に持ち込まれるリスクを有する。この

関係は双方向性であり、しかも同時多発的

である可能性がある。 

今般の災害では、災害用テントの使用によ

ってある程度の個別性は確保されていたも

のの、被災現地から 2 次避難所への移動に

ともない新たな集団感染リスクが 1.5 次避

難所に持ち込まれるリスクが常にあった。

さらに、DICTが現地で観察できた範囲では、

より介護度の高い集団が長期間 1.5 次避難

所に滞留する事象が観察され、感染症、特に

消化器感染症を疑わせる集団は、それら介

護度の高い集団において確認された。介護

度の高い集団は災害医療チーム（主として

DMAT）によって管理されていたが、常に医療

処置を必要としている集団ではなく、生活

支援（介護）が中心であった。そのため、現

地での感染対策というよりも感染症疑い症

状の検出後に後方医療機関に搬送するとい

う手順を採っていた。感染対策ルールに揺
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らぎが生じる環境では、介護度が高い故の

感染症に対する宿主の脆弱性ばかりではな

く、介護に従事する管理集団や介護実務者、

支援者等が接触感染経路の媒介者となって

いる可能性が否定できない。さらに集団感

染例では、後方移送のみでの対処は困難と

なりやすい。特に業務担当者の流動性と相

まって、基本的予防策についての統一性が

保たれにくい状況が見られたことから、1月

下旬に至って、現地における感染制御策の

統一が提案され、映像素材等を作成して供

与した。このような感染制御策、特に接触感

染予防策における基礎部分の共通化、ルー

ル化や訓練はより早期に、可能ならば開設

以前に行われることが望ましく、過去の災

害においても同様の現象が繰り返し見られ

ている。一方で、今般の 1.5 次避難所では

呼吸器感染症の顕著な流行は確認されず、

従事者が COVID-19 をはじめとする呼吸器

感染症への警戒レベルが高かったという良

い面と、個室型テントによる経路遮断効果、

体育館の巨大な空間に収容されたことによ

る病原体の希釈等が背景にあった可能性が

あり、必ずしも予防策が充分であったと結

論することはできない。加えて、生活面での

快適性においては、当該施設の本来目的に

よる設計上の制約から、テントからトイレ

等への動線が極めて長く、換気状態や暖房

も必ずしも十分であったとはいえなかった。 

 

７．今後の DICT活動と課題解決方法 

パンデミック等の感染制御を統括する強力

な危機管理のための内閣感染症危機管理統

括庁（ Cabinet Agency for Infectious 

Disease Crisis Management; CAICUM）が設

置された。さらに，厚生労働省感染症対策部

に科学的知見を提供する新たな専門家組織

として、国立国際医療研究センターと国立

感染症研究所を統合し、感染症等の情報分

析研究、人材育成、国際協力、医療提供等を

一体的に行う国立健康危機管理研究機構

（Japan Institute for Health Security; 

JIHS）が創設されたことに併せて、これまで

民間として組織的活動を目指してきた日本

環境感染学会による DICT が厚生労働省の

委託事業となり、厚労省所管の事務局が

NCGMに設置された。 

2024 年 10 月 1 日に、厚生労働省において

正式にアナウンスされ、詳細は、下記の URL

に掲載されている。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunits

uite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kekkaku

-kansenshou/dict.html 

この事業においては、DICTの活動は、以下

のように、自然災害発生後に被災自治体か

ら DICT事務局に派遣要請があり、それをト

リガーとして活動が開始されることとなっ

た（図 15）。 

 

図 15．委託事業 DICTの活動と厚生労働省、

地方自治体との関係 

 

 

また、今後の委託事業 DICTの運用は、DICT

運営委員会が設置（委員長：泉川公一、副委

員長；大曲貴夫）され、運営委員会で活動方

60

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kekkaku-kansenshou/dict.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kekkaku-kansenshou/dict.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kekkaku-kansenshou/dict.html


針、体制などを決定することになった。運営

委員会においては、おもな 4 つの活動（①

避難所等支援、②情報収集・分析、③研修・

人材登録、④広報・啓発）について、それぞ

れワーキンググループを結成し、活動内容、

活動方針は、それぞれのワーキンググルー

プの中で審議され、運営委員会で決定され

る形で運用されることとなっている。本項

で、抽出された課題については、上記 4 つ

のワーキンググループで審議し、課題解決

方法を今後、探っていくことになる。一方

で、この 4 つに分類されない課題について

は、運営委員会で審議することなる。 

 

一方、本委託事業を検討するにあたり、その

原型である日本環境感染学会の DICT 活動

についても議論が行われた。委託事業 DICT

における活動はあくまで被災自治体の派遣

要請によってのみ、活動が開始されること

になるが、実際には、要請が出るまでに活動

を要する事例もあると考えられる、そのよ

うな場合にも活動がスムーズに開始できる

ように日本環境感染学会の DICT も解体は

せずに、現行のまま、残すことが決定されて

いる。今後は、日本環境感染学会の DICTと

厚生労働省委託事業 DICTと、協働、連携を

しながら、シームレスに被災地、避難所にお

ける感染対策支援を行うこととなる。 

 

D. 考察 

DICTは、自然災害発生時に設立された避難

所等における感染制御活動を支援するため

に、日本環境感染学会が主体となって感染

制御の実務経験者により編成される職能集

団である。2011年の東日本大震災を契機に、

このようなチームのニーズがうまれた。 

避難施設における感染制御を支援すること

が活動の大きな目的であり、避難所が開設

された際に、集団感染の発生リスクを早期

に把握し、避難所内で発生する感染症の抑

止や発生時の制御に関する活動、さらには

専門的助言を行う。具体的には、避難施設の

リスクアセスメント、避難所内のゾーニン

グ、コホーティング、換気も含めた環境整

備、手指衛生や個人防護具の使用法などの

指導、さらには、後方支援チームによるポス

ターなどの周知物の作成と配布、サーベイ

ランス体制整備や、マニュアル策定を行う。

また、被災地で不足するアルコール手指衛

生剤、消毒薬、衛生物資の配布も併せて行

う。被災地では、DICT は、行政、保健所、

日本赤十字社、JMAT、DMATなどの災害医療

チームとの連携はもとより、初期からの被

災地の ICT と協働して行う活動も重要視し

ており、院内感染対策活動と様々な調整能

力も求められる。DICTメンバーは各医療機

関の ICT を構成する感染管理認定看護師を

はじめ、医師、薬剤師、検査技師、事務員等、

多様な職種のメンバーからなる。メンバー

はアクティブメンバーとリザーブメンバー

に分けられ、前者は研修会の終了と委員会

の認定が条件となる。後者は現地活動が難

しいメンバーで構成され、後方支援を担当

する。さらに、賛助企業チームによる物資支

援チームも別に指定され、DICT活動に要す

る衛生関連物資を発災直後の一定期間、ほ

ぼ無償で物資供給する協定がある。 

2024 年 1 月の能登半島地震は、DICT が 84

名という大人数で、かつ、1ヶ月半にわたる

長期に活動をおこなった最初の活動であっ

た。活動内容として、pre-DICT活動から始

まり、各地の避難所における活動、1.5次・
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2次避難所での活動、実際の訪問避難所数、

相談件数の詳細、エリア、内容、情報収集と

処理、物資手配と配給、ロジスティクス、他

団体との連携について、現場で試行錯誤し

ながら活動が行われた、と同時に、すべて

が、初めてのチームによる活動であったた

めに、様々な課題も抽出された。また、DICT

活動は、避難所における感染症の拡大抑制

が大きな目的となるが、DICT活動による介

入がある場合、ない場合と比較して、感染症

の蔓延の程度がどの程度、抑制されるか、検

証することが最も科学的なアプローチと思

われるが、直接的な比較、検証はできなかっ

た。ただし、日本大震災の避難所で経験され

たような、感染伝播が継続して数十名～数

百名規模のアウトブレイクは発生しなかっ

たこと、避難所の運営側からの「避難所訪問

時に、その環境に適した感染予防策のアド

バイスや実践をみることが有用で安心にも

つながった」という感想からも、感染拡大予

防において、被災者の心情に寄り添った支

援ができ、一定の効果が得られた、と思われ

る。 

今回の活動終了後から、メンバーへの聞き

取りや、様々な団体、支援者からのフィード

バックをもとに、多くの課題を抽出するこ

とができた。また、今後、DICTは、厚生労

働省委託事業として、活動することになる

が、その運用は、DICT 運営委員会での審議

にもとづいて決定がされていく。この運営

委員会に設置されるいくつかのワーキング

グループが設置されるために、そのグルー

プの中で、より効率的、効果的な活動ができ

るように、これらの課題を解決することが

望ましいと思われる。 

災害大国である日本において、いつ何時、災

害に見舞われるか分からない、被災後に避

難所で感染症が蔓延しないようにし支援す

ることが重要であり、そのためには、しっか

りとした組織体制を構築し、不断の支援が

行われる仕組みを策定しておく必要がある。 

 

E. 結論 

2024年 1月 1日に発生した能登半島地震に

おける日本環境感染学会の DICT の活動に

ついて、発災直後からの活動内容を振り返

り、避難所における感染対策の効果の検証、

また、本チームの活動に伴い生じた課題に

ついて検討した。厚生労働省委託事業とし

ても活動を行う DICTとして、今後のチーム

の体制整備と有事への備えをより一層、充

実させていくことが求められる。 

 

G. 研究発表 

1. 論文発表 

なし 

 

2. 学会発表 

1) 2024/2/22、第 29 回日本災害医学会総

会（京都）、教育講演 1 災害時におけ

る避難所の感染対策で知っておくべき

こと 災害時の避難所における感染症

対策 ～DICTとは？～ 

 

2) 2024/7/25、第 39 回日本環境感染学会

総会・学術集会（京都）、委員会特別企

画 「大震災と COVID-19対策」（COVID-

19対策委員会・災害時感染制御検討委

員会の合同企画）、大災害時の感染症対

策・なぜ COVID-19が重要か、能登半島

地震ではどのような活動をしたのか 
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3) 2024/11/14、第 94 回日本感染症学会西

日本地方会学術集会・第 72回日本化学

療法学会西日本支部総会合同学会（神

戸）、教育講演 4、災害時の感染対策 現

場では何が求められるのか？ 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

特許取得：なし 

実用新案登録 ：なし 

3.その他 ：なし 
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別紙３ 分担研究報告書 

 

令和 6年度厚生労働行政推進調査事業費（厚生労働科学特別研究事業） 

「令和6年能登半島地震における医療チームの対応の検証に基づく災害時医療提供体制の向上に資する研究」 

 

分担研究報告書  

「社会福祉施設および福祉避難所の支援体制に関する研究」 

 

研究分担者 佐藤浩之 東京慈恵会医科大学付属病院 救急部・救命救急センター 

 

研究要旨 

本研究は、令和 6 年能登半島地震における社会福祉施設支援の実態と課題を多面的に分析し、今後の災

害対応体制の強化に資する知見を提示するものである。災害対応における指揮・調整体制では、行政によ

る調整本部の設置が連携促進に寄与したが、指揮系統の変更や情報共有の不備、現場との認識差が支援の

円滑な実施を妨げた。これに対し、デジタルツールの活用や情報伝達の標準化、柔軟な調整体制の確立が

課題解決の鍵となる。 

情報システムに関しては、医療機関で用いられる EMIS同様に、社会福祉施設でも施設種別を問わず共通

で活用できる災害情報共有システムの確立と普及が求められる。特に、今回の災害で有効であった入力項

目を検証し、平時からの基礎情報整備と連続的な運用訓練のもとでシステム改善を進める必要がある。 

人的支援体制では、介護支援専門員（ケアマネ）、ソーシャルワーカー（SW）、介護職といった福祉専門職

の支援活動が搬送調整や避難先支援に大きく貢献した。DWAT による施設支援も含めた本支援体制を災害対

応における標準的な枠組みとして制度化することが急務であり、今後の災害でも持続可能な人的資源確保

に繋げるべきである。 

また、DMAT をはじめとする医療支援チームに対しては、社会福祉施設特有の状況への理解と対応力の向

上が求められるとともに、施設側にも支援者による支援活動の内容や役割に対する理解促進が必要である。

双方の相互理解と連携強化が、今後の支援の質を左右する重要な要素となる。 

さらに、避難搬送や復旧に関しては、避難判断の根拠や支援可能性を基にした調整型避難の促進、生活

支援体制の多層的備えと自治体連携による支援資源の可視化・展開、BCP（業務継続計画）の実効性向上も

不可欠である。 

総じて本研究は、災害時の社会福祉施設支援の質を高めるために、情報、制度、人材、相互理解の各要素

を一体的に強化していく必要があることを示しており、今後の災害福祉支援体制のあり方を再構築する基

礎的資料となる。 

 

研究協力者 
村上健一 （公立松任石川中央病院） 
安間圭一 （公立松任石川中央病院） 
小澤和弘 （愛知医科大学） 
是枝大輔 （国立健康危機管理研究機構 危機管理・運営局 DMAT事務局） 
上吉原良美（国立健康危機管理研究機構 危機管理・運営局 DMAT事務局） 
田坂勇太 （国立健康危機管理研究機構 危機管理・運営局 DMAT事務局） 
中野めぐみ（国立健康危機管理研究機構 危機管理・運営局 DMAT事務局） 

 

A. 研究目的 

2024年1月1日発生の令和6年能登半島地震の災害発

生直後から奥能登豪雨対応を含めた現在に至るま

での各段階での支援体制を検証し、将来の大規模災

害時における社会福祉施設及び福祉避難所支援に

備え、以下3点についてまとめることを目的とする。 

 

Ⅰ．支援活動の記録と分析を通じ、課題を抽出する。 

Ⅱ．災害時における社会福祉施設や福祉避難所の役

割を明確化する 

Ⅲ．効果的な福祉支援体制の設計に向けた提言を

行う 
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B. 研究方法 

以下について、石川県保健医療福祉調整本部社会

福祉施設班活動記録や、各関係者への聞き取り調

査を実施し、指揮・調整、情報収集、補給体制、搬

送（緊急避難含む）、生活支援について検証する。 

Ⅰ．施設支援の経緯 

Ⅱ．最低限環境確保と搬送（緊急避難含む） 

Ⅲ．復旧復興支援（継続可能な福祉施設支援含む） 

 

本研究は、能登半島地震における社会福祉施設対

応に関する振り返りを目的とし、被災地支援に携

わった関係者及び被災施設関係者へのアンケート

および状況評価を通じて実施するものであり、医

学的介入を伴わず、また個人を特定できる情報の

収集は実施しない。人権擁護、危険性、不利益等に

配慮し、回答は任意かつ匿名で実施され、結果は集

計後に統計的に処理される。これらの理由から、

「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針」等が想定する臨床介入や個人特定リス

クを伴う研究には該当せず、倫理面の問題はない

と判断した。 

 

C. 研究成果 

Ⅰ施設支援の経緯 

1月 2日： 

・高齢者施設被害状況確認開始 

1月 3日： 

・石川県健康福祉部長寿社会課との連携開始 

1月 5日： 

・Googleスプレッドシートを用いた共有開始 

1月 6日： 

・石川県介護支援専門員協会による避難調整支

援開始 

1月 7日： 

・全ての被災者にアクセス完了。要緊急医療者

がいないことを確認 

1月 8日： 

・1.5次避難所開設 受け入れ開始 

1月 9日： 

・いっとき待機ステーションの設置 

1月 10日： 

・社会福祉施設の 5%超過受け入れ可の通知発出 

１月１１日： 

・Googleスプレッドシートから kintoneアプリ 

への利用切り替え 

1月 12日： 

・社会福祉施設の最低限の生活環境の手配完了 

1月 15日： 

・Googleスプレッドシートの併用開始 

1月 18日： 

・社会福祉施設からの現環境に耐ええない方の

広域避難搬送が完了 

・社会福祉施設の評価方法の確定（Googleスプ

レッドシート併用終了） 

1月 22日： 

・日本医療ソーシャルワーカー協会による 1.5

次避難所に関する避難調整開始 

1月 23日： 

・他県からの福祉施設人的支援調整フロー作成 

・大規模な搬送調整が終了 

1月 25日:  

・全国社会福祉協議会・全国老人福祉施設協議

会との職員支援要員派遣整方法確定 

2月 20日： 

・ＤＭＡＴ事務局および石川県内ＤＭＡＴのみ

の活動に移行 

2月 29日： 

・金沢以南保健医療福祉調整本部の業務を保健

所に移行 

3月 16日： 

・DMATの常駐活動は終了。石川 DMAT、DMAT事

務局で会議、医療機関、要観察施設フォロー

する体制に移行 

 

Ⅱ 最低限環境確保と搬送（緊急避難含む） 
１．指揮・調整の検証 

【組織体制】 

石川県保健医療福祉調整本部高齢者施設班は、

DMAT 事務局員、県災害医療コーディネーターに加

え、石川 DMAT隊員、DMATロジスティックチーム隊

員で構成され、1月 3日から活動を開始し、2月中

旬から DHEAT も参画した。高齢者施設班の運営は

概ね 5〜10 名で行われた。県庁内では石川県健康

福祉部長寿社会課と連携して調整業務を進めた。 

一方、能登地区の組織体制は当初、能登医療圏活

動拠点本部 1 か所から開始されたが、次第に細分

化された。以下、時系列でその変遷を示す。 

1月 4日：珠洲市および輪島市に保健医療福祉調整

本部が設置され、県直轄体制となる。 

1月 6日：穴水町に地域医療活動支援室が設置され

る。 

1月 7日：能登町に地域医療活動支援室が設置され

る。 

1 月 11 日：穴水町・能登町の地域医療活動支援室

が保健医療福祉調整本部に格上げされ、県直轄体

制となる。 

最終的に能登北部の 2市 2 町（珠洲市、輪島市、

穴水町、能登町）および能登中部に、それぞれ保健

医療福祉調整本部が設置された。 

各本部の高齢者施設班は相互に連携し、情報共

有と支援の円滑化を図った。 

 

【問題点】 

指揮系統の変更に伴う情報伝達の混乱 

能登地区の各地域本部は、それぞれ活動拠点本

部指揮下から県直轄に移行したため、上位本部の
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変更による情報伝達の混乱が生じた。具体的には 

⚫ 活動拠点本部が保有していた情報（オンライ

ンストレージデータを含む）が十分に引き継

がれず、新たに情報収集をやり直す必要が生

じた。 

⚫ 組織図上は活動拠点本部と同列であるにもか

かわらず、下位組織として調査や報告を求め

られる場面があり、現場の混乱を助長した。 

 

指揮統制：県と地域本部の認識の違い 

県保健医療福祉調整本部は、状況の変化に応じて

評価項目を細かく変更し、リアルタイムな情報更

新を重視していた。一方、地域本部は社会福祉施設

の業務スケジュールに配慮しながら活動しており、

県の頻繁な評価項目の変更に追従することが困難

であった。 

また、調査依頼時に具体的な目的の説明が不足し、

地域本部の要員が納得できないまま対応を求めら

れた。 

連日開催した高齢者施設会議、全体本部間会議

では、県からの状況説明、方針伝達が主体で、地域

本部の意見を共有する機会が限られた。 

 

連携：組織間の関係性 

発災当初は組織の垣根を越えて協力体制が取ら

れていたが、チーム数が増加するにつれ、組織ごと

に分断され連携が不足した。また被災地内での宿

泊施設確保が難しく、遠方の宿泊地から移動する

チームが多かったため、朝夕のミーティングに参

加できず、方針共有が不十分となった。その影響で、

保健医療福祉調整本部の活動方針が十分に理解さ

れず、独自の活動を行うチームも見られた。 

 

支援チームの経験不足による影響 

今回活動した支援チームにおいて社会福祉施設

支援の経験があるチームはほとんど見られなかっ

た。最も近い災害派遣福祉チーム（DWAT）は避難所・

福祉避難所での活動が主体で社会福祉施設支援は

想定されておらず、発災急性期において福祉施設

での活動がほとんどできなかった。被災福祉施設

を「みなし福祉避難所」と認定することで活動でき

るようになったが、限定的であった。 

また、2月頃から本部活動に慣れていない人員が

増え、本部運営に支障をきたした。また、派遣・撤

収日が重なり、複数チームが一斉に交替するため、

引き継ぎが不十分となり混乱をきたした事例もみ

られた。 

 

２．情報収集 
社会福祉施設における被害状況の把握に関して

は、石川県においても、発災直後の厚生労働省より
の通知を受け、従来の災害時情報共有システムの
入力の依頼連絡をメールにて実施されていたが、
停電や職員不足等の要因とシステム自体の汎用性

等の要因もあり、石川県内での入力率は約2％に留
まっておりそのシステムのみでの被災状況の把握
は困難な状況であった。（表1）そのため、石川県
健康福祉部長寿社会課（以後長寿社会課）では職員
で分担し電話での直接連絡による情報収集と共有
作業を開始していたため、保健医療福祉調整本部
内で調整の上で、DMAT情報分析班の中で高齢者施
設対応班を結成し、1月3日より長寿社会課職員数
名のリエゾンも常駐の上で連携し、対応を進める
方針となった。 
情報収集方法については、発災当初は電話での直

接連絡および、電話連絡不可能の施設へのDMAT隊

の直接派遣による実地調査を実施し、当初、連絡

不可能な施設が最大22施設認められており、この

方針に従い随時DMAT隊を派遣し情報収集の補完を

実施した。最終的には、1月6日、全ての施設に連

絡が可能となり、高齢者施設の被災状況の全

体像も徐々に確認できるようになった。 

収集した情報に関しては、長寿社会課と調整の

上で作成した独自の入力フォームをGoogleスプレ

ッドシートを1月5日より用いて集計を実施してい

たが、個人情報管理の課題があり1月11日よりkint

oneアプリを導入とした。収集する情報の内容とし

ては、場の安全確保に関する項目、生活基盤確保に

関する項目、人的要素に関する項目を主として作

成し、緊急度・優先度を可視化できるように検討し

ていた。必要項目の変更の際一時的にs Googleス

プレッドシート併用等の調整が必要となり現場に

混乱をきたしたが、最終的に1月18日より統一され

た様式でkintoneアプリのみでの情報収集に移行

した。（図1） 

 
表1：令和6年能登半島地震発災初期の老健施設災害
時情報共有システム入力率  
 

 
 
図1：令和6年能登半島地震発災初期の情報共有手段
の変遷（令和6年1月1日～2月22日） 

66



 
 
３．補給体制 
前述の情報収集の過程の中で、連絡可能となっ

たそれぞれの施設からは建物被害、停電、断水、寒

冷環境等への対応のための支援要請があり、可能

な限り随時対応とした。食事・飲料水に関しては、

各施設の入所者、職員などの人数を元に必要量を

検討の上で手配を随時実施し、1月 8日には全施設

分の手配を完了した。電力に関しては、具体的な対

応を取る前に復電が進み支援不要となった。 

1 月 4 日から最低限の環境確保のためのニーズ

収集を開始し、寒冷環境への対応策として、暖房器

具・燃料の手配を実施としたが、連絡が取れる施設

が少なく、当日はストーブ・灯油のニーズを確認で

きたのは２施設のみだった。1月 5日からオーダー

を開始したが、発注経路が確立されておらず、また

灯油ストーブについては備蓄が少なかったことも

影響し、1 施設分のオーダーにとどまった。1 月 6

日以降も引き続き暖房器具ニーズを継続し、1月 8

日には 14 施設分の灯油ストーブを発注した。1 月

9日にはさらにニーズ調査が進み、24施設分 183台

をオーダーした。1月 10日に必要数（合計 208台）

の灯油ストーブが確保でき、11 日から物資拠点へ

の順次配送を行った。配送は各施設への直送では

なく、市町の物資拠点までの配送であり、施設職員

に物資拠点まで取りに来てもらう必要があった。

物資拠点から他の場所に配布されてしまった結果、

最終的に対象の施設まで物資が届かない等の事例

も散見され、不足分について都度再オーダーをか

けた。 

暖房の燃料となる灯油についても、七尾市、珠洲

市、輪島市、穴水町、能登町にそれぞれ給油拠点を

設置し、施設へ長寿社会課より周知した。 
食料・飲料水についても並行してニーズ調査を行い、
1月8日に食事18施設、飲料水20施設分をオーダーし
た。1月9日には各施設の1日必要量を算出し、定例
オーダー化を図った。 
 補給の概数・概要を表2、図2に示す。また、個々
の施設への暖房関連の補給状況を別表3-1に示す。 
 
 
表2 発災初期の福祉施設への物資支援の概要 

 
 
 
 
 
 
 

図2 医療機関・施設への物資補給 
 

 
４．搬送（緊急避難搬送も含む） 

【緊急避難搬送概要と介護支援員、MSWの活動】 
高齢者施設からの避難では、発災当初の対応と

して近隣病院への搬送等も認められていたが、機
能制限下にある病院の診療キャパシティーには限
界があり、域外への搬送を要する状況となってい
た。当初は、調査者及び施設側での検討の結果、場
の安全確保が不可能と判断された施設からの緊急
避難が主体であったが、県南地域への医療・介護福
祉施設への負担増加によるひっ迫状態が切実とな
り、徐々に施設事業継続のための需給バランス調
整のための避難調整へと移行していった。搬送手
段としては、陸路・空路を含め、DMATのみならず、
自衛隊・緊急消防援助隊・民間救急等とも連携しあ
らゆる手段を用いて実施し、1月15日の週をピーク
に1月中に約710名の入所者の避難搬送に従事し、
搬送途上の死亡例はなく終了することができた。 
避難搬送者の最終的な受入先の調整は平時にお

ける入所調整と同等又はそれ以上に非常に難渋す
る状況であり、受け入れ待機者の増加は医療への
流入の可能性があり、それはそのまま医療ひっ迫
につながるリスクと十分なりえた。調整困難の要
因は、調整対応要員の不足及び、避難先での入所受
け入れ可能数の要因が挙げられた。そのため、保健
医療福祉調整本部内で介護支援専門員協会員及び
医療ソーシャルワーカー協会員を中心にソーシャ
ルワーク業を一括実施し、避難者の入所施設を確
保することのできる体制を構築した。 
介護支援専門員の活動としては、主に石川県庁

内の保健医療福祉調整本部にて避難決心をした高

齢者施設からの避難先の調整を担当いただき、1月

6日～2月8日までの間465名の避難調整を実施いた

だき、一日最多調整数としては74名に及ぶ日も存

在していた。（別添資料3-1） 

医療ソーシャルワーカーの活動として、日本医

療ソーシャルワーカー協会と石川県医療ソーシャ

ルワーカー協会は、いしかわ総合スポーツセンタ

ーの1.5次避難所へ医療ソーシャルワーカー135人

（日本医療ソーシャルワーカー協会 82人、石川県

医療ソーシャルワーカー協会 53 人）、延べ 949 人

(日本医療ソーシャルワーカー協会 575人、石川県

医療ソーシャルワーカー協会 374 人)を派遣し、

2024 年１月 22 日～９月 28 日まで支援活動を実施

頂いた。支援を対象入所者は 243人であり、年齢 17

～102歳、75歳以上が 68.5%であった。 

支援内容別件数は延べ 2,573 人、長期入所者入所
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者支援 延べ 1,544人(60％)、受診・搬送調整 延

べ 389人（15％）、介護保険の意見書作成援助 延

べ 131人（5%）、新規入所者アセスメント 延べ 117

人(5%)、その他延べ 392人（１５％）であった。長

期入所者支援を行った入所者には、身体的には自

立レベルであるが、心理社会的には複数の問題を

抱え、支援が必要な人が含まれていた。  
医療ソーシャルワーカーが支援を行った入所者

の1.5次避難所からの退所先は、自宅29人と少なく、
仮設住宅36人、その他の住宅（家族宅・公立住宅・
賃貸）14人、施設（居住系施設含）77人、２次避難
先（ホテル・避難所）２９人、病院への入院56人と
様々なところへ退所された。滞在日数は１日～257
日であり、安定した生活に移行するには長期の期間
を要していた。（別添資料3-2） 
受け入れ調整体制の確立と同時に、石川県より

の各施設への5％超過受け入れ要請による入所施
設の確保をいただき、これにより、1日最大74名、
計460名を超える調整が実施できた。結果懸念され
た搬送経路における重大なスタックは認められず、
無事避難搬送を実施することができた。この緊急
避難においては、当初は県南地域での受け入れ調
整を実施していたが、県内のみでの対応が困難と
なり、最終的には石川県より近隣県にも受入依頼
を行い、富山、福井、愛知に計115名の患者の受入
をお願いし、各県のDMATの協力のもと、無事に搬送
することができた。 
避難施設までの最終移動を待つ過程においては、

新型コロナ対応で札幌市、沖縄県等に設置した入
院待機ステーションの運用を参考に、いしかわ総
合スポーツセンター内に設置・運用した、「いっと
き待機ステーション」も有効に機能した。緊急避難
搬送の目的は、被災地内での場の安全確保困難な
施設からの離脱、つまり、餓死、凍死を防ぐための
避難であったため、基本的にはキャパシティーを
超過した場合も全応需を大前提としていた。その
ためのDMAT数としては搬送班を含める形で、一日
あたり3～18チームの運用となった。最大利用者数
は145人程度、一日最大受入数は57人に上ったが、
柔軟な受け入れの調整を実施することができ最終
的に無事の避難搬送に貢献した。 
上記のような搬送調整の結果、1月18日に約1200名

の社会福祉施設入所者の避難搬送はすべて完了し、

病院、施設内での悲劇的な死亡の発生を防ぐこと

ができた。また、施設から病院への流入も35人と最

低限に抑えることもできた。 

 

【避難施設関連】 

 今回DMATが担当した111の高齢者施設（想定入所

者数：4336人）に関して、当時の判断で緊急避難搬

送の対象となった施設は32施設（想定入所者数：1

095人）であった。それらの施設の避難決定時点で

確認されていた施設情報を検討したところ、建物

被害が要因となっている施設は重複を含め5施設、

その他避難施設の中で最も多い要因となっていた

項目は生活用水の確保困難で13施設となっていた。 

 避難しなかった施設も含め、輪島市全21施設に

関して、さらに詳細な検討を実施したところ、当時

緊急避難対象となった施設は13施設、残り8施設が

籠城対応となっていた。後方視的にそれぞれの施

設の避難時の状況を確認したところ、場の安全確

保が困難（評価群：0）であったのは4施設、生命維

持困難（評価群Ⅰ）が３、機能障害（評価群Ⅱ）の

は14施設であった。（図3） 

避難した13施設のうち、発災1年後の時点での事

業再開は5施設にとどまっており、稼働率に関して

は継続群の稼働率は再開群と比較し有意に高かっ

た。（図4） 

同様に奥能登全体で検討した結果としても、初

期行動として避難を選択した施設に比べ事業継続

を選択した施設の方が現時点での再開・復旧共に

安定している結果となっている。（図5） 

 合わせて後方視的に初期緊急避難を実施した32

施設を検討したところ、評価群０群に該当する施

設は5施設、残り27施設はⅠ群又は2群に該当して

おり、そのうちⅡ群と判断された20施設に関して

は、社会福祉施設の評価基準が確定した1月18日以

前の発災早期に避難決心となっている施設もあっ

た。（7施設、約300名） 

また、輪島市21施設に対する事後アンケートで

は、今回の災害対応で実際の方針決定に際し自施

設BCPの活用状況を確認したところ約40％がある

程度役に立ったと回答していた一方で、約35%が全

く役に立たなかったと回答しており、その理由に

ついては具体的状況の盛り込みがなされていなか

った等が挙げられており今後の課題となっている。 

 

 

図3 輪島市各施設の避難時の状況（後方視） 

 
 

図4 発災1年後の再開と稼働率 
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図5 初期避難行動別の現在の事業状況 

 

 
 

【避難者関連】 

介護・福祉サービスについては平時よりサービス

プロバイダーのみでの対応は困難であり、サービ

スプロバイダー及び家族等の自助及び地域での支

援である共助の3者により需給バランスが成立し

ている。今回の高齢者施設からの避難に際して、避

難先となる場所に1.5次避難所やいっとき待機ス

テーション等の一時的な福祉サービスの提供場所

を準備し対応し、被災地内の過酷な環境からは離

脱することが可能となっていたが、その一方で家

族や地域から離れた場での長期滞在に伴うADLの

低下等の問題点も認められていた。元々指定され

ている福祉施設以外の新設福祉避難所では、サー

ビスのみを補充しても従来通りの見守り等を完遂

することができない可能性がある。 

また、県外広域避難（愛知県）となった高齢者の

予後に関して検討した結果、異郷の地での最期を

迎えられる方が一定数程度認められており、避難

時点での年齢・介護度が高い方にそのような傾向

が認められていた。（図6） 

 

図6 愛知県に避難となった能登地震被災の高齢者

施設入所者の経過 

 

 
 

 

 

図7 愛知県に避難となった能登地震被災の背景 

 

５．人的支援 
この活動における人的支援はDMATを中心にJMAT

NGO等の医療チームと協力して実施された。DMATの
一日当たりの活動実績を各活動拠点本部における
活動記録を元に確認したところ、1月9日9隊、16日
34隊、18日35隊となっていたが、こちらには搬送に
あたった隊の数は含まれていないため実際にはさ
らに多数の隊が関与していたこととなる。 
 
 
Ⅲ．復旧復興支援（継続可能な福祉施設支援含む） 

１．概要 

社会福祉施設の復旧・復興に向けての支援の概要

としては、新型コロナ感染症クラスター発生施設

の支援の経験を踏まえ、被災状況を踏まえた支援

の必要性の状態（支援ステータス）の評価及び、復

旧・復興に向けての具体的な事業形態の段階的対

応目標（復旧ステップ）の作成を実施とした。復旧

ステップについては、全避難の状態（ステップ0）

から、災害救助法を用いて対応する福祉避難所・デ

イケアの実施（ステップ１）、介護保険の活用も視

野に入れたダウンスケールでの入所運用（ステッ

プ2）、フルスケールでの運用（ステップ3）までの

4段階とし、この際に活用できる財源・人的資源確

保の方法を同時に明示しそれぞれの施設状況に応

じた支援の調整を実施とした。（図8） 

 
図8 復旧ステップの概要及び、石川県における復
旧ステップの推移 
 

 
２．人的支援 
人的資源が潤沢とはいえない社会福祉施設では
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平素より関連団体・協会への支援依頼を通じて応
援派遣の調整を実施しており、災害時においても
厚生労働省等も含め同様の調整が実施されていた
が、情報共有の問題から支援を必要とする全ての
施設に均等に人的資源が配備できない状況となっ
ていた。 
具体的な人的資源の確保については、厚生労働

省、全国社会福祉協議会、全国老人福祉施設協議会、
石川県等がこれまで各々実施してきた介護士、看
護師等の人材派遣支援調整について、各施設のニ
ーズ情報を一元管理とし、得たニーズ情報に対し
てそれぞれの団体の人的リソースをマッチング調
整する会議体の体制を確立した。（図9）急性期に
おいては会議体の運営主体を石川県保健医療福祉
調整本部内の高齢者施設班が実施し、必要に応じ
週2回程度の開催としていたが、状況に応じ徐々に
開催頻度を減らしていき、最終的には運営主体を
各市町村及び石川県健康福祉部厚生政策課へと移
行し対応頂いた。これにより人的資源およびそれ
を要する施設の情報を一元管理とすることで効率
的な資源分配の実施が可能となった。 

 
図9 人的資源調整の枠組み 

 
このような会議体の調整ができていなかった超

急性期においてはDMAT隊が直接支援を実施したが、
その後のふり返りの検証の中で、医療面以外の特
に介護・福祉に関連する業務においては専門性の
観点からやや難渋したという意見が認められてお
り、災害時の介護・福祉の支援を表題とするDWAT等
の早期の介入が求められていたが、災害救助法の
規定により福祉避難所に認定されていない施設へ
の直接介入が当初困難であったため、人的・物的両
面での支援のリソース確保のため、みなし福祉避
難所としての認定を要することとなり、これによ
り幅広い人的・物的両資源の利用が可能となった。
 これらの結果、中長期にわたる社会福祉施設の
人的資源の継続が可能となり、発災当時約4439人
と推定されている高齢者施設入所者のうち、発災
時からDMAT隊としての活動の区切りとなった3月5
日までの間に、施設からの病院搬送数は64人、施設
死亡者数は75人にとどめることもできた。 
復興に向け、医療・介護福祉はいずれか一方のみ

の改善では社会のニーズに対応することができず、
その両者の立ち上がりが必要となるが、今後の各
地域がどの程度の人口、どのような年齢分布とな
るのかの見通しも含めて、それぞれの職域のみで
の検討は不可能であり、各市町を中心に行政・医
療・介護福祉関連機関が一堂に会する会議体を設
置し、相互の情報交換を図っており、現在も継続開

催されている。 
 

３．生活支援 

生活に関するその他の支援としては、入浴・洗濯・

排泄に関する支援の調整を実施し、いずれも入所

者及び職員それぞれに対しての支援の調整が必要

となった。入浴に関しては、移動入浴車を所有する

団体との調整や、入浴介助のための人材確保の調

整を実施し、特に入浴車や水循環システム等の利

用に際しては給水車の必要性の有無についての検

討なども要していた。洗濯に関しては、災害時洗濯

支援のボランティア団体との連携に加え、能登で

の対応が可能な洗濯業者に介入調整を依頼し、拠

点となる場所への一括集配を要するものの施設と

しての洗濯代行を依頼できるようになった。排泄

関連については、各種の携帯トイレを所有する団

体との調整及び、水循環システムの導入調整を実

施とした。以下に洗濯支援及び入浴支援について

の概要をまとめる。 

 

【洗濯支援】 

 発災後のライフラインの途絶や道路の寸断によ

り自施設での洗濯の実施や委託業者への依頼が不

可能となりその支援調整を要した。発災後比較的

早期から現地で活動していたD-SAT等のNGO/NPOと

の交渉を実施としたが、一般避難者への対応に加

えての施設支援の調整については難渋し、最終的

には奥能登地方の病院のリネン等の洗濯対応を実

施していた業者と調整の上で対応が可能となった。

支援開始当初は各施設への個別対応については困

難であったため、いくつかの配送拠点を設定しそ

の地点まで洗濯物を持参し、洗濯終了後再度その

地点で回収頂く形となった。 

 

【入浴支援】 

 入浴支援に関しては、入所者の入浴支援調整及

び施設職員の入浴支援調整の両面を実施としたが

ここでは入所者支援に関して概要を述べる。洗濯

同様ライフラインの途絶や施設自体の損傷の問題

で入浴支援の実施を要したため、場所・物資・人員

の3点に関して調整を実施とした。施設自体の浴槽

自体の利用が可能な場合には、電源設備と水循環

システムの導入により元の浴場の利用を可能とし

た。元の浴場の利用が不可能な場合には移動入浴

車を所有する団体に依頼の上で対応を頂いた。こ

の際入浴車自体が必要な水の手配が可能な場合と、

別途給水車等の手配が必要となる場合があるため

事前の確認を要することが課題となった。また、場

所・物資のみの手配ではなく、実際の入浴介助に必

要な人員の調整も必要となる場合がある点につい

ても留意が必要となる。支援内容を図10に示す。 
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図10 入浴支援の概要 

 

 
 

D. 考察 

Ⅰ．指揮・調整 

県では発災早期から保健医療福祉調整本部を立

ち上げ、石川県健康福祉部長寿社会課と密に連携

をとることができた。また被害の甚大な能登北部

では市町単位で「保健医療福祉調整本部」が設置さ

れたことは、社会福祉施設支援を行う上で、行政、

保健、医療と同じ目線で活動ができ、スムーズな連

携がとれたことは大きな意義があった。 

一方、本研究を通じて明らかになった指揮・調整

の問題点は、災害対応における統制と柔軟性のバ

ランスの難しさを示している。特に、指揮系統の変

更による情報の混乱や、県と地域本部の認識の違

い、組織間の連携不足といった課題は、現場の混乱

を引き起こし、迅速かつ的確な支援を妨げる要因

となった。 

指揮系統の変更に伴う情報伝達の混乱について

は、事前の災害対応計画において、組織変更時の情

報共有手順を明確に定める必要がある。また、情報

の一元化と引き継ぎを円滑に行うため、デジタル

プラットフォームの活用や標準化された評価ツー

ルの導入が求められる。今回の事例では、Kintone

の導入が情報共有の改善に寄与したが、初動段階

でのアクセス権限の開放が課題として浮かび上が

った。 

また、県と地域本部の認識差の問題は、中央と現

場の意思疎通のあり方に関わる。本部主導の調査

や指示が、現場の実情を十分に反映できていなか

った点は、今後の大きな改善点である。現場の負担

を軽減しながら、必要な情報を適切に収集するた

めには、継続的な活動方針の共有、目的の明確化、

そして地域本部の意見を反映する機会の拡充が不

可欠である。 

さらに、支援チームの経験不足に対しては、社会

福祉施設支援に関する専門的な知識を持つ人員の

確保と、災害発生前の研修・訓練の強化が不可欠で

ある。また、互いの強みやリソースをしっかり理解

し、派遣期間をずらすなど、適切な引き継ぎが行わ

れる体制を整えることも重要である。保健医療福

祉調整本部の運営には DMATロジスティックチーム

隊員のような本部業務に習熟、かつある程度の期

間活動できる人材の確保が必要であると考えられ

る。 

総じて、今回の研究で得られた知見は、災害時の

指揮・調整の在り方を見直し、より効果的な対応体

制を構築するための貴重な資料となる。今後は、指

揮系統の一貫性を保つ工夫や、デジタルツールの

適切な運用、現場の声を反映した調整手法の確立

が求められるだろう。 

指揮・調整に関する課題を事前に把握し、平時から

の準備を徹底することで、迅速かつ的確な対応が可

能となる。 

 

Ⅱ．情報収集 
災害時の被災情報共有ツールは、その情報から

支援に直接繋がり得る汎用性が求められている。
具体的には、多職種・多組織で閲覧および情報の共
有ができる汎用性、平時の備えや被災負荷を把握
できる基礎情報の充実、平時から災害時までシー
ムレスに利用できる連続性が求められる。 
現状社会福祉施設における被災情報共有の為の

ツールは、「災害時情報共有システム」として設定
されているが、医療機関における広域災害救急医
療情報システム（Emergency Medical Information
 System: EMIS）とは異なり、高齢者施設・障碍者
施設・児童福祉施設の種別により使用するシステ
ムが統一されていない。（図11）また、平時におけ
る職員数、入所者数、電源・水道等の設備情報など
の基礎情報が同システムでは確認できない仕様と
なっているため、このシステムからの情報が支援
に直接繋がりにくい状況にあり、実際に令和6年能
登半島地震発災時の高齢者施設における同システ
ムの利用状況は石川県では約2%と非常に低く、高
齢者施設支援については独自の情報共有システム
を作成し対応することとなった。今回の対応にお
いては、システムの入力率が低く、当初は電話によ
る直接確認と不通地域においては直接訪問による
情報収集が主体となった。そのようにして得られ
た情報の共有に関しては、Googleスプレッドシー
トやkintoneなどのツールを活用し、情報の可視化
を行ったが支援フェイズの変化に伴う必要情報の
変化に合わせた入力項目の頻回の変更等により現
場での混乱をきたし、リアルタイムの情報共有に
は課題が残ったがが、最終的には支援に必要な項
目の確定に至った。必要項目を収載したシステム
一覧を別表3-2に示す。この項目を含有した情報共
有システムの構築が必要と考えられる。 
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図11 施設種別による異なるシステムの使用 

 
 
【課題】 
現行のシステムについて、入力内容に関する問

題点としては、平時に入力できる施設情報の内容
が、ほぼ提供サービス関連の情報となっており、具
体的に施設支援を実施する際に必要となるEMISに
おける病院基礎情報に該当する情報が不足してい
る点、及び災害時の入力項目についても入力項目
の評価指標がやや複雑で判断しづらい点が挙げら
れた。その他の問題点としては、災害時の入力項目
に関してEMISでの緊急時入力・詳細入力という分
類がなく必須項目とその他の項目となり、かつそ
の他の項目の一部は自由記載形式となっているた
め、ソートを実施する際に難渋してしまう点や、入
力情報の評価の際に元々の施設情報と災害時入力
情報とを一括並列表示が不可能である点、高齢者
施設関連のツールでは実災害時の入力に際して施
設ID、パスワードが必須となる点など入力に関し
ても、その情報の利用に関しても一定の課題が認
められた。図12、13、14 
 
図12 平時入力の基礎情報の問題 

  
図13 災害時情報共有システム入力画面（一部）  

図14 必須入力項目一覧 
 

 
 
Ⅲ．補給体制 
補給体制に関しては以下の課題が検討された。 
 
・情報共有の困難さ 
 当初、連絡可能な施設が限られていたため、ニー
ズの概要把握に時間を要した。特に寒冷対策に関
しては、初期段階でニーズ確認ができたのはわず
か2施設にとどまった。また補給状況に関する情報
の共有についても当初は確立されておらず、周知
及び状況把握に関して都度の対応を要した。 
 
・調達体制の未整備 
 1月5日からの物資オーダー開始時点では、発注
ルートが確立しておらず、最終的に約11日を要し
た。 
 
・物資配布の仕組みの不備 
 物資は各市町の拠点までの配送にとどまり、施
設職員が現地で受け取る必要があった。これによ
り、避難所等の別の配布先に物資が回ってしまう
事例が発生し、本来支援を要する対象施設に届かな
いケースがあり、支援が遅れてしまうという課題が
明らかとなった。  
 
Ⅳ．搬送（緊急避難含む） 

【緊急避難搬送概要と介護支援員、MSWの活動】 

 避難搬送全体の評価、考察は別分担に譲る。今回

の搬送においては福祉施設から最低700名を超え

る搬送を行ったが、医療機関への流入を最低限に

防ぐことができた点が評価される。これができた

大きな要因が介護支援員、MSWの活動であった。こ

れは今後のレガシーとなりうると考えられる。今

後は、福祉人材派遣に係る制度改正の中で、継続し

うる体制を確保する必要があるものと考えられる。 

 

【避難施設関連】 

当時の判断で緊急避難搬送の原因として生活用

水確保困難が32施設中13施設と最も多い原因であ

った。これは上下水道の復旧の遅れによるものと

考えられる。一方、場の安全（建物被害含む）を現

任とした避難は5施設であり、主要因とはなってい

なかった。 

72



輪島市の21施設についての詳細分析から全避難

した13施設のうち9施設は評価群Ⅰ、Ⅱであり、全

避難が必須でなかった可能性があることが示唆さ

れた。 

 また、発災1年後の時点での事業再開は避難した

13施設中、5施設にとどまっており、稼働率も事業

継続した施設に比して優位に低かったことから避

難自体が事業継続に悪影響を与えた可能性がある

ことが示唆された。 

 全避難（緊急避難搬送）を実施した32施設のうち

後方視的にⅡ群と判断された20施設、約580名は評

価が不十分の中での搬送であり、避難を防げた可

能性があるものと考えられる。とりわけ、社会福祉

施設の評価基準が確定した1月18日以前の発災早

期に避難決心となっている施設（7施設、約300名）

はその可能性が高いと考えられる。 

Ⅱ群の施設については、避難検討の際に追加の

支援の調整が実施できれば事業継続が可能であっ

た可能性もありこの中の一部には過剰避難にあた

る判断があった可能性は否定できない。ただし、当

時の状況下で事業継続のために必要な具体的支援

内容について正確に把握し、それらに必要な支援

の調整の実施が可能であったかについては今後も

検討していく必要がある。 

これらのことから避難・搬送決心の際には被災

状況から評価群（Ⅱ、Ⅲ）を決定し、根拠に基づい

た搬送（緊急避難、需給調整）を実施することが重

要であることが示唆された。 

また、県外広域避難（愛知県）となった高齢者の

予後は、搬送後死亡が相当数認められており、緊急

避難搬送で仕方がない搬送ではあるものの、異郷

の地での最期を迎えられる方々への対応が必要で

あることを改めて認識させられた。また、避難時点

での年齢・介護度が予後への影響があることから

搬送前の選別時の参考となる可能性があることが

示唆され、今後の搬送基準への反映が必要である。 

 

Ⅴ．人的支援 
・人的資源調整の情報共有体制の整備 
 亜急性期にかけては人的資源の調整体制を整備
し対応することができた。急性期には、福祉に特化
した人員の確保が困難でありDMATが対応した。これ
は今後のモデルケースとなり得る。ただし、DMATか
ら亜急性期対応への移行に1カ月以上を要しており、
課題であった。 
・DWAT等福祉系支援の法的制限と対応遅れ 
 災害救助法上、福祉避難所に指定されていない施
設へのDWAT等の介入が困難で、制度上の制限が早期
支援の妨げとなったが、「みなし福祉避難所」の概
念導入により、支援拡充が可能になった。上記の問
題に対応するためにもDWATの枠組みによる比較的
早期からの施設支援の実施が必要であり、そのため
には法的整備も含めて調整が必要となると考えら
れる。 
・医療/介護の統合的復興戦略の必要性 
 高齢者の生活再建には医療・介護の両面からのア

プローチが不可欠であり、復興戦略においては人口
動態予測や地域の将来像を踏まえた多職種・多機関
による協議の場が必要とされた。 
 

Ⅵ．生活支援 
 必要支援については以下の課題が検討された。 
 
・ライフライン寸断に伴う生活支援機能の代替困
難性 
 入浴・洗濯等の基本的生活支援がについて、ボラ
ンティアや業者との調整が必要となったが、支援資
源の確保と調整に難航した。 
・支援手段の技術的・人的両面での限界 
 入浴支援では物理的な設備（給水・電源・浴槽）
だけでなく、介助者確保が支援実施の前提となり、 
現場調整の煩雑さが課題となった。 
 
Ⅶ．BCPの在り方 
また、輪島市21施設に対する事後アンケートで

は、今回の災害対応で実際の方針決定に際し自施

設BCPの活用状況を確認したところ約40％がある

程度役に立ったと回答していた一方で、約35%が全

く役に立たなかったと回答しており、その理由に

ついては具体的状況の盛り込みがなされていなか

った等が挙げられており今後の課題となっている。 

 

 

Ⅷ．復旧・復興に向けての支援 

 復旧・復興に向けての支援に関しては以下のよ

うな課題が検討された。 
 
・復旧ステップの導入による可視化の意義と限界 
 復旧状況の段階評価（ステップ0〜3）により支援
目標の可視化は達成されたが、それぞれの段階に応
じた柔軟な支援調整を要し、現場に即した対応力の
重要性が示された。 
 
 
E. 結論 

●指揮・調整について 

本研究では、災害対応の指揮・調整における課題

を明らかにし、指揮系統の変更による情報混乱、県

と地域本部の認識の違い、組織間の連携不足、支援

チームの経験不足による影響が支援の妨げとなる

ことを示した。解決には情報共有手順の明確化、デ

ジタルツールの活用、調査手法の改善、人材育成の

必要性を指摘した。今後、指揮・調整の在り方を再

構築し、継続的に改善を重ねることで、より効果的

な災害対応体制を構築が求められる。 

 

●情報システムについて 

災害時の社会福祉施設支援の質の向上を得るた

めには、施設側の負担を軽減しつつ効率的な情報

共有を実現する必要がある。そのためには、情報共

有ツールの汎用性の向上、基礎情報の充実、平時か

らの運用との連続性の確保が求められる。特に、災

害時に即座に活用できる仕組みを訓練・研修を通
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じて強化していく必要があり、今後もシステムの

改善と他組織との連携が不可欠である。システム

面の改善の迅速な対応が困難な場合の対応として

は、平時より上記の論点に対応しうる情報管理に

ついて施設BCPに盛り込む必要性が高いと考えら

れ、それらを踏まえた継続的な研修と訓練の実施

が重要である。 

 
●施設への緊急物資支援について 
 ライフライン代替支援における多層的備えと調
整手段の強化が必要となる。具体的には、災害時に
おける移動入浴車、水循環システム、携帯トイレ、
洗濯代行等の支援資源を事前にマッピングし、自
治体との連携で迅速な展開を可能とする多層的な
備えが求められ、生活支援は「場所・物資・人材」
の3要素が揃って初めて機能するため、包括的な支
援パッケージとして設計・訓練しておく必要があ
る。また、受援者側の負担軽減のために、拠点方式
支援等における運用負担の軽減策の調整が求めら
れるが、最終支援が完了しているところまでを確
認できる体制の構築が必須となる。 
 
●施設避難について 

他地域への避難特に広域避難は、避難者・避難元

施設の両者に大きな影響を与えてしまう可能性が

高いことが明らかとなった。可能な限りの事業継

続支援の強化及び避難が必要な際の避難先の調整

に関する十分な検討が必要と考えられる。また、今

回は局所災害であり隣県での対応が可能であった

ため、避難先からの帰郷調整を含めたこのような

対応を実施することができたが、今後起こり得る

巨大災害の際に同様の対応がとれるかどうか、と

れない場合にどのような対応が必要になるのかに

ついても検討が必要と考えられる。 

 

●人的支援について 

 今回、確立した介護職、SW、ケアマネの動員体制

は有効であり、今後の災害対応にも必須のもので

ある。法制度上の見直しも含め、今後継続的に実施

される体制の整備が必要である。 

 

●生活支援 

 災害時における移動入浴車、水循環システム、携

帯トイレ、洗濯代行等の支援資源を事前にマッピ

ングし、自治体との連携で迅速な展開を可能とす

る多層的な備えが求められ、生活支援は「場所・物

資・人材」の 3要素が揃って初めて機能するため、

包括的な支援パッケージとして設計・訓練してお

く必要がある。また、受援者側の負担軽減のために

、拠点方式支援における運用負担の軽減策の調整が

求められる。 

 

●復旧・復興に向けての支援 
 復旧ステップの導入は有効だったが、DWAT等福
祉支援の早期介入を可能とする法制度上の見直し
（みなし福祉避難所の恒常化など）が求められ、初
動からの専門人材派遣を可能にする体制構築と、医
療・福祉両面を含んだ会議体による中長期的な支援
調整が重要である。  
 最終的には地域の将来人口やニーズを踏まえた上

で、行政・医療・介護福祉関係者による継続的な話

し合いの場を構築し、包括的な復興を目指すことが

求められる。  

 

 

G. 研究発表 

 

１．論文発表 

  なし 

 

２．学会発表 

第30回日本災害医学会総会・学術集会（2025年） 

 

【3月6日】 

DMAT20 周年シンポジウム 4 

DMAT 活動の変遷～保健医療福祉の情報ツール

～

 

・社会福祉施設の被災情報共有ツール 

 国立病院機構本部DMAT事務局 是枝 大

輔

 

【3月8日】 

シンポジウム 6 

高齢者施設と熱中症 

・災害時における高齢者施設での熱中症対策とその

支援  

 国立病院機構本部DMAT事務局 是枝 大輔 

特別企画 能登半島地震を振り返る 6 

「持続可能な保健医療福祉体制と復興」 

・石川県保健医療福祉調整本部が考えていた

事

 

 公立松任石川中央病院 村上 健一 

・社会福祉施設への支援 

 国立病院機構本部DMAT事務局 是枝 大輔 

 

パネルディスカッション 25 

災害のこれまでとこれからを考える～福祉分野～ ・

令和６年能登半島地震における石川県保健医  

 療福祉調整本部 高齢者施設班の活動 
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令和６年度厚生労働行政推進調査事業費（厚生労働科学特別研究事業） 

「令和6年能登半島地震における医療チームの対応の検証に基づく災害時医療提供体制の向上に
資する研究」 
 

分担研究報告書 

「令和 6年能登搬送地震における搬送調整に関する研究」 

研究分担者 中村光伸“ 

(前橋赤十字病院 高度救命救急センター 集中治療科・救急科 センター長兼部長) 

 

研究要旨 

大規模災害時における医療搬送は被災者の生命や機能に強く影響を与える．令和 6 年能登

半島地震における災害超急性期からの医療機関への搬送や搬送調整の実態を，被災地医療

機関へ救急搬送された患者情報から傾向について分析，搬送調整班で実施した搬送調整の

実態の分析，搬送調整に関わる部門や，搬送状況の把握に対する現状の分析により検証し

た． 

その結果，本災害の超急性期は 1月 5日頃まで続いた一方，外傷傷病者の多くは，1月 2日

までに病院に搬送されており，大規模災害時の外傷傷病者の対応は，平時の救急医療の延

長として対応せざるを得ないことが分かった． 

また，搬送調整の多くは施設からの搬送（696 名，38％）であった．この 60～75％を施

設へ搬送できたのは大きな成果であった． 

救助・救出された緊急度の高い傷病者の多く（25～30％）が被災地域で孤立していた．

今後も，孤立地域の可視化および超急性期における同地域への医療的介入を念頭におく必

要がある．一方，現場から消防等により生存している状態で救助された傷病者はごくわず

かであり，医療にとって救出救助支援が最大の優先順位でないことも確認された．透析患

者避難は，早期からあらゆる搬送手段を検討する必要がある．これら，在宅医療について

は，行政や他の医療・介護提供機関等と連携する地域 BCPの策定の推進が必要である． 

施設からの避難において，後方視的な評価では緊急避難の多く（329名）の搬送が需給調

整であったことが示唆された．搬送自体の是非までの検討には至っていないが，避難は被

災者の悲劇につながる可能性もあることを鑑みると，根拠をもった搬送の決定が必要であ

ることが示唆された．「重症患者搬送」，「緊急避難搬送」，「受給調整搬送」の分類を周知す

る必要がある． 

円滑な搬送調整のためには，事前に，災害対応を行う他組織との情報共有や調整システ

ムの構築を行うことや災害発生時に搬送手段の確保をスムースに行うために近隣都道府県

との協定や搬送手段を持つ業者との協定が重要である．また，個人情報の漏洩に考慮した

搬送調整情報の共有を行えるトラッキングシステムの構築が望まれる． 

 

研究協力者 

・秋間七枝（全民救患者搬送協会) 

・稲葉基高（ピースウィンズ・ジャパン） 

・上杉如子（小松市民病院） 

 

 

・小澤和弘（愛知医科大学） 

・小見亘（金沢医療センター） 

・柏屋総一郎（金沢市立病院） 
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・久城正紀（福岡県済生会福岡総合病院） 

・是枝大輔（DMAT事務局） 

・田坂勇太（DMAT事務局） 

・津田雅庸（愛知医科大学） 

・蜂谷聡明（石川県立中央病院） 

・早川達也（聖隷三方原病院） 

・平林篤志（日本医科大学千葉北総病院） 

・藤塚健次（前橋赤十字病院） 

・三村誠二（DMAT事務局） 

・本村友一（日本医科大学千葉北総病院） 

・森川精二（金沢市立病院) 

・矢嶋祐一（DMAT事務局） 

・安間圭一（松任石川中央病院） 

・山内延貴（日本医科大学千葉北総病院） 

 

Ａ．研究目的  

大規模災害時における医療搬送は被災者の生

命や機能に強く影響を与える．そのため，搬

送を調整する機能を災害超急性期から確立さ

せ，他機関との搬送手段などの調整を行う必

要がある．令和 6 年能登半島地震における災

害超急性期の医療機関への搬送や搬送調整の

実態を検証し，搬送調整に関わる特徴や課題

を抽出する 

 

Ｂ．研究方法 

Ⅰ．石川県医療対策課に依頼し，1月 1日～14

日に被災地医療機関（奥能登 4 病院）を救急

受診された患者の疾患名やトリアージ種別，

転帰等の情報を提供いただき，その傾向につ

いて分析を実施． 

Ⅱ．石川県保健医療福祉調整本部（DMAT 調整

本部）搬送調整班で作成した搬送調整シート

や透析患者・在宅酸素担当班，民間救急車の

データをもとに分析を実施． 

Ⅲ．搬送調整に関わる部門や，患者や被災者

の搬送状況の把握に対する現状を分析し今後

の災害時の搬送調整に活かせる課題を抽出． 

（倫理面への配慮） 

・医療機関に受診，搬送されたリスト作成時

には氏名や年齢等個人情報の記載なしリスト

の提供を頂いた． 

・災害時に実際に使用した搬送調整シートに

は氏名や年齢等が記載されているため報告書

作成時には秘匿化に十分に配慮した． 

 

Ｃ．研究結果 

Ⅰ．災害急性期（2024年 1月 1日～1月 14日）

の奥能登 4病院における救急受診の実際 

１．各病院の救急外来の受診状況 

・市立輪島病院：1,666名 

（黒 10名，赤 83名，黄 303名，緑 1269名） 

・珠洲市総合病院：1,241名 

（黒 13名，赤 44名，黄 94名，緑 1090名） 

・公立穴水総合病院：789名 

・公立宇出津総合病院：339名 

（黒 9名，赤 12名，黄 48名，緑 270名） 

→全体の搬送・受診者数の 1－3％が黒，3－5％

が赤，8－18％が黄，76～88％が緑であった． 

 

２．救急受診患者の時間的推移 

（別添資料 4-1参照） 

＜市立輪島病院＞ 

災害に関わる黒の患者は 1月 3日まで，赤の

患者の搬送は 1月 5日まで続いていた．黄の

患者は 1月 5日頃から，緑の患者は 1月 3日

頃から災害に関わらない患者が増えていた． 

＜珠洲市総合病院＞ 

災害に関わる黒の患者は 1月 5日まで，赤の

患者は 1月 3日までに搬送されていた．黄お

よび緑の患者は 1月 7日頃から災害に関わら

ない患者が増えていた． 

＜公立宇出津総合病院＞ 

災害に関わる黒の患者は 1 月 5 日まで，赤の

患者の搬送は 1月 10日まで続いていた．黄の

患者は 1月 11日頃から，緑の患者は 1月 7日
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頃から災害に関わらない患者の割合が増えて

いた 

 

３．救急受診患者の疾病分類 

（１）外因と内因の推移 

＜市立輪島病院＞ 

 

外因のピークは 1 月 2 日，内因は徐々に増加

傾向にありピークは 11日 

＜珠洲市総合病院＞ 

 

外因のピークは 1月 2 日，内因は 1月 3日と 8

日頃にピーク，その後一旦減少するが，1 月

13日頃まで増加していた． 

＜公立宇出津総合病院＞ 

 

外因のピークは 1 月 2 日，内因は 1 月 6 日頃

に急増し，一旦減少するが，1 月 13 日頃まで

増加していた． 

（２）疾患による割合 

内因では，発熱や呼吸器疾患が 50％～70％を

占め．外因では，四肢と骨盤の外傷と体表の

外傷が約 60％を占めた．（別添資料 4-１参照） 

 

４．災害急性期（1月 1日～14日）の奥能登

4病院を救急受診した患者の死亡者について 

奥能登 4病院に 1月 1日～14日の搬送・受診

者の合計は 4,035名であった．うち，黒は 35

名（うち災害関連は 26名：74.2％），赤は 107

名（うち災害関連は 49名：45.8％），黄は 373

名（うち災害関連は 226名：60.6％），緑は 1646

名（うち災害関連は 262名：15.9％）であっ

た． 

死亡者は，49名（黒 35名，赤 12名，黄 2名）

で，災害関連は 33名（黒 26 名，赤 6名，黄 1

名），災害非関連は 16名（黒 9名，赤 6名，

黄 1名）であった． 

病院を受診し，赤・黄とトリアージされたに

もかかわらず入院後に亡くなられた方（14名）

がいて，Preventable deathの可能性もあるが．

それ以上の精査は今回の研究ではできなかっ

た． 

 

Ⅱ．石川県保健医療福祉調整本部 DMAT調整

本部 搬送調整班による搬送調整の実態（透

析患者搬送班，在宅酸素調整班，民間救急車

調整班を含む） 

１．搬送調整を実施した患者等の搬送元，搬

送先 

（１）現場：29名 

（２）避難所：69名 

（小計 98名） 

→県内災害拠点病院：72名 

石川県立中央病院 MCC 

（Medical Check Center）：2名 

県内一般病院：18名 

高齢者施設．自宅等：2名 

いっとき待機ステーション：2名 
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県外医療機関等：2名 

（３）医療機関：918名 

→県内災害拠点病院：604 名 

石川県立中央病院 MCC：36名 

県内一般病院：157名 

高齢者施設．自宅等：2名 

いっとき待機ステーション：3名 

1.5次避難所・避難所：2名 

県外医療機関等：110名 

1.5次避難所・避難所：2名 

（４）高齢者施設等：696名 

→県内災害拠点病院：110 名 

石川県立中央病院 MCC：82名 

県内一般病院：28名 

高齢者施設．自宅等：198 名 

いっとき待機ステーション：204名， 

1.5次避難所・避難所：11名 

県外医療機関等：60名 

（５）1.5次避難所：19名 

→県内災害拠点病院：2名 

石川県立中央病院 MCC：1名 

県内一般病院：4名 

県外医療機関等：12名 

（６）不明：88名 

合計：1819名 

 

（別添資料 4-2参照） 

 

２．搬送調整を実施した患者等のどのような

疾病であったのか（疾患名が判明している方

のみ） 

現場や避難所からは，地震に起因すると思わ

れる外因性疾患が多い．医療機関からの搬送

は，ほぼ内因性疾患．また，高齢者施設や 1.5

次避難所からの搬送した被災者は地震に起因

すると思われる外因性疾患はほぼなし． 

（１） 現場 

外因 8名（骨折，化学熱傷，高度低体温） 

内因 7名（ALS，HOT３L，透析患者を含む） 

（２） 避難所 

外因 28名（クラッシュ症候群，骨折，頭部・

顔面外傷，熱傷，環境異常） 

内因 24名（衰弱，感染症，呼吸器疾患，循

環器疾患，産婦人科疾患等） 

（３） 医療機関 

外因 17名，内因 331名  

（４） 高齢者施設等 

外因 なし，内因 338名 

（５）1.5次避難所 

外因 なし，内因 16名 

 

３．搬送元から搬送手段 

現場や避難所からの搬送は空路の割合が多い．

医療機関や高齢者施設等からの搬送は陸路搬

送が空路搬送にくらべて約 2倍程度．1.5次避

難所から県外への搬送は空路が多く，県内へ

の搬送は陸路であった． 

（１）現場：空路 29名 

（２）避難所：空路 61名，陸路 8 名 

（３）医療機関：空路 310名，陸路 590 名，

不明 18名 

（４）高齢者施設等：空路 221名，陸路 474

名，不明 1名 

（５）1.5次避難所：空路 15名，陸路 4名 

 

４．搬送元からの搬送調整件数の推移 

現場からの搬送は，ほぼ 1月 5日までで，搬

送手段は空路のみであった．避難所からの搬

送は 1月 9日までで，ほぼ空路搬送であった．

医療機関からの搬送は 1月 8日頃がピーク，1
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月 20日以降は急激に減少した．高齢者施設等

からの搬送は，1月 14日頃がピーク，1月 22

日以降は急激に減少した． 

 

 

５．搬送手段の実際 

（１） 空路  合計 713名 

自衛隊 457 名 

消防  146 名 

ドクターヘリ 87名 

警察  11名 

PWJ  7名 

海上保安庁 5名 

（２） 陸路      合計 1081名  

DMAT車両 195 名 

消防救急車 196 名 

民間救急車 621 名 

自衛隊救急車 69名  

 

６．緊急時医療に対するアプローチ 

（１）アクセス出来ない避難所への対応 

1月 2日～4日の避難所からの自衛隊等の空路

による搬送者に緊急度が高い疾患が含まれて

いたことから，アクセスの出来ない避難所の

可視化が必要であると判断．自衛隊や石川県

警察，石川県内の消防，DMAT からの情報をも

とに，珠洲や輪島の陸路でアクセスが困難で

ある避難所リストを作成．防災科学研究所に

依頼し ISUTを用いて地図にマッピングを行い

可視化した．その可視化した情報を各地域に

共有し，自衛隊や PWJ等の協力を得て道路啓

開や空路でのアプローチを行ってもらい緊急

治療が必要な傷病者の搬送をおこなった． 

 

（２）透析患者の搬送（別添資料 4-3参照） 

断水により透析治療にアクセスできない奥能

登４病院の透析患者について避難調整を実施

した．県透析連絡協議会と連携し，透析連絡

協議会が搬送先のマッチングを担当し，透析

患者搬送班が搬送フローの確立と搬送手段の

確保を行った．2日はバスでの搬送を企図した

が，バスは通行不可，空路搬送にとどまった．

そこで 3日には自衛隊救急車での搬送を企図

した．しかし，深刻な渋滞に阻まれ，珠洲か

らの搬送はできなかった．透析の時間的制約

も鑑み，4日は航空機での搬送も交え搬送を実
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施した． 

①搬送患者数 

搬送患者数は以下の通り．調整分に加え，

孤立集落からの救出など，透析避難班が

関与せずに搬送された患者を含めて 154

名，さらに自力で移動した患者 13名を合

わせ，合計 167名の搬送を実施した． 

 

②課題 

透析患者避難は指揮系統確立前に実施さ

れる可能性が高いため，平時から県調整

本部と活動拠点本部の役割分担を明確に

し，組織体制を整備することが不可欠で

ある．また，避難患者数や搬送資源の見

積もり，避難先の計画を十分に検討し，

迅速かつ確実な避難を可能にする体制を

構築する必要がある．さらに，情報伝達

のルールや手順を明確化し，ITツールを

活用することで，円滑な連携を実現し，

より効果的な避難対応を可能とする体制

を整備すべきである． 

（３） 在宅酸素患者の対応 

①在宅酸素を行っている患者の概要 

・石川県全体：約 3,400名 

・能登地域：約 450名 

②石川県保健医療福祉調整本部での対応 

在宅酸素業者 3社でほぼカバーしており

この 3社の担当者とコンタクトを取り対

応 

＜時系列＞ 

1月 2日：石川県保健医療福祉調整本部内

で在宅酸素担当班対応開始 

3社合計で約 100名と推察 

1月 4日：3社合計で約 50名と連絡不可 

1月 5日：3社合計で 23名と連絡不可 

1月 6日：3社合計で 17名と連絡不可 

→市町村に連絡し避難者リストからも所

在確認を開始 

1月 7日：3社合計で 7名と連絡不可 

  →各指揮所から自衛隊・警察・DMATへ訪

問し安否確認を開始 

1月 11日：すべての利用者と連絡可 

③在宅酸素患者の搬送 

救急車搬送の記録はなし 

在宅酸素業者で把握していた搬送は，

DMAT隊等による 6名のみ 

④酸素ボンベステーション 

（別添資料 4-4参照） 

震災直後より交通事情で業者が被災地内

で利用者に酸素ボンベを届けることが困

難であった．そのため業者が配達可能な

公立能登総合病院まで配送してもらい，

そこから DMAT車両で市立輪島病院，珠洲

総合病院の各支援指揮所に酸素ボンベス

テーションを設置し，利用者に各病院ま

で取りに来てもらうことで供給継続 

⑤課題 

・在宅酸素対応に関して，早期に在宅酸

素業者との連絡体制を確保し，業者が   

確保している連絡手段も活用しながら

早期に対応が重要である．特に在宅人

工呼吸器の場合緊急性が非常に高く，

災害発生時に直ちに取り組む必要があ

る． 

・酸素ボンベの供給は，陸路でのアクセ

スが困難な場合業者では対応できない

ため，DMATでの酸素ボンベ搬送も含め

早期に確保が必要となる．能登半島地

震で開設した，酸素ボンベステーショ

ンなども考慮すべきである． 

・業者が把握している患者情報の伝達は 
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個人情報保護により，氏名の提供にお 

いて障壁があり，今後行政との折衝や， 

法的な観点からも解決の必要がある 

 

７．搬送分類による実態 

（１）重症患者搬送（当該医療機関では診療・

救命困難な患者の搬送）（171名） 

①現場からの搬送：29名 

②避難所からの搬送：69名 

③医療機関（富来病院，柳田温泉病院以外）

からの搬送：73名 

１）対象：ドクターヘリで搬送した患者 

２）搬送元医療機関 

・珠洲市総合病院 ：39名 

・市立輪島病院  ：9名 

・公立宇出津病院 ：9名 

・公立穴水病院  ：12名 

・公立能登総合病院 ：3名 

・石川県立中央病院 ：1名 

３）搬送患者の疾患 

内因：48 名，外因：19 名，透析：5 名，

産科：1名 

分類 総数

呼吸器疾患 15

消化器疾患 10

感染症 7

循環器疾患 6

中枢性疾患 3

婦人科疾患 1

腎泌尿器科疾患 1

その他 5

四肢・骨盤 11

クラッシュ 3

脊椎・脊髄 2

環境異常 1

頭部・顔面 1

熱傷 1

透析患者搬送 5 透析 5

産科搬送 1 36週 1

内訳

48内因性

19外因性

 
 

（２）緊急避難搬送（当該医療機関等の環境

で耐えられない患者の搬送）（494名） 

病院や施設の被災状況評価を行い，0群および

Ⅰ群に分類された病院や施設が対象となる 

①医療機関からの搬送 

・町立富来病院：39名 

・柳田温泉病院：77名 

・辻口医院  ：13名 

②高齢者施設等からの搬送：365名 

・輪島市 ：80名 

・珠洲市 ：182名 

・能登町 ：70名 

・穴水町 ：0名 

・中能登町 ：0名 

・志賀町 ：33名 

・七尾町 ：0名 

 

（３）受給調整搬送（当該医療機関等のダウ

ンサイズのための患者搬送）人的・物的支援

を並行して実施 

病院や施設の被災状況の評価を行い，Ⅱ群に

分類された病院や施設が対象となる（1046名） 

①医療機関からの搬送：717人 

１）対象：重症患者搬送および緊急避難  

搬送以外の患者 

２）搬送元医療機関 

・珠洲市総合病院 ：154名 

・市立輪島病院  ：230名 

・公立宇出津病院 ：98名 

・公立穴水病院  ：156名 

・公立能登総合病院 ：78名 

・石川県立中央病院 ：1名 

②高齢者施設等からの搬送：329名 

・輪島市 ：167名 

・珠洲市 ：110名 

・能登町 ：0名 

・穴水町 ：40名 

・中能登町 ：0名 

・志賀町 ：0名 

・七尾町 ：12名 

 

８．民間救急車の調整 

（１）搬送数と搬送数の推移 
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1月 3日～石川県医療対策課からの依頼を

受けて DMAT調整本部の依頼で行った搬送→

計 621件 

 

（２）待機車両と稼働車両数 

1月 3日に 4台搬送車両を準備，1月中旬に

は 18台まで待機および稼働していた．1月

23日までは，待機車両をほぼすべて稼働し

搬送を行っていた． 

 

（３）搬送元 

被災地内：283件（病院 47件，施設 223件，

SCU 10件，透析関連 3件） 

被災地外：338件（病院 192 件，避難所 24

件，SCU 119件） 

 

（４）搬送先 

被災地内：6件（施設 1件，避難所 1件，SCU4

件） 

被災地外：615件（病院 264件，施設 114

件，避難所 197件，SCU 40件） 

 

（５）課題 

①費用支弁 

能登半島地震搬送協力の段階では DMAT

との協定締結前であり石川県との協定も

ない中で活動を開始．県職員の方や DMAT

の協力を受けなんとか請求をかけること

ができた．あらかじめ県との協定を結ぶ

ことができていれば予算を確保していた

だけるなど業務請負も円滑に進かと思わ

れる． 

②待機車両 

今回災害救助法での費用支弁となったが

待機車輌には支払いがなされなかった．

しかし，いつでも出動できるように整え

る車輌待機の間も業務時間であり，特に

冬の北陸ということでの温度調整のため

ガソリンの消費現地に来るための交通費，

宿泊費などもかかってくる．そのような

ことを踏まえた上で精算ができたらと考

える． 

 ③宿泊場所の確保 

各事業所が宿泊場所の確保をしたが，日

が進むにつれ予約を取ることが難しくな

り災害支援協力にあたりまず宿泊場所の

確保をしてからとお願いをすることが多

くなった．宿泊場所の確保があれば車両

の待機所を複数箇所作ることも可能でよ

りスピードアップした搬送も可能になる． 

 ④医療救護の証明書＋県からの要請文 
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高速道路が無料になる措置が取られてい

たとのことを後半になって知り県職員の

方にお願いして発行してもらった．初動

の段階から使用できると協力へのハード

ルが低くなる． 

 ⑤民間救急と呼ばれるものの質の差 

民間救急と称することに制約や規律がな

いため，その事業者の資質などを図るも

のがない．全民救では災害時搬送研修会

や技能維持に努め内閣府の訓練などにも

参加させてしているが，何かしらの研修

を受けていない事業者と非常時に協働す

ることの難しさも感じる．共通意識がな

いために起こる認識のずれやビジネスベ

ースで考える方々の過剰な SNS配信など

モラルの欠如，過剰な請求など想像して

なかった事態の対応に策を講じることに

なった．今後，災害に派遣さえる可能性

のある民間救急の業者には災害時搬送研

修を受けてもらうよう必要があると考え

る． 

 

９．災害超急性期（1 月 1日～5日）の赤患者

の病院到達状況について（別添資料 4-5参照） 

※1月 5日までにした根拠：前述の現場や避難

所から直接医療機関に搬送調整した件数は 2

日～5日までに集中していること 

（１）奥能登 4病院に 1月 5日までに救急受

診されたトリアージ赤の患者と現場や避難所

から救出・救助され医療機関に救急搬送され

たトリアージ赤の患者の割合 

 

トリアージ赤患者のうち 25％（25/102）が，

現場や避難所から救出・救助され医療機関

に救急搬送されていた． 

 

（２）奥能登 4病院に 5日までに救急受診さ

れたトリアージ赤の患者（外因）と現場や避

難所から救出・救助され医療機関に救急搬送

されたトリアージ赤の患者（外因）の割合 

 

トリアージ赤患者（外因）のうち 30％（20/66）

が，現場や避難所から救出・救助され医療機

関に救急搬送されていた． 

本災害では，道路など寸断により，陸路によ

る消防を含む医療資源が現場や避難所にたど

りつけなかった．そのため，約 30％のトリア

ージ赤の患者が，医療機関までたどり着けず

に現場や避難所に取り残されていたことがわ

かった． 

 

Ⅲ．搬送調整に関わる部門や，患者や被災者

の搬送状況の把握に対する現状 

 

１．搬送調整部門の役割および課題 

＜組織図＞ 

 

（１）石川県保健医療福祉調整本部（DMAT調

整本部）搬送調整班 

①搬送フローの決定・周知 

戦略的に患者搬送を行うために，搬送の

原則（搬送元と搬送先，搬送ルート，搬

送手段など）を決定し周知する．搬送フ

ローは災害のフェーズなど状況変化によ

り適宜更新． 

②搬送手段の確保 
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１）陸路搬送 

・DMAT車両 

・民間救急 

・消防車両 

・自衛隊車両 

・海上保安庁車両 

・警察車両 

・バス協会（都道府県との協定に基

づく） 

・タクシー協会（都道府県との協定

に基づく） 

２）空路搬送 

・ドクターヘリ 

・医療ヘリコプター（PWJ） 

・自衛隊ヘリコプター＊ 

・消防，防災ヘリコプター＊ 

・海上保安庁ヘリコプター＊ 

・警察ヘリコプター＊ 

＊航空運用調整班内で調整 

３）水路搬送 

能登半島地震では海路搬送について

自衛隊に相談を行った．地震による

港の損傷のために船舶への乗せ下ろ

しに半日以上を要する可能性が高い

という情報から活用を見送った． 

③搬送元・搬送先・ヘリ離発着場／船着き

場などとの連絡調整（実オペレーション

支援） 

搬送調整班が調整を行ったオペレーショ

ンに関して，搬送元，搬送先，搬送者・

搬送支援者，経由地などと適宜連絡を取

り，搬送の支援を行った． 

④能登半島地震対応での課題 

１）トラッキングシステムの不十分さ 

２）搬送ニーズの緊急性／分類が不明瞭

のため調整の優先順位や搬送手段の

決定など難しかったこと 

３）民間救急車に関わる費用支弁が行わ

れるか不明な中オペレーションが進

んだこと 

４）施設からの搬送では，施設との情報

のやり取り（患者の医学的情報の欠

如・本人同定の方法・本人に付随す

る情報や荷物の搬送など）が不十分

であったこと 

５）施設からの緊急避難搬送では，石川

県内・富山県内・福井県内に搬送先

が見つからず，中部地区および全国

への依頼で，愛知県・茨城県・千葉

県が受け入れを表明した．結果的に

愛知県へ計 68名の方の搬送が実現し

た．2025 年 3 月時点で，68 名中 32

名の方が石川県内に転院（所）され

ている．しかし，19 名の方が愛知県

内の医療機関や高齢者施設でお亡く

なりになっている．19 名のうち 16

名は要介護４以上の方であった．今

後の災害時の緊急避難搬送や需給調

整搬送時には，搬送する対象や搬送

先に配慮する必要があるかもしれな

い．  

 

（２）航空運用調整班・ドクターヘリ調整部 

DMAT 調整本部から航空運用調整班に参画する

空路医療搬送リエゾン部門 

①航空医療搬送ニーズの把握 

１）他機関による現場ピックアップ事案 

２）ドクターヘリ本部からの他機関ヘリ

搬送依頼事案 

・ドクターヘリホットラインからの

搬送ニーズ（重症度が高い搬送ニー

ズ） 

・DMAT 調整本部 搬送調整班で収集

された搬送ニーズ（病院避難，ダウ

ンサイジングを目的とした搬送ニー

ズ） 
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３）行政からの依頼事案（孤立地域調査，

ピックアップ依頼） 

②調整事項 

１）搬送手段 

２）搬送先医療機関 

３）離発着場所 

４）離発着場所地上支援機関 

５）搬送元・先と離発着場所間の陸路搬

送手段 

③搬送患者情報管理 

１）ドクターヘリ調整部が関わる空路搬

送事案に関しては Google spread 

sheetで管理 

２）その他の事案に関しては各機関での

管理 

④航空機運航管理 

航空運用調整班における全ての関係機関

航空機の運航管理体制はなし（各機関が

自身の航空機運航管理を行うのみ）．本災

害では一定期間ドクターヘリ運航会社に

よる運航管理体制あり 

⑤関係機関連携体制 

本災害では定期ミーティングの開催，ド

クターヘリ調整部が各事案の調整事項を

ホワイトボードにまとめることで調整を

行なった 

⑥令和 6年能登半島地震での課題 

１）関係機関の連携体制 

具体的な依頼方法，依頼における必

要な情報や条件，協力体制など決ま

りがない 

２）航空運用調整班における全ての関係

機関航空機の運航管理体制 

各機関が自身の航空機の運航管理を

行うのみであったため，離発着場所

での上空待機渋滞が多数発生し，安

全面としても危惧された． 

３）陸路搬送手段の確保 

被災地内の医療機関から離発着場所

までの陸路搬送手段，被災地外の離

発着場所から医療機関までの陸路搬

送手段の確保が困難であった． 

（３）ドクターヘリ本部 

①航空医療搬送ニーズの把握 

ドクターヘリホットラインをドクターヘ

リ本部におき，ドクターヘリ本部を運航

管理室に隣接して設置することでニーズ

を集約 

②ドクターヘリ調整部（航空運用調整班）

との事案共有 

能登半島地震においては，Google spread 

sheetを用いて事案をリアルタイムで共

有した 

③ドクターヘリ群の指揮 

１）フライトドクターへの事前連絡 

２）出動ドクターヘリ基地病院運航管理

室（CS）との連携 

・石川県内の主要な搬送先医療機関

（石川県立中央病院，金沢大学付属

病院，金沢医科大学病院，公立能登

総合病院，恵寿総合病院）に搬送す

る際の連絡手順書（平時石川県 CSが

使用）を発災後，派遣ドクターヘリ

基地病院 CSに配布した 

・石川県内において，消防の着陸支

援が不要な医療機関（病院併設ヘポ

ートを有する医療機関）は，石川県

立中央病院，金沢大学付属病院，公

立能登総合病院．恵寿総合病院が該

当する．他の医療機関への離発着の

際には各管轄消防の離発着支援が必

要である 

３）フライトドクターへの出動指示 

④ドクターヘリ運航に係る消防関係機関と

の調整 

１）被災地内消防（搬送元医療機関の管
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轄消防）との連携 

・出動先の管轄消防（現場出動におい

ては要請元消防）に出動ドクターヘ

リの名称を伝える．以後，ドクター

ヘリ運航に必要な連携を，出動ドク

ターヘリ基地病院運航管理室（CS）

と行うよう依頼 

・転院搬送事案においては事案内容（搬

送元医療機関名，搬送先医療機関，

患者情報）も合わせて伝え，離発着

場の安全管理を依頼する．また搬送

元医療機関と離発着場への患者搬出

手段を調整するよう依頼 

２）被災地外消防（搬送先医療機関の管

轄消防）との連携 

・原則，各出動ドクターヘリ基地病院

運航管理室が直接連携するよう調整

した 

⑤医療機関との調整 

１）被災地内医療機関との連携（転院搬

送事案） 

・出動ドクターヘリの名称，搬送先医

療機関名（ドクターヘリ本部で調整

した場合）を伝える 

・患者搬出の見込み時間にあわせて消

防に連絡するよう指示する 

・石川県では平時のドクターヘリでの

転院搬送の際，ヘリポートがない医

療機関（＝消防の離発着支援が必要

な医療機関）からの搬送の場合は，

搬送元医療機関から 119番通報し消

防に連絡していることから，本災害

においても 119番通報するように指

示した 

２）被災地外医療機関との連携 

・事案内容，患者情報を被災地外医療

機関に連絡し，受け入れ依頼を行う 

・本災害では，現場出動事案の搬送先

医療機関選定は原則ドクターヘリ本

部が行った．消防からドクターヘリ

本部（石川県ドクターヘリ CSホット

ライン）に入電した情報をもとに，

ドクターヘリ本部から被災地外医療

機関に応需依頼をおこなった．原則，

搬送先決定後にドクターヘリ群に対

し出動指示を行った 

・本災害では，搬送先未定の転院搬送

事案も応需し，ドクターヘリ本部か

ら被災地外医療機関に応需依頼を行

った 

（４）ブロック内でのドクターヘリ派遣調整 

 ①運用 

中部ブロックは，静岡県，愛知県，三重

県，長野県，富山県，石川県，福井県，

岐阜県の 8 県で構成され，連絡担当基地

病院は，静岡県西部機基地病院の聖隷三

方原病院である．中部ブロックでは，1

月 1 日 19 時 13 分，即ち発災後概ね 3 時

間で，ブロック内の各ドクターヘリの被

災状況を確認の上，翌日朝からの愛知機，

信州松本機の被災県である石川県への派

遣について，実務上の調整を終えた．な

お，石川県からの正式な要請は，22時 46

分に行われた．また，参集拠点は，小松

空港とした．中部ブロックとしての支援

活動は，1 月 2 日より 2月 15 日まで継続

した． 

具体的な被災地支援活動は，展開可能日

に，被災県も含めて 3-5 機での対応を基

本とした．冬季の北陸地方の天候状況よ

り，1 月中の展開可能日は，15 日間であ

り，このうち 5 機展開（被災県，隣接 2

県，輪番 2機）できたのは 7日間，3機展

開（被災県，隣接 2 県）可能であったの

は 8日間であった． 

支援活動は，地域医療搬送を実践，当初
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予想よりも長期間の支援が必要となった．

また，一回あたりの出動時間が長かった

が，これは，搬送距離が長いことによる

もののほか，離着陸場までの搬送車両の

確保の調整に難渋したことによる．また，

天候不良により展開可能な日が少なかっ

たが，支援可能日は，輪番で展開した 2

機は，日帰りで対応することとなり，結

果として，支援疲れが起こらなかった，

という一面も指摘できる． 

 ②課題 

富山空港での待機は実現できず，駐機場

の確保について予め調整が必要であるこ

とが示唆された． 

災害時のドクターヘリの円滑な連携を実

現するためには，平時より，地域ブロッ

ク単位で，構成各県知事とドクターヘリ

基地病院管理者の間での協定締結がなさ

れていることが有効であり，さらに，訓

練等の実施で明らかとなってくる細部の

課題の調整を行う会議体等の設置が必要

であろう．さらに，各都道府県は，ドク

ターヘリ運航要領への災害時のドクター

ヘリの運用方法について，具体的記載を

行う必要がある．また，医療法に基づく

「保健医療計画」，災害対策基本法に基づ

く「医療救護計画」に，災害時のドクタ

ーヘリの役割について，記載する必要が

ある． 

 

２．患者トラッキングシステムの現状と課題 

（１）概要 

本災害では，多数の傷病者が発生し，広

範囲にわたる搬送が行われた．しかし，

従来の搬送システムでは，患者の最終的

な搬送先や転帰を正確に把握することが

困難であり，情報共有の遅延や混乱が生

じるなどの課題が浮き彫りになった．こ

れらの課題を踏まえ，今後の災害医療体

制の強化に向けて，新たなトラッキング

システムの構築を提言する． 

（２）現行の課題 

能登半島地震における患者搬送では，以下

の点が課題として挙げられる． 

①当初は Google spread sheet を用いて

行っていたが，個人情報の漏洩におい

て脆弱であることを理由に災害途中で

共有システムの変更をせざるを得なか

った．そのため，トラッキング情報の

保存と引継ぎが困難となり，災害対応

後の検証においても十分に行うことが

難しくなることにつながった． 

②最終的なトラッキングの困難性: 搬送

後の患者の所在や転帰が不明確になる

ケースが多数発生した．特に，広域搬

送や複数の医療機関を経由する患者に

おいて，情報伝達の遅延や欠落が見ら

れた 

③情報共有の遅延と混乱: 搬送に関与す

る医療機関や関係機関間で，患者情報

の共有が円滑に行われず，情報伝達手

段や標準化の欠如により，さらなる遅

延や混乱を招いた． 

（３）新トラッキングシステムの提案 

①システムの主な機能 

・入力する側が簡便であることが重要

である（入力アプリなど）． 

・患者基本情報: 氏名，年齢，性別 

・傷病情報: 傷病名，重症度，バイタ

ルサイン（意識レベル，血圧，脈拍，

体温，呼吸数，酸素飽和度），カテゴ

リー，患者状態と処置（人工呼吸器

の有無，酸素の有無，吸引の有無，

点滴の有無） 

・搬送情報: 搬送元情報（施設名，担

当者名，連絡先），搬送先情報（施設
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名，担当者名，連絡先），搬送手段（消

防救急車，救護班救急車，自衛隊車

両，民間救急車，その他車両，ドク

ターヘリ，消防防災ヘリ，自衛隊ヘ

リ，他ヘリ），搬送調整の優先度，搬

送状況（搬送未，搬送中，搬送済），

経由地，最終搬送場所 

②システム導入の効果 

・患者情報の正確な把握と共有: 関係

機関が患者情報をリアルタイムで共

有し，搬送後の転帰を追跡すること

で，迅速かつ適切な医療を提供． 

・搬送の効率化と迅速化: 優先度の明

確化による重症患者の迅速搬送や遅

延防止． 

・医療機関の負担軽減: 情報共有によ

る事務負担削減と的確な医療提供． 

・災害医療体制の強化: トラッキング

データを用いた課題分析と改善策の

策定． 

③システム導入の注意事項 

・搬送調整情報を共有するうえで患者

の個人情報の漏洩には十分に配慮す

る必要がある 

 

Ｄ．考察  

１．超急性期医療ニーズと Preventable death 

奥能登 4 病院の救急診療実績で，災害に関わ

る救急診療は，ほぼ 1 月 5 日までに行われて

いた．また，災害現場や避難所からの救助・

救出による被災地外の医療機関への直接搬送

も一部を除いては 1 月 5 日までに行われてい

る．さらにドクターヘリで搬送した重症患者

搬送の疾患名を確認すると，1 月 5 日までは，

骨盤骨折やクラッシュ症候群など緊急度・重

症度が高い疾患が多く，1月 6日以降は，内科

的疾患が増えている． 

つまり，本災害において，超急性期は 1 月 5

日頃まで続いたと考えられる．医療機関まで

の道路の寸断によるアクセス障害および，空

路医療搬送を妨げる能登半島特有の天候が超

急性期の対応に影響を与えたと考えられる． 

一方，緊急治療を要する災害に関わる外傷傷

病者の多くは，1月 2日までに被災地内の医療

機関に搬送されていた．今回の災害の地理的

特異性のみならず，大規模災害時においても

DMAT 等の災害医療支援が発災後 24 時間以内

に本格化することは困難であると考えられる

ので，災害時における外傷傷病者の対応は，

近隣医療機関（災害拠点病院）での収容やド

クターヘリの運用など平時の救急医療の延長

として対応せざるを得ないことを示している． 

Preventable deathの有無については，病院に

搬送され，赤・黄とトリアージされたにもか

かわらず入院後に亡くなられた方（14 名）が

該当する可能性もあるが，具体的な診療内容，

非災害時での治療方針や搬送体制について確

認するなどさらなる，精査を進めることが必

要である．  

 

２．本災害における搬送調整の特徴 

本災害において，計 1,819名の搬送調整を実

施した．そのうち，施設からの搬送調整は，

696名であり，全体の 38％を占めた．また，

施設からの搬送先として，県内医療機関には

計 220名（31％），県内高齢者施設や避難所に

は計 413名（59％）が搬送されていた．施設

からの搬送調整の割合が多いことは本災害の

特徴である．また，医療機関の病床の圧迫を

考慮し約 6割を金沢以南などの被災地外の高

齢者施設や避難所，いっとき待機ステーショ

ン等に搬送出来たことも特徴の一つである．

また，県内医療機関への 220名の搬送も，そ

のうち 82名は石川県立中央病院 MCC受診後い

っとき待機ステーションに流れているケース

も多数いることも鑑みると，施設入所者の県
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内高齢者施設や避難所への搬送の割合は 6割

を大きく上回る（最大 75％）可能性があるこ

とも示唆された． 

搬送経路において，全体の約 39％にあたる 713

名が空路による搬送されていた．中でも自衛

隊機により 457名が搬送された．また，民間

救急車で 621名搬送されており，陸路搬送の

約 57％（全体の 34％）にあたる．空路搬送の

割合が多いこと，陸路搬送では民間救急車に

よる搬送が多いことも特徴である． 

 

３．孤立地域からの災害超急性期における医

療搬送の必要性 

本災害では，道路の損傷により被災者が生活

している場（自宅や避難所）から医療機関へ

のアクセスが寸断された．過去の災害では，

医療機関からの搬送が主体であったが，1月 2

日からの搬送調整において，自衛隊等による

現場や避難所から救助・救出した傷病者が緊

急度や重症度が高いため医療機関への搬送依

頼が相次いだ．このため，避難所に緊急度や

重症度が高い医療介入が必要である傷病者が

取り残されている可能性が示唆され，陸路で

はアクセス出来ない避難所の可視化を行い，

自衛隊や PWJ 等の協力を得て道路啓開や空路

からアプローチを実施してもらった． 

また，このような現場や避難所からの救出・

救助が続いた 1 月 5 日までに，奥能登 4 病院

に搬送された赤患者と現場や避難所から救

出・救助され医療機関に搬送された赤患者の

割合を比べてみたところ，25％～30％の赤患

者が自力もしくは消防救急車で直接医療機関

を受診もしくは搬送できていないことがわか

った． 

つまり，今後，孤立地域が出来る大規模災害

においては，孤立地域の可視化および超急性

期における同地域への医療的介入を他組織と

協働して行わなければならない． 

さらに，1月 5日までに，現場から消防等によ

り生存している状態で救助された傷病者は 3

名のみであった． 

よって，災害急性期において，「病院における

診療体制整備」，「避難所等からの医療搬送体

制構築」，「災害現場からの救助後の医療介入

体制構築」のどこに医療資源の配置を優先す

るかを考えた時に「病院における診療体制整

備」＞「避難所等からの医療搬送体制構築」

＞「災害現場からの救助後の医療介入体制構

築」であることが確認された． 

 

４．透析患者への早期搬送先調整の必要性 

大規模災害時に多くの維持透析患者の生命維

持には発災 3日以内に透析できる施設へのア

クセスが必要となる．発災当日に被災地域内

の透析患者の把握や搬送先の選定を実施した

としても，当日の搬送開始は時間的に厳しい

ことが予測される．つまり，残された時間は 2

日間しかない．本災害において，1月 2日，3

日にバスや自衛隊車両による大量搬送を計画

したが，道路の寸断や渋滞の影響により計画

変更を余儀なくされた．1月 4日には，天候が

回復し大型輸送機 CH-47による搬送が実現で

きた．もし，天候が回復していなければ，珠

洲や輪島からの搬送完了は難しかった可能性

があった．この事から，道路の寸断や渋滞な

どの状況や空路搬送が可能な天候が維持され

ない可能性も考慮し，自衛隊機（CH-47）によ

る空路搬送を搬送計画当初より念頭において

おく必要がある． 

透析患者避難は，指揮系統確立前に実施され

る可能性が高いため，平時から県調整本部と

活動拠点本部の役割分担を明確にし，組織体

制を整備することが不可欠である．また，避

難患者数や搬送資源の見積もり，避難先の計

画を十分に検討し，迅速かつ確実な避難を可

能にする体制を構築する必要がある．さらに，
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情報伝達のルールや手順を明確化し，ITツー

ルを活用することで，円滑な連携を実現し，

より効果的な避難対応を可能とする体制を整

備すべきである． 

 

５．在宅酸素患者への対応，業者との事前調   

整が必須 

在宅酸素対応に関して，早期に在宅酸素業者

との連絡体制を確保し，業者が確保している

連絡手段も活用しながら早期に対応が重要で

ある．特に在宅人工呼吸器の場合緊急性が非

常に高く，災害発生時に直ちに取り組む必要

がある． 

酸素ボンベの供給は，陸路でのアクセスが困

難な場合業者では対応できないため，DMATで

の酸素ボンベ搬送も含め早期に確保が必要と

なる．能登半島地震で開設した，酸素ボンベ

ステーションなども考慮すべきである． 

また，業者が把握している患者情報の伝達は

個人情報保護により，氏名の提供において障

壁があり，今後行政との折衝や，法的な観点

からも解決の必要がある． 

また，病院等の一定程度の規模を持つ医療機

関では，事業継続計画（以下「BCP」という）

の策定等を通じて，災害時における医療提供

体制が強化されつつある．しかし，在宅酸素

などの在宅医療については，診療所や小規模

な病院でも実施されており，また，患者が機

関外にいるという特性があり，災害時には自

機関の施設の事業継続に加え，在宅医療の提

供継続のため，在宅酸素療法の処方を行う医

療機関の医師が処方時に患者に対して，災害

時の個人情報の提供の了承を得ておくことな

ど，診療所や小規模な病院でも BCPを整備す

るとともに，行政や他の医療・介護提供機関

等と連携する地域 BCPの策定の推進が必要で

ある． 

 

６．医療搬送目的は妥当であったのか？ 

今回の搬送調整の結果，医療搬送は，「重症患

者搬送」，「緊急避難搬送」，「受給調整搬送」

の 3つに分類すべきであると考えられた． 

本研究においては，「重症患者搬送」の対象は，

現場や避難所からの搬送された患者および医

療機関からのドクターヘリにより搬送された

患者と定義した．ドクターヘリによる搬送は 1

月 2日～1月 30日まで実施されている．その

中で，災害に関わる搬送は 1月 5 日までが多

く，緊急度・重症度が高い疾患が多い．1月 6

日以降は，災害に関わらない内科的疾患の割

合が増加している．非災害時にドクターヘリ

で搬送される脳梗塞や心不全などの疾患が多

く，ドクターヘリを搬送手段として選択して

いる妥当性が示唆された．  

また，本研究において，後方視的に被災状況

評価により 0群およびⅠ群に分類された医療

機関や施設からの搬送を「緊急避難搬送」，Ⅱ

群に分類された医療機関や施設からの搬送を

「受給調整搬送」と分類した．しかし，本災

害において，搬送調整部門では，施設からの

搬送については，1月 18日までに環境で耐え

られない被災者に対して「緊急避難搬送」を

実施し，1月 19日からはダウンサイズのため

の「受給調整搬送」が実施された．1月 2日～

1月 18日に施設から搬送した被災者は 527名

であり，その中でⅡ群に分類された施設から

の搬送は 226名であった．また，1月 19日～2

月 4日に施設から搬送した被災者は 168名で

あり，その中で 0群，Ⅰ群に分類された施設

からの搬送は 64名であった．また，0群，Ⅰ

群に分類された施設からの搬送で 1月 18日ま

でに搬送された被災者 301名であり 82％の方

が搬送されていた．しかし，Ⅱ群に分類され

た施設からの 1月 18日までに搬送された被災

者は 329名であり 68％が「緊急避難搬送」と

して搬送調整をされていた．結果として施設
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からの搬送は，本来「受給調整搬送」による

搬送が「緊急避難搬送」として調整されてお

り，オーバートリアージであった可能性が示

唆された．ただし，1 月 18日までに施設へ人

的・物的支援が十分にできたわけではないの

で，Ⅱ群に分類された施設からの 1月 18日ま

でのすべての搬送がオーバートリアージであ

るとはいえない． 

高齢者の避難は転地のストレスによる健康へ

の影響のみならず，場合によっては異郷，望

まない地での死亡を強いる悲劇につながる可

能性がある．したがって，最も重要なことは，

当該施設が被災者の住居である場合，被災状

況評価など「搬送」の根拠をもって実施を決

定しなければならないことであることが改め

て確認された． 

 

７．航空運用調整班における医療搬送体制の

構築が急務 

都道府県保健医療福祉調整本部（DMAT 調整本

部）搬送調整班における，他組織の搬送手段

の調整については航空運用調整班がある．航

空運用調整班は，空路搬送手段をもつ自衛隊

や警察，消防，海上保安庁などと搬送手段の

提供の調整を行うが，十分にその機能は検討

されていないのが現状である． 

本災害においても，航空運用調整班をだれが

統括するのかは決まっておらず，各組織が各

組織の空路手段を管理する状態であった． 

また，他機関との搬送手段の調整において空

路のみを調整するのではなく，道路の状況や

天候などにより陸路や水路の調整も必要とな

る．現在，都道府県保健医療福祉調整本部

（DMAT 調整本部）における組織図には，航空

運用調整班としか記載されていないため，今

後，陸路医療搬送調整担当，航空医療搬送調

整担当と明記し，各都道府県において他組織

との医療搬送体制の構築を迅速に行わなけれ

ばならない． 

 

８．災害時の医療搬送に必要となるドクター

ヘリや民間救急の業者との事前協定が重要 

発災後，医療搬送を担う搬送手段の確保は非

常に重要である．災害急性期の重症者の搬送

にはドクターヘリが有効である．そのため，

発災後に迅速に被災地に参集するドクターヘ

リを決定する必要がある．本災害では，石川

県が属する中部ブロックでの調整が非常に有

用であった．  

また，本災害において民間救急車の協力が無

ければ本災害の陸路による医療搬送は成り立

たなかった可能性がある．しかし，民間救急

車の業者と各都道府県は費用支弁を含め協定

は締結されていない．  

今後，参集するドクターヘリ群の駐機場を予

め決めておくことやブロック単位で各県知事

やドクターヘリ基地病院管理者間での協定締

結を行うことが重要である．また，災害に医

療搬送に有用である民間救急車の業者とも費

用支弁を含め事前に協定を結んでおくことが

必要である． 

 

９．災害時にも災害後の検証にも有用なトラ

ッキングシステムが必要 

医療搬送は，当該医療機関での診療や救命が

困難な患者に対する「重症患者搬送」や，医

療機関や施設の被災状況の評価を行いその程

度で実施する「緊急避難搬送」や「需給調整

搬送」に分類される．また，患者や被災者個

人の搬送は 1 回とは限らず，数回におよぶ可

能性もある．本災害において，当初，Google 

Spread sheet を用いて医療搬送の記録や共有

を行っていたが，個人情報管理の脆弱性から

共有システムの変更をせざるを得なかった．

そのことが，災害対応後の搬送調整の検証を

難しくする一つの要因となった． 
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また，本報告書は，石川県保健医療福祉調整

本部（DMAT 調整本部）の搬送調整班が実施し

た搬送調整のデータからの研究および検証で

あり，各医療機関や DMAT活動拠点本部等が自

力で調整，実施した医療搬送は含まれていな

い可能性がある． 

そのため，今後，災害対応時に一貫して使用

でき，さらには個人情報が厳重に管理するこ

とが出来るトラッキングシステムの構築が強

く望まれる． 

 

Ｅ．結論 

本災害において，超急性期は 1 月 5 日頃まで

続いたと考えられる．医療機関までの道路の

寸断によるアクセス障害および，空路搬送を

妨げる能登半島特有の天候が超急性期の対応

に影響を与えたと考えられる．また，外傷傷

病者の多くは，1月 2日までに病院に搬送され

ており，災害支援のタイミングを考えると，

大規模災害時の外傷傷病者の対応は，平時の

救急医療の延長として対応せざるを得ない．

Preventable deathの有無については，個々の

診療の精査が必要である． 

搬送調整の多くは施設からの搬送（696 名，

38％）であった．この 60-75％を施設への搬送

とできたのは大きな成果であると考えられる．

また，空路搬送，民間救急車が搬送手段の多

くを占め，その重要性が確認された． 

今回の災害では，救助・救出された傷病者は

緊急度や重症度が高く医療機関への搬送が必

要であったが，その多く（25～30％）が被災

地域で孤立していた．今後，大規模災害時に

は，孤立地域の可視化および超急性期におけ

る同地域への医療的介入を念頭におく必要が

ある．一方，現場から消防等により生存して

いる状態で救助された傷病者はごくわずかで

あり，医療にとって救出救助支援が最大の優

先順位でないことも確認された．透析患者避

難は，早期からあらゆる搬送手段を検討する

必要がある．これら在宅医療については，行

政や他の医療・介護提供機関等と連携する地

域 BCPの策定の推進が必要である． 

避難は被災者の悲劇につながる可能性もある

ことを考慮すると最も重要なことは，患者や

被災者の緊急度・重症度の判断や，医療機関

や施設の被災状況評価を行い，根拠をもった

「搬送」の実施を決定しなければならないこ

とである．そのためにも，医療搬送を，「重症

患者搬送」，「緊急避難搬送」，「受給調整搬送」

の分類を周知する必要がある． 

さらに，事前に，災害対応を行う他組織との

情報共有や調整システムの構築を行うことや

災害発生時に搬送手段の確保をスムースに行

うために近隣都道府県との協定や搬送手段を

持つ業者との協定が重要である． 

また，個人情報の漏洩に考慮した搬送調整情

報の共有を行えるトラッキングシステムの構

築が望まれる． 
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の活動. 第 30回日本災害医学会総会・特別企

画 能登半島地震を振り返る４ 緊急対応. 

2025年 3月 7日 ポートメッセ名古屋 

・稲葉基高. 能登半島地震緊急期における多

機関連携と NGO の役割. 第 30 回日本災害医

学会総会・特別企画 能登半島地震を振り返

る４ 緊急対応. 2025年 3月 7日 ポートメッ

セ名古屋 

・津田雅庸．能登半島地震を振り返る ～緊急

対応～ 在宅酸素患者対応．第 30回日本災害

医学会総会・特別企画 能登半島地震を振り

返る４ 緊急対応. 2025年 3月 7日 ポートメ

ッセ名古屋 

・早川達也．ドクターヘリ中部ブロックにお

ける令和 6 年能登半島地震での活動と平時

からの 取り組み．第 30 回日本災害医学会総

会・シンポジウム 16 災害時のドクターヘリ

に運用について．2025 年 3 月 8 日 ポートメ

ッセ名古屋 

・蜂谷聡明．能登半島地震でのドクターヘリ

本部活動．第 30回日本災害医学会総会・シン

ポジウム 16 災害時のドクターヘリに運用に

ついて．2025 年 3 月 8日 ポートメッセ名古

屋 
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別紙３ 分担研究報告書 

 

令和 6年度厚生労働行政推進調査事業費（厚生労働科学特別研究事業） 

「令和6年能登半島地震における医療チームの対応の検証に基づく災害時医療提供体制の向上に資する研究」 

 

分担研究報告書 

「令和6年能登半島地震におけるプライマリ・ケアに関する研究」 

 

研究分担者 齋藤博則 （岡山赤十字病院 医療社会事業部/部長） 

 

研究要旨 

 能登半島地震におけるプライマリケア（避難所評価、避難所診療、診療所支援、薬剤供給）対応につい

て、データ分析および各組織・団体等へのヒアリング等を行い研究した。 

Ⅰ．避難所評価・環境整備：避難所環境の評価は D24Hを使用し幅広いチームにより入力されたが、解析結

果を即座にフィードバックし、医療チームの業務効率を改善させる必要がある。 

Ⅱ．避難所診療：避難所での J-SPEED データは県保健医療福祉調整本部で解析を行い、各地域の保健医療

福祉調整本部へ共有され、医療チームの活動に有用であった。医療チームの減隊や撤収時期を決める際に

も活用する事ができた。 

Ⅲ．診療所支援：診療所に対して人的・物的支援を行ったが、医師の診療支援ではなく、看護師・事務員等

の派遣、環境整備が中心となることが確認された。また、復興支援をする際には地域医療の復興を広い視

野と長いスパンで考え、診療所支援は長期的に診療所スタッフに寄り添う事と、相手の望む支援を提供す

る必要がある。 

Ⅳ．薬剤支援：調剤薬局が少ない地域であったため、モバイルファーマシーを利用した現地の薬剤供給は

有用であった。オンライン・電話診療は金沢以南に避難された被災者と現地かかりつけ医との関係を保つ

上で重要なツールである。薬剤支援では災害薬事コーディネーターを中心に、薬剤師会と DMAT ロジスティ

クスチーム（薬剤班）の連携が重要である。 

 

 

研究協力者 

人見嘉哲（北海道 保健福祉部） 

石井安彦（北海道釧路保健所） 

市川 学（芝浦工業大学） 

根本昌宏（日本赤十字北海道看護大学 ） 

森野一真（災害医療ACT研究所） 

魚住拓也（災害医療ACT研究所） 

内海清乃（国際医療福祉大学大学院 国際福祉学研究科 災害保健医療研究センター） 

北谷正浩（志賀町地域包括センター） 

田治明宏（広島大学 公衆衛生学） 

久保達彦（広島大学 公衆衛生学） 

小早川義貴（国立健康危機管理研究機構 危機管理・運営局 DMAT事務局） 

豊山美琴（田野病院）  

江川 孝（福岡大学薬学部救急・災害医療薬学研究室） 

 

 

A. 研究目的 

医療救護チームが活用した避難所評価（ Digital 

information system for Health and well 

being :D24H）や災害時診療概況報告システム 

(Japan-Surveillance in Post 

Extreme Emergencies and Disasters; J-SPEED） 

診療日報データから得られた情報共有とその運用

方法について検討し,また診療所復興のために行

った人的・物的支援や薬剤提供のためのモバイル

ファーマシーやオンライン・電話診療についても、

課題を抽出し、今後の対策を検討する事。 

 

B. 研究方法 

避難所評価については D24H、避難所診療は J-

SPEED のデーターを分析、診療所支援については

各保健医療福祉調整本部で調査を行った診療所

支援データから、薬剤供給については県調整本部

薬剤班が行った活動内容からそれぞれ分析しヒ
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アリングも実施した。 

本研究は、能登半島地震におけるプライマリ・

ケア復興に向けた対応に関する振り返りを目的

とし、被災地支援に携わった関係者及び被災施

設関係者へのアンケートおよび状況評価を通じ

て実施するものであり、医学的介入を伴わず、

また個人を特定できる情報の収集は実施しな

い。人権擁護、危険性、不利益等に配慮し、回

答は任意かつ匿名で実施され、結果は集計後に

統計的に処理される。これらの理由から、「人

を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針」等が想定する臨床介入や個人特定リス

クを伴う研究には該当せず、倫理面の問題はな

いと判断した。 

 

 

C. 研究成果 

Ⅰ．避難所評価・環境整備 

【調整体制】 

保健医療福祉調整本部内に避難所班を設置し、

DHEAT・日赤と連携し情報収集した。避難所での

診療状況は J-SPEED班と連携し調整した 

【避難所評価活動】 

DHEAT と連携し D24Hの入力状況を把握し、避難所

の情報収集を行った。避難所評価方法は定性的な

評価であるが A（充足）、Ｂ（改善の余地あり）、C

（不足）、Ｄ（不全）で入力を行っている（図

1）。 

 

図 1  D24H による避難所情報 

 
 

D24H は 1 月 2 日から 8 月 22 日までに 6272 件の

報告がされた（図 2）。 

 

図 2 D24Hの報告数の推移 

 

 

 

入力は各地域でされているが、入力した機関も

様々であり、被災市町によって医療系と行政系

の比率が異なっていた（図 3）。 

 

図 3 被災市別 D24H 避難所報告数と支援チーム

の構成 

 
 

D24H の入力を 1 月 30 日までの 3643 件を分析す

ると、1 月 17 日の 200 件をピークに減少し 1 日

あたり 50 件前後に推移した。医療チーム比率は

1 月 25 日の 70％をピークに 50％まで減少した。

報告した機関はほぼ県外支援であり、半数以上

が県外医療班であった。また、発災初期は医療チ

ームの入力が主であったが、経過ともに行政系

へと移行した。（図 4）。 

 

図 4 D24H報告数と入力機関の推移 

 
 

入力率の推移であるが、発災初期の混乱状況で

あった 2 週目までは入力率が低めであったが 3

週目から入力率は安定しており、多様な機関で

も入力が簡易であったと推察される（図５）。 

 

図 5 D24H避難所報告の項目入力率 
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D24H のデータを可視化する事で、県全体と各市

での環境改善状況を把握する事ができた。被害

情報の地図化も可能となり、避難所支援活動方

針を検討する上でも有用であったが、解析には

時間を要した。また避難所評価は栄養や歯科衛

生チーム等、医療救護班以外が要望する項目が

追加された。必要に応じて項目が追加される柔

軟性はあるが、変更・編集できるのが特定の人に

依存されるため、解析までの時間が必要であっ

た（図 6，図 7、図 8）。 

図 6 D24H集計結果（市別） 

 
 

図 7  D24H NOW 栄養集計結果 

 
 

図 8 D24H NOW 被害情報の地図化 

 
 

被災市町別で環境評価項目中の「飲料水」「食事」

「使用可能トイレ」「電気」「ガス」「生活用水」

について A=0 点、B=1 点、C=2 点、D=3 点でスコ

ア化し、発災からの経過をみると週単位で改善

している事と被災地間でのばらつきある事も可

視化できた（図 9）。 

図 9 D24H報告にみる被災市町別の避難所「基礎」

評価の改善 

 
【支援活動例】 

環境改善のためにおこなった具体的な支援例を挙

げる。 

●段ボールベッドの導入 

DMAT は 1 月 11 日(土)、北海道 JMAT の災害対応ロ

ジチームの専門者として輪島市に入った隊員や日

本赤十字社とともに避難所環境調整に従事した。

被災から 10 日以上経過していたにもかかわら

ず，輪島市における避難所の生活環境は超急性期

の様相を呈しており、住民の生活環境の調整が急

務であった。地元自治体、避難所運営管理者や自

治体の資材調達責任者等との合議を行い、収納可

能タイプの段ボールベッド数を確認・確保した上

で、避難所のゾーニングを実施した（図 10）。 
避難所運営担当者、対口支援として入っていた自

治体職員の方と協議し，住民・家族に合うゾーニ

ング案の作成を行い，完成した図面を段ボールベ

ッドの天板に書き起こした。その後，住民の方に

健康的な避難所生活のための雑魚寝解消の必要性

を説明しながら段ボールベッド化による避難所内

の再構築について承諾を得る作業を進めた。 

今回の避難所においてゾーニングに沿ってベッド

化する作業では，住民の方が力を貸していただけ

ることが多く，ほとんどの避難所で想定以上のス

ピードで設置を完了することができた（図 10）。 

段ボールベッドの設置は不眠改善に有効であり、

図 23 で示した健康事象で、各地域のトップ 10 に

入るストレス関連諸症状（不眠）の減少にも寄与

できるがゾーニングの方法や設置の図面作成には

経験が必要であり、専門家の協力が必要であっ

た。 

 

図 10 段ボールベッド設置準備と設営 
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●ラップ式トイレ 

トイレ環境改善の事例として、災害医療 ACT 研究

所は 283 施設に 643台の屋内設置型ラップ式トイ

レを設置した（図 11）。 

 

図 11 202年能登半島地震における屋内設置型自

動ラップ式トイレの市町村別設置状況 

 

 
設置場所としては避難所と介護福祉施設で半数を

占めた（図 12）。 

図 12 2024年能登半島地震における屋内設置型

自動ラップ式トイレ初回設置場所 

 
 

設置台数を時系列でみると 2月 15日に最大 517

台を設置した。その後回収も行い漸減したが 7 月

14日の時点でも 92 台を設置している状況であっ

た（図 13）。 

活動が長期にわたる事により、設置や回収に必要

な人員不足や活動資金の不足の問題が生じた。ま

た本来であれば災害救助法による費用支弁がなさ

れる消耗品の請求を行政に求償しても認められな

かった。 

 

図 13 時系列でみた設置台数（設置数―回収数） 

 
 

●JRAT の活動 

JRAT(Japan Disaster Rehabilitation 

Assistance Team：JRAT)は災害関連死ゼ C ロ

を目指し DMAT や JMAT,DHEAT等と連携して主に

避難所（1 次避難所、1.5次避難所）で環境評

価、整備を行った。要配慮者に対する災害

Rehabilitationトリアージを行い、生活不活発

対策を防ぐ支援を体操だけではなく、避難所で

の生活の中で役割、活動、参加等を提案した

（図 14）。 

図 14 JRATの具体的支援内容 

 
1 次避難所での支援活動では集団で行う体操だ

けではなく、リハビリトリアージを行い、生活不

活発のリスクが高い高齢避難者への個別対応を

行った（図 15）。 

図 15 被災地活動・1 次避難所での支援活動  

 
能登半島地震では奥能登の高齢施設から金沢市内

への搬送が行われ、いしかわスポーツ総合センタ

ー内に 1.5 次避難所が開設された。ここでの JRAT

の活動はフレイル予防のため栄養士チームと連携

をとり、食事摂取量の確保、誤嚥性肺炎予防のため

の食事環境調整（姿勢や介助の注意点をアドバイ

ス）等を行った（図 16）。 

C 

図 16 1.5次避難所での活動 

 
一方で、1.5 次避難所の転倒事例の調査にて、転

倒事例が 90例あり、中には骨折や打撲により救

急搬送された利用者を 3件認めた（図 17）。 

 

図 17 令和 6 年能登半島地震 1.5 次避難所の転

倒事例に関する調査 
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Ⅱ．避難所診療 

【調整体制】 

発災直後より J-SPEED システム災害モードが起動

され、翌 2日には救護班の入力が開始された。 

 J-SPEED 解析支援チームによるオフサイト解析

支援が開始され、2 日には最初の J-SPEED 統合

集計報告書が作成された。同チームは 6 日から

石川県庁の県保健医療福祉調整本部内 J-SPEED 

班として現地オンサイト活動を行い、フェーズに

応じた集計解析報告を担当した。オンサイト活動

は 2 月 21 日まで継続され、以降はオフサイト

支援を継続した。 

【避難所診療活動】 

●診療件数の推移 

石川県全体の診療件数は 1 月中旬の 600 件をピー

クに漸減したが、以降、3 月 14 日までに 3,311 

本の診療日報により 14,511 件の診療実績が報告

され可視化された（図 18）。 

図 18 石川県全体 診療件数推移 

 
●地域別医療チームの診療件数と入力割合 

地域により入力した派遣元医療チームの割合は

異なっていた（図 19）輪島は NGO を含め多くの

医療チームで避難所診療を行った。 

図 19 地域別医療チームの診療件数と入力割合 

 
●J-SPEED 統合集計報告書 

各地域で入力された情報は県保健医療福祉調整

本部 J-SPEED 班に集約されタイムリーに可視化

され、各活動拠点本部・保健医療福祉調整本部へ

と遅滞なく共有できた。同活動がＤＭＡＴ調整

本部の指揮調整下で行われたことで、各地域の

医療チームが行う支援活動の全体像との整合性

を保つことができた（図 20，図 21、図 22）。 

図 20 J-SPEED統合集計報告書（石川県全体・珠

洲市 1 月 24 日） 

 

 
図 21 J-SPEED 統合集計報告書（輪島市・能登町 

1 月 24日） 

 
図 22  J-SPEED統合集計報告書（穴水町・能登

中部 1 月 24 日） 

 

 
●地域別の健康事象 

地域別の健康事象（集計期間：1 月 1 日から 5 月

26日）では、積雪地域において、停電・断⽔を⻑

期間伴う厳冬期に発⽣した初めての災害（阪神淡

路、東⽇本とは異なる）で且つ避難所環境がなか

なか改善しない状況において、発熱、急性呼吸器

感染症、高血圧等がおおくの地域で上位を示した

（図 23）。 

図 23 地域別 健康事象トップ 10（能登北部・

能都中部）集計期間 2024/1/1〜2024/5/26 

令 和 6 年 能 登 半 島 地 震
1 . 5 次 避 難 所 の 転 倒 事 例 に 関 す る 調 査

【結果】

• 閲覧可能であった記録292⼈

• 転倒した利⽤者数62⼈、転倒事例90例（複数回転倒あり）

⽔家健太郎,⽯井美恵⼦,内海清乃.令和6年能登半島地震における1.5次避難所での転倒事例に関する転倒要因の調査.
国際医療福祉⼤学⼤学院 医療福祉学研究科課題研究論⽂；2024

令 和 6 年 能 登 半 島 地 震
1 . 5 次 避 難 所 の 転 倒 事 例 に 関 す る 調 査

【結果】外傷症例の内訳（n=28）

⽔家健太郎,⽯井美恵⼦,内海清乃.令和6年能登半島地震における1.5次避難所での転倒事例に関する転倒要因の調査.
国際医療福祉⼤学⼤学院 医療福祉学研究科課題研究論⽂；2024
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●医療救護班のニーズ評価 

医療救護班の減隊や撤収する目安として地域別の

J-SPEED情報は有用であった。各地域での J-SPEED

診療件数、各地域医療機関救急受診者数、診療所の

開設数の 3 つを指標にして、医療チームの必要数

を算定。地元かかりつけ医への引き継ぎ、救護班の

撤収時期について医療調整本部にて各機関と情報

共有する事ができた。 

【珠洲市】 

珠洲市においては、福祉施設の 1月上旬から入所

者の避難が行われたが、1 月 27 日には大規模な搬

送調整が必要な施設はなくなった。その後も支援

調整を継続し、2 月 19 日に支援調整が必要な施設

がなくなった。診療所については、1 月 23日以降

少しずつ開設が進み、2 月 17日に支援調整が必要

な診療所は無くなった。ＤＭＡＴロジチームの活

動は発災直後から始まっていたが、この支援ニー

ズに合わせて 1月 16日時点最大 14 名となった。

1 月 29日以降徐々に活動規模を縮小し、2月 20

日に活動が終了した。救護班による診療のピーク

は 1 月 14 日であったが、対応必要な福祉施設や

診療所が減少し、救護班による診療ニーズが縮小

したことを受け、1 月 27日より救護班診療数・病

院診察数、開設診療所数を基に撤収プランを作成

し、１月 28日に DMAT の要請数を 18 隊から 10 隊

に縮小した。また、2 月 5日に珠洲市総合病院で

病院外来が再開されると、さらに救護班診療ニー

ズは減少した。2 月 4日にＤＭＡＴから日赤・Ｊ

ＭＡＴに診療を引き継いだ。日赤・ＪＭＡＴにつ

いても、同様にニーズに合わせて必要数を算出し

徐々に活動規模を縮小させた（図 24）。 

図 24 珠洲市の状況 

 
 

【輪島市】 

輪島市においては、福祉施設の 1月上旬から入所

者の避難が行われたが、1 月 25 日には大規模な搬

送調整が必要な施設はなくなった。支援調整ニー

ズも減少した 1月 25日以降、支援調整を要する

施設は 3 施設となった。診療所については、1月

22日以降少しずつ開設が進み、2月 18日に支援

調整が必要な診療所は無くなった。ＤＭＡＴロジ

チームの活動は発災直後から始まっていたが、こ

の支援ニーズに合わせて 1 月 22 日日時点最大 14

名となった。1 月 29日以降徐々に活動規模を縮小

し、2 月 20日に活動が終了した。救護班による診

療のピークは 1月 13日であったが、対応必要な

福祉施設や診療所が減少し、救護班による診療ニ

ーズが縮小したことを受け、1 月 27 日より救護班

診療数・病院診察数、開設診療所数を基に撤収プ

ランを作成し、１月 28 日に DMATの要請数を 19

隊から 10 隊に縮小した。また、2月 5日に市立輪

島病院で病院外来が再開されると、さらに救護班

診療ニーズは減少した。2 月 4日にＤＭＡＴから

日赤・ＪＭＡＴ・NHOに診療を引き継いだ。日

赤・ＪＭＡＴ・NHO についても、同様にニーズに

合わせて必要数を算出し徐々に活動規模を縮小さ

せた（図 25）。 

図 25 輪島市の状況 

 
 

【能登町】 

能登町においては、福祉施設の 1月上旬から入所

者の避難が行われたが、1 月 18 日には大規模な搬

送調整が必要な施設はなくなった。支援調整ニー

ズも減少した 2月 10日以降、支援調整を要する

施設は 1 施設となった。診療所については、1月

22日以降開設が進み、2月 16日に支援調整が必

要な診療所は無くなった。ＤＭＡＴロジチームの

活動は発災直後から始まっていたが、この支援ニ

ーズに合わせて 1 月 16 日時点最大 8 名となっ

た。1 月 29日以降徐々に活動規模を縮小し、2月

19日に活動が終了した。救護班による診療のピー

クは 1月 11日であったが、対応必要な福祉施設

や診療所が減少し、救護班による診療ニーズが縮

小したことを受け、1 月 27 日より救護班診療数・

病院診察数、開設診療所数を基に撤収プランを作

成し、１月 28 日に DMATの要請数を 7隊から 5 隊

に縮小した。また、1 月 31 日に宇出津総合病院で

病院外来が再開されると、さらに救護班診療ニー

ズは減少した。2 月 4日にＤＭＡＴから日赤に診

療を引き継いだ。日赤についても、同様にニーズ
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に合わせて必要数を算出し徐々に活動規模を縮小

させた（図 26）。 

図 26 能登町の状況 

 
 

【穴水町】 

穴水町においては、福祉施設の 1月上旬から入所

者の避難が行われたが、1 月 23 日には必要な大規

模な搬送調整が必要な施設はなくなった。2 月 4

日には、支援調整を要する施設は 0 施設となっ

た。診療所については、1 月 12 日以降徐々に開設

が進み、1 月 31日の段階で支援調整が必要な診療

所は無くなった。ＤＭＡＴロジチームの活動は発

災直後から始まっていたが、この支援ニーズに合

わせて 1 月 17 日時点最大 6 名となった。1月 29

日以降徐々に活動規模を縮小し、2 月 18 日に活動

が終了した。救護班による診療のピークは 1 月 20

日であったが、対応必要な福祉施設や診療所が減

少し、救護班による診療ニーズが縮小したことを

受け、1 月 27 日より救護班診療数・病院診察数、

開設診療所数を基に撤収プランを作成し、１月 28

日に DMAT の要請数を 12隊から 8隊に縮小した。

また、1 月 21 日に穴水総合病院で病院外来が再開

されると、さらに救護班診療ニーズは減少した。

2 月 4 日にＤＭＡＴから JMATに診療を引き継い

だ。JMAT についても、同様にニーズに合わせて必

要数を算出し徐々に活動規模を縮小させた（図

27）。 

図 27 穴水町の状況 

 
 

Ⅲ．診療所支援 

【調整体制】 

１月２４日より、DMAT を中心に診療所の被災状況

と診療状況の調査を開始した。その後 JMAT と連

携し診療所の被災状況と診療状況の調査を行っ

た。2 月 1 日からは薬剤師会と連携した薬剤班と

統合し、プライマリケアー班に統合して対応し

た。 

他の支援団体の活動チーム数増加に伴い、医師

会、JMAT、看護協会と協力し情報共有を行いなが

ら継続的な調査、院内の片づけや診療支援、物的

支援の調整を行った。 

【診療所支援活動】 

各地域で行った診療支援内容と評価の取組（2月

10日時点）について以下に示す。評価基準は○要

支援調整（月水金に会議実施）△要経過観察（週

1 回確認）―支援不要の 3つに分類した。（図

28、図 29、図 30、図 31） 

●珠洲 8 施設 

○要支援調整 2 △要経過観察 3 ―支援不要 3 

建物の損壊はなく、電気は復旧しているが看護師

不足、巡回バスがなく、避難所が点在しているた

め、多くはかかりつけ患者に対して電話診療によ

る処方を行っていた。看護師不足に対しては JMAT

が支援を行った。6 カ所の歯科医への支援は JDAT

が入り道の駅に診療所開設と巡回診療を行い、嚥

下リハビリは JDA-DAT、JRATらが支援を行った

（図 28）。 

図 28 珠洲 

 
●輪島 17施設 

○要支援調整 2 △要経過観察 9 ―支援不要 6 

要支援のうち 1施設は建物の倒壊が有り、近隣の

中学で保険診療を行っていた。看護師が欠員して

いたが、長期的なスパンでの派遣依頼があり、

JMAT とも調整をしながら看護師派遣を行った。も

う一つの施設は金沢在住の院長であり、週 2 回午

後のみの診療であった。精神的な支えを必要とし

ておりこころのケアを継続した。 

電話診療対応施設は 8 カ所で、1 施設はオンライ

ン診療にも対応していた。コンテナを導入済みが

1 施設、今後導入予定は 3施設であった。看護師

不足は NGOからの派遣調整を行った。 

 

図 29 輪島 
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●能登町 7施設 

○要支援調整 0 △要経過観察 2 ―支援不要 5 

通常診療は 6 施設で再開されていた。電話診療は

5 施設が対応可能であった。コンテナ導入希望が

4 施設あり県医師会で対応した。避難所巡回時の

ロジ支援、給水タンク支援希望あり調整を行った

（図 30）。 

図 30 能登町 

 

 

 
●穴水 6 施設 

○要支援調整 0 △要経過観察 3 ―支援不要 3 

1 施設（総合病院の出先機関）を除く 5施設は通

常診療が再開されており、人的・物的支援の希望

はなかった（図 31）。 

図 31 穴水 

 
 

北能登診療所の総合評価と診療所開設状況の推移

は下記のとおりで、2/18時点で頻回に注視すべき

診療所は 0となったことから、今後のフォローを

地元医師会と JMAT に移行した（図 32、図 33）。 

 

図 32 診療所評価の推移 

  
図 33 診療所開設状況の推移 

 
 

DMAT ロジチームは石川県医師会、JMATと連携し診

療所への定期的訪問や電話連絡を行った。長期的

な断水や下水問題はすべての地域で共通とした課

題であり、給水車の手配、入浴の斡旋等も支援した。

人的リソースでは看護師、事務員の支援希望があ

り、JMAT や NGO からの派遣調整を行った。診療所

の代替としてのコンテナ使用も有用であった。（能

登町 2カ所，輪島 4カ所）、オンライン診療の導入

支援も行った（2月 22日時点で 3施設で導入予定）。 
●DMAT ロジチームが行った支援の実例 

輪島の例では、困り事の対応として断水、ボイラ

ーの故障があった。これに対して給水タンクの設

置、入浴の斡旋を行った。看護師の離職には医師

会からの派遣を調整した。診療継続への葛藤があ

る院長先生に対して長期的にメンタルケアを行う

事により診療継続ができた（図 34）。 
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図 34 輪島での支援例

 
一方珠洲では、DMATロジチームが人的、物的支援

による診療継続を支援したが、院長の高齢化、検

査機器の倒壊、地域住民の減少等の理由により、

閉鎖に至るクリニックがあった（図 35）。 

図 35 珠洲での支援例 

 
 

Ⅳ．薬剤支援 

【調整体制】 

発災当時、石川県から委嘱された「災害薬事コーデ

ィネーター」がいないため、薬剤に関する対応は薬

事衛生課が対応していた。DMAT ロジスティクスチ

ームは被災地の医薬品供給等の諸課題について、

薬事衛生課、石川県薬剤師会、石川県病院薬剤師会

と協議を行い対応した（図 36）。 

図 36 DMATロジステックスチーム（薬剤班）の活

動 

 
 

【医薬品供給】 

●被災薬局の確認 

能登北部の保険調剤薬局の開局状況を把握 

令和 6年 7月 6 日時点で石川県全体では 35の保険

調剤薬局に被害があり営業再開できない薬局が 2

カ所であった（図 37）。能登北部はもともと調剤

薬局が少ない地域であった。珠洲市の調剤薬局は

令和 5 年 12 月をもって、最後の 1 件が閉局と

なり、発災時には珠洲市内全ての医療機関が

院内調剤となっていた（図 38）。 

図 37 石川県保険調剤薬局の開局状況 

 
図 38 能登北部の調剤薬局（2 月 2 日時点） 

● 薬剤供給フローの作成 

① 避難所から医療機関へのアクセス可能か 

② 医療チームが避難所へ薬を供給可能か 

③ チームに医師がいるかまたはかかりつけ医が

オンライン診療可能かどうか 

の手順でオンライン診療可能時の薬剤供給フロー

を作成した（図 39） 

また、オンライン診療は不可能であるが、能登北部

被災地内、または金沢以南と能登北部医療機関で

の電話診療可能な場合の継続処方方法と 1次、1.5

次、2 次避難所への医薬品供給については内服情報

の有無で 2通りのフローを作成した（図 40）。 

どのフローであっても調剤した薬剤は直接避難所

へ薬剤師が届け、手渡して直接薬剤指導を行った

（図 40）。 

図 39 薬剤供給フロー 
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図 40 薬剤供給（電話診療・1 次、1.5 次、2 次避

難所） 

 
１）モバイルファーマシー 

13の府県・市薬剤師会から延べ 18台のモバイル

ファーマシーが活動を行い医薬品のニーズが高い

時期に適切な場所へモバイルファーマシーを利用

する事で薬剤供給が可能となった（図 41、図

42）。 

図 41 モバイルファーマシーと仮設調剤所 

 

 
図 42 医薬品供給活動結果 

 
能登北部におけるモバイルファーマシー活動期間

と災害処方箋応需枚数推移では調剤薬局がなかっ

た珠洲の応需枚数が多く、活動期間も長期化した

（図 43）。 

図 43 能登北部地区 モバイルファーマシー稼

働・災害処方箋応需状況 

 
 

２）医薬品集積所および運営 

医薬品集積所を下記に設けて、災害時処方箋を応

需した。 

・ 珠洲市：珠洲市市民ふれあいの里 健康増

進センター 

・ 輪島市：あおぞら薬局輪島店 

・ 門前町：輪島市役所 門前総合支所 

・ 穴水町：穴水保健センター 

・ 宇出津：宇出津総合病院の 1室 

医薬品集積所運営のための薬剤師の活動管理は石

川県薬剤師会と日本薬剤師会で行った。発注フロ

ーは集積所・県庁薬剤班・医薬品卸でスプレッド

シートを使用して発注・納品状況を管理した（図

44）。 

図 44 医薬品集積所の運営 

 
 

【電話再診・オンライン再診】 

能登北部から金沢以南に避難した被災者をかか

りつけ医につなぐための方法として保険診療体制



104 

 

と医薬品の供給について整理した。 

●電話再診 

1 月 16日より能登北部に設置した保健医療福祉

調整本部を介して、能登北部の病院が電話再診に

対応可能か調査を開始した。1 月 19 日より診療所

も対象に調査を開始した。 

 能登北部の病院で電話再診を実施しているリス

トを避難所に配布することで、かかりつけ医への

アクセスが可能であることを被災者に周知した。 

●オンライン再診 

NTTドコモにて、能登北部医師会医療機関へタブ

レット端末が配布された。 

被災者自身のスマートフォンやドコモ提供のタブ

レット端末に送信されてくる SMSのリンクをクリ

ックするだけで利用可能なビデオトークを用いる

ことにより、医師と患者が顔を合わせながら診察

を受けることが可能となった。 

・オンライン再診実施状況（2 月 14 日時点）は診

療所 6カ所、薬局 5カ所、災害支援薬剤師 4 名に

計２４台のタブレットを貸与し 18回のオンライ

ン診療が実施された（図 44）。 

図 44 オンライン診療体制の確立 

 
３）電話再診・オンライン再診後の医薬品提供 

 診察時に処方箋が発行された場合、被災者が指

定する保険調剤薬局（所在地近隣）へ処方箋の

FAXを送信すると被災者は保険調剤薬局で薬を受

け取り、その場で服薬指導を受けることができ

る。処方箋の原本は処方医より後日保険調剤薬局

へ郵送する運営をした。 

 

４）災害処方箋 

 災害処方箋の書式にあっては石川県薬事衛生課

ならびに石川県薬剤師会に規定の書式はなく、

「薬剤師のための災害対策マニュアル」ドラフト

版より災害処方箋（案）を提示し 1 月 5 日より運

用を開始した。個人情報の観点から、処理された

災害処方箋は石川県薬剤師会により回収され、集

計ののち石川県薬事衛生課にて保管される事とし

た。 

５）孤立地域へのドローンによる医薬品配送 

1 月 11日までの間に輪島市の孤立地域 2 か所に対

して 7回の医薬品配送が実施された。 

1 月 13日以降、集落の孤立解消にともないドロー

ンによる医薬品配送は実施されていない。 

 

D. 考察 

Ⅰ．避難所評価・環境整備 

 高齢者率が高く、避難所環境の悪化が直接被災者

の死亡に繋がるリスクの高かった本災害を振り返

り、今後どのようにして災害関連死を防いでいくか、

対策が必要である。そのためには避難所情報の共有

が必要であり、D24Hは情報の集約化、可視化、予測、

そして活動方針決定に繋げる事が可能となる重要

なツールとして期待される。避難所評価に携わった

様々な団体にとってD24Hの運用は本災害が初めて

であったが、行政、医療チームに関わらず入力でき

ていた事は、特別なアプリを使用せずに携帯電話か

らも入力できる方法は簡便であったと推察する。初

期入力率が低かったことが課題で、今後改善のため

の方策が必要である。 

 医療チーム以外にも歯科衛生や食の改善等を目

的とするチームも本災害においてD24Hを利用した。

避難所支援をする団体、それぞれに必要な情報があ

り、今後も入力項目が追加されるであろう。避難所

内の転倒事例を踏まえて、環境・介護度・ADL等を

繰り返し評価をすること、評価を避難所運営責任者

（地元行政）や保健師チームと共有する事が必要で

ある。解析の担当や目的が支援団体毎にも異なり、

県保健医療福祉調整本部、県型保健所、市町の保健

所の立場でも必要とする情報は異なる。それゆえ、

各団体が必要なユーザーインターフェースで即座

に解析結果を提供するシステムや運用方法が重要

であり、その開発を期待すると共に、各本部で情報

分析ができるよう、情報分析の専門家の人材育成が

必要である。定量的な避難所評価を目指すために、

今後の訓練や研修にD24Hを取り入れ、分析精度を上

げる事が必要である。これにより、分析結果のリア

ルタイムな現場へのフィードバックが可能となる

だろう。認知度を上げる方法としては訓練や研修を

通じて、機能、活用方法、運用方法を理解してもら

うだけではなく、それぞれの地域で防災業務計画、

防災基本計画の中にもD24Hを位置づける必要があ

る。 

段ボールベッドやラップ式トイレの導入には専門

家の派遣が必要であり、長期の支援が必要となる広

域災害に備え、人材を育成する必要がある。ラップ

式トイレの支援では、本来であれば災害救助法によ

る費用支弁がなされる消耗品の請求を行政に求償

しても認められなかった事案があったため、今後は

導入時に支弁に関する説明が必要である。 

 

Ⅱ．避難所診療 

 県医療調整本部には J-SPEED 班が常駐し、リア

ルタイムで解析を行い、結果は当日夕方の定時ミ

ーティングで情報共有できていた。オフサイトで
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の解析も可能であり、南海トラフ地震等の広域災

害に備え情報解析の専門チーム育成がさらに必要

である。医療チーム撤収の時期は避難所での診療

数、医療機関の救急受診数、診療所の復興とのバラ

ンスで考える必要があるが、本災害において避難

所診療数を可視化できる J-SPEED の情報は有用で

あった。 

避難所班のリーダーは今後被災地域全体を支援す

る枠組で診療所支援や避難所支援の調整を実施す

る必要があると考えられる。従って、避難所の情報

分析だけではなく、診療所支援や市町村保健支援、

デイサービス施設支援を担当している DMATロジチ

ーム等との連携を密にして情報共有する能力が求

められる。また地域により避難所で診療を行う医

療チームは様々である。能登半島地震での輪島の

ように、多団体の医療チームで避難所運営を行う

必要がある本部においては、避難所班を担当する

リーダーは活動先を選定する際、各医療チームの

スキルやロジスティック力を考慮し配置先を決定

する必要がある。そのためには D24H や J-SPEED デ

ータ等のタイムリーな情報分析および活動方針の

立案が重要となる。その為には適切な情報分析を

しながら本部運営ができる人材の育成が必要であ

る。 

  

 

Ⅲ．診療所支援 

 DMAT ロジスティクスチームは石川県医師会、

JMAT、看護協会等の団体と情報共有、連携しながら

診療所への定期的訪問や電話連絡を行った。長期

的な断水や下水問題はすべての地域で共通とした

課題であり、給水車の手配、入浴の斡旋等も支援し

た。 

診療所環境の確保としてのコンテナ使用も有用で

あった。人的リソースでは医師による診療支援ニ

ーズが無かった一方、看護師・事務員の不足があり、

各支援チームからの派遣調整を行った。オンライ

ン診療の導入支援も行った。 

このように診療所支援においては、医師の診療支

援ではなく、看護師・事務員等の派遣、環境整備が

中心となることが確認された。 

能登半島地震は高齢化率の高い地域での災害で、高

い倒壊率（珠洲の地域では5割を超える地区あり）

また長期に渡る断水が続く中、積極的な2次避難も

行った事で住民（患者）が減少し、診療所の関係者

は経営継続に関して不安を持った。本来であれば積

極的な復興のための支援を模索する必要があるが、

災害を契機に閉院を検討せざるを得ない診療所に

は、困り事を聴取し、閉院に向けて、スタッフの再

雇用先を調整した。 

診療所復興支援をする際には地域医療の復興を広

い視野と長いスパンで考え、診療所支援は長期的に

診療所スタッフに寄り添う事と、相手の望む支援を

提供する必要がある。 

 

診療所に対して人的・物的支援を行ったが、医師の

診療支援ではなく、看護師・事務員等の派遣、環境

整備が中心となることが確認された。また、復興支

援をする際には地域医療の復興を広い視野と長い

スパンで考え、診療所支援は長期的に診療所スタッ

フに寄り添う事と、相手の望む支援を提供する必要

がある。 

 

 

Ⅳ．薬剤支援  

 発災当時、石川県から委嘱された「災害薬事コー

ディネーター」がいないため、DMATロジスティクス

チーム（薬剤班）が発災当時より必要な調整を行っ

た。本来は災害薬事コーディネーターを中心に被災

地への薬剤支援を指揮する必要がある。南海トラフ

等の広域災害に備え、各県は災害薬事コーディネー

ターの育成と委嘱をすすめる必要がある。 

災害薬事コーディネーターを中心に、行政（薬剤担

当課）、薬剤師会と災害処方箋の運用、電話診療・

オンライン診療、またモバイルファーマシーの導

入・運用方法についても、事前に計画しておく必要

がある（図45、図46）。 

図45 災害時オンライン診療導入の準備 

 

 
図46 災害時電話診療導入の準備 

 
 

 

E. 結論 

 D24H、J-SPEEDは情報共有に有用なツールである

が、保健医療福祉調整本部が容易に今後の活動方針

を立てる事ができるようなユーザーインターフェ
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ースで即座に医療チームに解析結果をフィードバ

ックする必要がある。そのためには解析専門チーム

の育成が望まれる。診療所支援は医師会、JMAT、看

護協会と連携をとりながら、長期的な視野での支援

が必要であるが、支援の形は必ずしも医師の診療に

限らず、高齢化社会においては災害を契機に閉院を

余儀なくされる施設もあり、その調整も必要となる。

薬剤支援では災害薬事コーディネーターを中心に、

薬剤師会とDMATロジスティクスチーム（薬剤班）の

連携が重要である。 

 

 

F. 研究発表 

１．論文発表 
なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．学会発表 

第30回日本災害医学会総会・学術集会2025年3月6

～8日、名古屋市国際展示場 

・能登半島地震の本質：DMAT事務局 近藤久禎 

・能登半島地震におけるDMAT調整本部長の活動を

振り返る：金沢市立病院 森川精二 

特別企画 能登半島地震を振り返る2 

・DHEATの活動：北海道 保健福祉部 人見 嘉哲 

・すべての被災者へ医薬品を届けるために：医療法

人臼井会 田野病院 豊山美琴 

・能登半島地震における日本赤十字社の対応：岡山

赤十字病院 齋藤博則  

特別企画 ELSI検討委員会企画 

・医療・福祉専門従事者が介入する避難所の転倒事

例から考えるELSI：国際医療福祉大学大学院国 

際福祉学研究科 災害保健医療研究センター  

内海清乃 

パネルディスカッション3 

・能登半島地震における災害医療ACT研究所の活動

とその課題：NPO法人ACT研究所 森野一真 

D24Hシンポジウム 

・保険医療福祉調整本部におけるD24Hの活用と今

後への期待：北海道釧路保健所 石井安彦 

・D24H災害時保険医療福祉活動支援システム：芝浦

工業大学 市川学 

シンポジウム23 

・避難所運営と日本赤十字社の活動：日本赤十字北

海道看護大学 根本昌宏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



   

 

令和 6年度厚生労働行政推進調査事業費（厚生労働科学特別研究事業） 
「令和6年能登半島地震における医療チームの対応の検証に基づく災害時医療提供体制の向上に資する研究」 

 

分担研究報告書 
 

「医療チームが活用する情報システムに関する検証」 

研究分担者 久保 達彦 

 （広島大学・大学院医系科学研究科 公衆衛生学・教授） 

 

研究要旨 

令和6年能登半島地震では、多くの情報共有システムが活用され、それぞれの利点・欠点を踏まえながら適

切に連携が行われたという意見もあるが、同時に様々な課題も確認されている。本災害において活用され

た医療チームが活用しうる各種情報共有システムに関し、システム自体に加え、それらのユーザーの育成

にも焦点を当て、加えて今後、取り組みが高まると予想される被災地外からの情報管理に関するオフサイト

支援に係る取り組み状況についても調査を行い、今後の体制強化に向けた方策を検討した。研究体制として

は、これまでEMISおよびJ-SPEEDの整備及び運用を担ってきたてコアパーソンが参集して分担研究班を

組織して分析を実施した。その成果として、①医療チームが活用する既存システムリスト、②今後のシス

テム整備および体制強化に向けた平時も含めた情報システム整備運用モデル（Dual Planning Cycle）を

研究開発した。これらを踏まえて、システムや調整課題は拡大・細分化する傾向にあり、DMAT内でも担

当をつけて専門分化する必要があり、専門チームの育成確保が必要（提言①）。また、災害時情報システム

についてDPCモデルに基づく分析を定期的に行い、各システムの運用整備を担当する代表者が集うネット

ワーク会議を開催するべき（提言②）という２つの提言を得た。 

研究協力者 
中山 伸一 （兵庫県災害医療センター） 
中田 正明 （兵庫県災害医療センター） 
田坂 勇太  (DMAT事務局） 
田治 明宏 （広島大学 公衆衛生学） 
尾川 華子 （広島大学 公衆衛生学） 
𠮷田 教人 （広島大学 公衆衛生学） 
永田 達拡 （広島大学 公衆衛生学） 
城間 紀之 （広島大学 公衆衛生学） 

 

A. 研究目的 

 

令和6年能登半島地震において活用された医療チ

ームが活用しうる各種情報共有システムに関し、

システム自体に加え、それらのユーザーが備える

べき知識や技能にも焦点を当て、課題を抽出し、課

題解決につながるための方策を検討し提言するこ

と。 

 

B. 研究方法 

 

令和6年能登半島地震も含めてこれまでEMISおよ

びJ-SPEEDの整備及び運用を担ってきたてコアパ

ーソンが参集して分担研究班を組織して以下の分

析を実施した。 

 
分析①【現状分析】 医療チームが活用する既存の
システムをリストアップし分類した。 

 
分析②【あり方分析】 医療チームが活用する情報
システムが多様になりつつあることも踏まえて、今

後のシステム整備および体制強化のあり方を検討
し平時も含めた運用モデルを構想した。 
 
分析③【オフサイト支援現状分析】 災害情報シス
テムのオフサイト支援に係る状況と課題について、
防災DX官民共創協議会、防災科学技術研究所(ISU
T)、厚生労働省D24Hのシステム管理者へインタビ
ュー調査を行った。 
 

C. 研究結果 

 
分析①【現状分析】医療チームが活用する既存のシ
ステムをリストアップし分類した。 
 
⚫ グループ1：DMAT等医療チームが活用した医

療情報システム 
➢ EMIS （医療機関状況、医療機関

基本情報：行政や各医療機関も使用） 
➢ J-SPEED+（診療情報） 

 
⚫ グループ２：関係支援団体が使用する医療情

報システム 
➢ 大規模災害対策情報システム（PEACE）

（日本産婦人科学会 ） 
➢ 日本透析医会 災害時情報ネットワーク

災害時情報伝達・集計専用ページ  
➢ FA-SYS（JMATが避難所＋診療所で入力） 
 

⚫ グループ３：DMAT等医療チームが活用した
保健・福祉システム 
➢ 社会福祉施設評価（Kintone） 
➢ D24H 

 
⚫ グループ４：地理・防災系情報システム 

107



   

 
➢ ISUTサイト ※ISUT：災害時情報集約支

援チーム 
➢ 重ねるハザードマップ（国土交通省） 

 
⚫ グループ５：汎用プラットフォーム 

➢ データベース系  kintone, Salesforce, 
Tableau 

➢ テキストチャット系 LINE, LINEWOR
KS, Teams, ChatWork, WhatsApp 

➢ 共有フォルダ Google Drive、Dropbox 
➢ 共有ファイル Google Document / Sp

readsheet / Slide 
➢ メール添付（Word, Excel, PowerPoint 

等デスクトップ作成ファイル） 

 

分析②【あり方分析】分析結果を平時も含めた運用

サイクルモデル「Dual Planning Cycle」として整

理した。 

 
災害情報システム運用サイクル 

 
 
災害時の情報システム運用サイクル 
 
① 災害が発生すると、各情報システムは 
② 災害モードが切り替えて起動され、 
③ 関係機関へ通知された、 
④ 運用体制の確認とののち、 
⑤ 現場活動を通じて、情報システムを用いた 
⑥ データ入力/データ収集が行われる。収集され

たデータは、 
⑦ データ整理と解析を経て、 
⑧ 現状分析（資料の作成）が行われ、 
⑨ 活動方針(計画立案)が立案される。これらの

現状分析および活動方針は、 
⑩ 保健医療福祉調整本部会議にて報告される。

同会議では、複数の情報システムから得られ
た情報が統合的に報告され、各システムの情
報を統合した判断・調整が行われる。その後、
少なくとも三つのレイヤーに対し 

⑪ 資料共有等によるフィードバックが実施さ
れる。三つのレイヤーとは、①データの入力
者、②下位本部となる地域の活動拠点本部、

③上位本部となる国や厚生労働省である。フ
ィードバック後、 

⑫ 部門ごとに調整会議を開催され、次回の保健
医療福祉調整本部会議までの間に、情報シス
テムの具体的な運用体制や方法を決定する。
その後、 

⑬ システム側では運用体制の更新 
⑭ 現場では方針に基づく活動を通じ、 
⑮ データ入力/収集が継続される。 

このサイクルを継続することで情報エビデ
ンスに基づく災害対応が可能となる。 

 
災害対応終了後のサイクル 
災害対応が終了する際には、 
① 関係機関に通知を行い、情報システムの災害

時運用の終了を周知する。その後、当該災害
対応に係る 

② 報告書を作成し、情報システムは 
③ 通常モードへ移行する。災害対応後には、 
④ 事後・学術検証を実施する。この検証を通じ

て得られた知見をもとに、 
⑤ 情報システムの様式や運用体制の改善を図

る。また、変更内容の周知や、関連するシス
テムとの調整も必要となるため、 

⑥ 関係システムとの連携体制の見直しのため
のネットワーク会議の開催を行う。他システ
ムとの調整完了後、 

⑦ 研修や訓練の内容にシステム更新の内容を
反映し、 

⑧ 研修や訓練を実施する。研修・訓練の対象と
なるのは、①情報システムからの報告を受
ける本部指揮者、②情報システムから得た
情報を解析する情報分析チーム、③情報シ
ステムにデータを入力する現場の入力者の
三者である。研修や訓練の実施後は、 

⑨ 研修や訓練に対する評価を実施し、その 
⑩ 事後評価を行う。さらに、評価結果をもとに、 
⑪ システムの運用や様式の改善につなげるこ

とで、平時のサイクルを維持する。 

 
【参考】Operational Planning Cycleの説明 
米国のICSでは災害対応の時間の区切りと

して、「Operational Period Planning Cycl
e」が用いられている。このサイクルは危機管
理のための計画立案サイクルを構成する一連
の会議や作業とその関係性をグラフィック化
したもので、アルファベットの「P」の形状を
している。 

Pの縦の部分は、インシデント直後の初期段
階を表している。この段階では、状況認識を得
て、災害管理のための組織体制の確立までを表
しており、その後のサイクルの部分で持続的な
状況確認による情報をうけて、オペレーション
のサイクルを繰り返すことを表している。 
日本の災害対応でも、すべての情報システム

は、保健医療福祉調整本部会議での判断を区切
りとして運用されている。このことから、災害
時に医療チームが活用しうる各種情報システ
ムに関し、システム自体に加え、それらのユー
ザーが備えるべき知識や技能にも焦点を当て、
課題を分析するフレームワークとして、「Du
al Planning Cycle」を提唱する。「Dual Pla
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nning Cycle」は、「Operational Period Pla
nning Cycle」を情報システムの観点から改編
したもので、発災直後の情報システムの動きと、
災害対応期間中の対応を1日のサイクルで時
間の区切り毎に表現している。 
また、災害対応終了にあたって平時への移行の
際に必要な情報システム機能、および平時のサ
イクルを新たに逆向きの「P」として追加した。 

 
 

分析③【オフサイト支援】詳細においては防災科学

技術研究所、防災DX官民共創協議会、J-SPEED研

究会、芝浦工業大学にインタビュー調査を実施した。

防災救助法の適当がないかなかで、それぞれの事

業資金や寄付金なども活用して人員を動員してい

た。いずれの組織も現地派遣とオフサイト支援を組

み合わせて実施されていた。支援期間としては発災

日からオフサイト支援も含めると3カ月から7カ月

と長期にわたる支援が行われていた。オフサイト

支援の特徴としては以下が聴取された。 

良い点 

⚫ 活動環境の整ったオフサイトに情報管理活動

を分散することで、業務効率向上やデータの即

時集約が可能となる 

⚫ 被災地派遣よりも専門人材を動員しやすい 

⚫ 被災地側の受援負担が少ない 

⚫ 現地派遣よりも費用や時間を節約できる 

課題 

⚫ 刻々と変化する被災地の状況がわからない

（オンサイト派遣者との連携が不可欠） 

⚫ 通常業務と並行した作業となりがちでまとま

った時間がとりくい。労務管理上、長時間労働

となりがち（シフト制の導入により限られた人

員でも継続的な支援が可能となり、実効性の高

い対応が実現した事例あり） 

⚫ 災害時に自治体や民間事業者間でデータ連携

を行う共通基盤がない。今後は官民横断的なデ

ータ連携基盤の構築が不可欠である。 

⚫ デジタル化により情報量は増加したが、現場で

本当に必要な「インテリジェンス」へと情報を

磨き上げるプロセスが課題となっている。 

⚫ 有効なデジタルソリューションを災害時に迅

速に調達・実装するための財源や制度の整備が

不十分。 

⚫ デジタルと災害対応の両方に精通した人材の

育成・確保、現場と連携した教育・訓練体制の

構築も共通課題である。 

⚫ 平時からの継続的なネットワーク構築や役割

分担、受援体制の整備が必要。 

 

D. 考察 

提言①： システムや調整課題は拡大・細分化す

る傾向にあり、DMAT内でも担当をつけて専門分化

する必要があり、専門チームの育成確保が必要で

ある。 

 

令和 6年能登半島地震において DMATは発災直後

から、保健医療福祉全般に対応し、ニーズが見え

るまでの間、アセスメントにあたった。まず DMAT

被災地全体のニーズの整理を行い、整理後に各専

門資源に引継ぎを行うというモデルは、DMAT事務

局によって以下モデル図に整理されている。

 
このモデルに立脚すると、DMAT が整理したニ

ーズ情報を各専門資源に引継ぎを行うためには、

DMAT は各専門資源で使われているすべての情報

システムに精通する必要がある。また引継ぎ先の

関係支援チームの情報システム担当者と顔の見え

る関係を平時から構築しておく必要がある。 

システムや調整課題は拡大・細分化する傾向に

あり、DMAT 内でも担当をつけて専門分化した担

当者ないし担当チームの育成確保が必要である。 

また複数のシステムを効果的に運用してオペレー

ションを成立させていくためには、共通のフレー

ムワークで各システムを整理しておくことが望ま

しい。共通のフレームワークを用いることで、シ

ステム自体に加え、それらのユーザーが備えるべ

き知識や技能にも焦点を当て、課題を適切に抽出

し改善していくことが可能となる。この観点も踏

まえて分析②で研究開発されたものが Dual 

Planning Cycle モデルである。 
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提言②： 災害時情報システムについて DPCモデ

ルに基づく分析を定期的に行い、各システムの運

用整備を担当する代表者が集うネットワーク会議

を開催するべきである。この取り組みにおいては

オフサイト支援をあらかじめ想定し計画に組み込

んでおくことも重要である。 

DPCモデルに基づく分析の意義は以下の通り。 

1.各情報システムのそれぞれのステップの 5W1Hを

把握することが可能 

▪ DMATは各専門資源で使われているすべて
の情報システムに精通する必要があるが、
「Dual Planning Cycle」を用いることで、
各情報システムが、いつ、どこで、誰が、ど
のように運用されているかを把握すること
が可能となる。 

2.取り組みの取りこぼしを減らすことが可能 
▪ 「Dual Planning Cycle」を用いることで、

各情報システムに不足する機能のレビュー
を取りこぼしなく行うことが可能となる。 

3.関係団体間でシステムの情報共有が可能 
▪ 「Dual Planning Cycle」の構築を通して、

災害時には保健医療福祉調整本部会議が、
平時には関係システム担当者が集うネット
ワーク会議が、関係システム同士をつなぐ
ステップであることが見いだされた。災害
時だけでなく平時から、各システムを連携
させるネットワーク会議を設けることが重
要である。また、このネットワーク会議の
資料として、各情報システムの「Dual Pla
nning Cycle」を用いることで情報共有が可
能となる。 

 

E. 結論 

提言①： システムや調整課題は拡大・細分化す

る傾向にあり、DMAT内でも担当をつけて専門分化

する必要があり、専門チームの育成確保が必要で

ある。 

提言②： DPCモデルに基づく災害時情報システ

ムの分析を定期的に行い、各システムの運用整備

を担当する代表者が集うネットワーク会議を平時

から開催して運用コンセプトに関する情報を共有

するとともに、同連携体制を有事オペレーション

の実効性担保につなげていくべきである。この取

り組みにおいてはオフサイト支援をあらかじめ想

定し計画に組み込んでおくことも重要である。 

 

G. 研究発表 

論文発表 なし 

 

学会発表 
久保達彦. DMAT活動の変遷～保健医療福祉の情
報ツール～. 第30回日本災害医学会総会・学術
集会シンポジウム4 DMAT20周年 DMAT活動の変
遷. 2025年3月6日 ポートメッセ名古屋 
 
 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 ：なし 

2. 実用新案登録 ：なし 

3. その他 ：その他の該当なし 
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図： 平時も含めた災害情報システム運用モデル「Dual Planning Cycle」 
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１．研究概要の説明 

（１）研究者別の概要  

所属機関・部署・職名 氏名 分担した研究項目 
及び研究成果の概要 

広島大学 
大学院医系科学研究科 

公衆衛生学 
教授 

久保 達彦 能登半島地震で活用された各情報共有システム
を分類した結果を元に、災害時と平時も含めた
情報システム整備運用モデル（Dual Planning 
Cycle）を開発した。システムや調整課題は拡
大・細分化傾向であり、医療チーム内の担当専
門分化と専門チーム育成確保の必要性が示唆さ
れた。災害時情報システムは定期的な分析と各
システムの運用担当者によるネットワーク会議
を開催することが有効な対策となると考えられ
た。 

 

（２）研究実施日程 

 

 

研究実施内容 

 

実    施    日    程 

 

4月 

 

5月 

 

6月 

 

7月 

 

8月 

 

9月 

 

10

月 

 

11

月 

 

12

月 

 

1月 

 

2月 

 

3月 

「医療チームが活用す

る情報システムに関す

る検証」 

研究分担者 久保 達

彦 

  

 

調

査

分

析 

  分

担

班

会

議 

 分

担

班

会

議 

 分

担

班

会

議 

 分

担

班

会

議 

報

告

書

作

成 

  （注）研究代表者、研究分担者別に作成すること 
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別紙 3 分担研究報告書 

 

令和 6年度厚生労働行政推進調査事業費（厚生労働科学特別研究事業） 

「令和 6年能登半島地震における医療チームの対応の検証に基づく災害時医療提供体制の向上に資する研究」 

 

 

分担研究報告書 

「医療チームによる被災者への心のケアや精神科病院の支援等に関する検証」 

 

 

研究分担者：五明佐也香（DPAT 事務局次長、獨協医科大学埼玉医療センター講師） 

 

研究要旨 

DPAT は令和 6 年能登半島地震において、1月 2 日から 5 月 21 日まで、延 944 隊が活動した。急性期では調整

本部の立ち上げが発災翌日となり、当初は県庁 DPAT 担当課職員を中心とした活動が行われ、DPAT 先遣隊が石川

県 DPAT 調整本部に入り活動を開始するのに数日を要した。過去に経験した災害と比して、精神科医療機関の被

災を認めなかったことも要因となり、活動方針の混乱が生じた。また、複数名の石川県 DPAT 統括者による県と

しての活動方針の決定にも遅れが生じた。2月 12日には石川県外 DPAT 先遣隊は活動を終了し、石川県 DPAT のみ

の活動に移行した。5月の石川県 DPAT 活動終了後には、こころのケアセンターに引き継ぎを試みたが、困難であ

った。これらの課題に対して、それぞれの期間に活動していた石川県の DPAT 隊員・DPAT 統括者・県庁 DPAT 担当

課職員・保健師・石川県外の DPAT 先遣隊員に対してアンケート調査を行い、課題を抽出した。また、精神科病院

における認知症対応と、オンライン診療については DPAT 統括者、日本赤十字社（以下、日赤）と DPAT との連携

については日赤こころのケアチーム担当者に対し、インタビュー調査を行った。結果として、情報収集目的の意

味でも調整本部は発災当日に立ち上げるべきであり、そのためにも活動要領や訓練といった平時の準備の重要性

が示唆された。

研究協力者 

福生泰久（DPAT 事務局、神経科浜松病院、藤田医科大

学） 

河嶌讓（DPAT 事務局） 

石丸正吾 （DPAT 事務局、神野病院） 

高橋晶（DPAT 事務局、筑波大学） 

内藤暢茂（ときわ病院） 

丸山嘉一（日本赤十字社医療センター） 

中村幸恵（さいがた医療センター） 

池田隆義（石川県立こころの病院） 

池田美樹（桜美林大学） 

納橋優奈（DPAT 事務局） 

余田悠介（千葉県長生保健所） 

大竹正道（日本精神科病院協会、DPAT 事務局） 

臼井裕子（長野県立こころの医療センター駒ヶ根） 

 

A. 研究目的 

令和 6年能登半島地震では、被災地における急性期

の精神保健医療ニーズへの対応のため、災害派遣精神

医療チーム（DPAT）が活動した。現地では、避難所巡

回等を通じた精神疾患患者の診察や薬剤調整、入院調

整業務にあたった。 

本研究では、 

・急性期における DPAT 活動の課題 

・中長期の支援にあたる他の保健医療チームへの引継

ぎにおける課題 

について明らかにし、今後の活動のための示唆を得

る。 
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B. 研究方法 

Ⅰ．アンケート調査 

令和 6年能登半島地震で活動した石川県の DPAT 隊

員・DPAT 統括者・県庁 DPAT 担当課職員・保健師・石

川県外の DPAT 先遣隊員を対象として、調査用アンケ

ート（別添資料 1）を作成した。令和 6年 12 月 25 日

から令和 7年 1月 15 日を回答期間とした。なお、本

研究は日本精神科病院協会倫理会議の承認を得てい

る。 

Ⅱ．インタビュー調査 

石川県 DPAT 統括者に対し、DPAT における認知症対

応と、オンライン診療についてインタビュー調査を

行った。 

さらに、日赤石川支部および日赤こころのケアチ

ーム担当者に対して、日赤と DPAT との連携につい

て、インタビュー調査を行った。 

 

C. 研究結果 

Ⅰ．アンケート調査 

石川県の DPAT 隊員・DPAT 統括者・県庁 DPAT 担当課

職員・保健師・石川県外の DPAT 先遣隊員にアンケート

を送付し、120 名から回答を得た。1月 18日に石川県

DPAT 統括者全 7 名と県庁 DPAT 担当課職員が「統括者

会議」を行ったことと、2 月 12 日に石川県外の DPAT

先遣隊が活動を終了したことを踏まえ、1月 1日～1月

18 日を「初期」、1月 19日～2月 12 日を「中期」、2月

13 日以降を「長期」とし、それぞれの時期の活動内容

に対する課題抽出を行った。なお、複数の期間で活動

している者がいるため、回答者には重複がある。 

１）初期（1月 1日～1月 18 日） 

回答者は 74 人であった。表１に初期の回答者の属

性（性別、年齢、職種、所属機関、種別、活動場所、

活動内容）を示す。 

石川県 DPAT 調整本部（以下、調整本部）の立ち上げ

は 1 月 2 日であったが、その時期について、「適切で

あった」が 48人（64.9％）であったのに対し、「遅か

った」が 24人（32.4％）であった。理由として、「情

報収集のためにも調整本部は発災日に立ち上げるべ

き」「必要がなければ撤収の選択をとれば良い」等が挙

げられた。 

一方、県庁 DPAT 担当課職員は、「クロノロの書き方

も知らない」、「異動も多い中苦労した」と回答してお

り、DPAT 先遣隊や DPAT インストラクターの早期から

の介入が求められた。 

 調整本部と同じく、能登医療圏 DPAT 活動拠点本部

の立ち上げも 1 月 2 日であったが、時期については、

69 名（93.2％）が「適切であった」と回答した。 

 調整本部に DPAT 先遣隊が入ったのが 1 月 7 日であ

ったが、この時期について 51人（68.9％）が「遅かっ

た」と回答した。理由として、「石川県外 DPAT 先遣隊

に先立ち石川県 DPAT 先遣隊は迅速に入るべき」等が

挙げられた（図１）。 

 先述した「統括者会議」が 1 月 18 日に行われたこ

とについて、「開催時期が遅かった」が 46 人（62.1％）

であった。理由としては、「早期に方針を決めるべき」

「石川県の精神科の災害対応の遅れや混乱に繋がっ

た」等が挙げられた（図２）。また、この時期に活動し

た隊数が適切であったか否かについては、「適切だっ

た」が 56人（75.7％）であった一方、「現場の活動隊

が足りなかった」等の理由で 10 人（13.5％）が「少な

かった」であった。 

全活動時期を通した共通項目として、活動に対する

自己評価を確認したが、「安全にトラブルなく活動出

来た」等の理由で「うまくいった」が 31 人（41.9％）

の一方、「ニーズの対応不足」や「初めての災害支援活

動による自省的な意見」を理由として 34 人（45.9％）

が「どちらともいえない」であった。 

活動の全体像に対しては、石川県 DPAT 隊員および

石川県外 DPAT 先遣隊に対して行い、回答者は 46 人で

あった。 

活動期間については、寒冷地であり、宿泊先の確保

が困難だったため、空港や医療機関の空きスペースで

休息をとるしかなく、非常に長い移動時間を要する等

の過酷な環境下での活動を鑑み、基本的には 3泊 4日

の活動としていたが、「適切であった」が36人（78.2％）

の一方、「移動が長すぎて疲れたためもう少し短くし

て欲しい」が 3人（6.5％）であり、同じ理由で業務自

体の時間がとれなかったため、「もう少し長くして欲
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しかった」が 6人（14.6％）であった。 

石川県は、平時より金沢以北の精神保健医療体制が

脆弱である特徴があるが、そういった石川県独自の体

制について、「事前に情報収集を行って把握していた」、

「理解が出来なかった」がそれぞれ 18人（40.0％）で

あった。 

２）中期（1月 19日～2月 12 日） 

回答者は 54 人であった。回答者の属性を表２に示

す。 

この時期、1.5 次避難所での活動が始まったが、活

動開始時にその存在や役割を理解していたのは 30 人

（55.6％）であり、実際に 1.5 次避難所で精神保健医

療支援活動へ関わったのは 20人（37.0％）であった。

そのうち、11 人（55.0％）が「保健所や関連チームと

連携をとり、顔を合わせて話し合いをすることができ

た」と回答した。それを踏まえ、他支援チームとの連

携の提言として、「情報共有や引き継ぎを丁寧に行う

事」「平時からの連携」「会議での情報収集や発信」の

重要性が示唆された（図３）。 

その他の質問項目として、特筆すべきは「他精神医

療チームとの関わりがうまくいった」と回答したのは

12 人（60.0％）であり、理由として「役割分担や情報

共有がうまくできた」等を挙げた。 

「統括者会議」を踏まえ、2月 12 日に石川県外 DPAT

先遣隊の撤収の方針が決定されたが、その判断につい

て「ニーズの減少」等を理由として「妥当である」と

47 人（87.0％）が回答した（図 4）。また、この時期の

活動隊数については、「適切だった」が 45 人（83.3％）

であった。 

引き継ぎ時期の判断を下すための提言として、石川

県内の様々な関係者の意見を踏まえての決定であっ

たが、その詳細が現地活動をしている石川県 DPAT 隊

員および石川県外 DPAT 先遣隊員に十分に共有されて

いなかったため、「地域の意見をもっと聞くべきであ

った」「JSPEED 等の客観的なデータを参考にすべきで

あった」といった意見が散見された。 

全活動時期を通した共通項目として、活動に対する

自己評価を確認したが、「安全にトラブルなく活動で

きた」等の理由で「うまくいった」が 29 人（53.7％）

であった一方、初の活動による自省的な意見で「どち

らともいえない」が 24人（44.4％）であった。 

活動の全体像に対しては、石川県 DPAT 隊員および

石川県外 DPAT 先遣隊員に対して行い、回答者は 33人

であった。 

活動の長さについては、チームの身体的・精神的な

疲弊を踏まえて「適切だった」が 27 人（81.8％）であ

った。宿泊場所も確保できずに安全性が担保できない

ことから「長すぎた」が 2人（6.0％）、移動に時間が

かかりすぎて方針を理解する時間もとれなかったこ

とを理由に「短すぎた」が 4 人（12.0％）であった。

活動方針を理解した行動については、「他支援チーム

との連携」や「朝の会議や定期的な振り返り」を行う

ことにより「できた」が 25 人（75.8％）、「できなかっ

た」が 8人（24.2％）であった。 

先述した石川県特有の精神保健医療体制について

は、「事前に情報収集を行って把握していた」が 14人

（42.4％）であったが、「理解が出来なかった」が 10

人（30.3％）であった。 

３）長期（2月 13日以降） 

回答者は主に石川県 DPAT 隊員であり、24 人であっ

た。長期の回答者の属性を表３に示す。 

この時期に活動縮小を行ったことに対して、「ニー

ズの減少」や「地域の精神科医療の機能回復」を理由

に「適切だった」と回答したのが 23 人（95.8％）であ

った。また、石川県 DPAT への移行に関しても、「県内

の支援者の方が活動しやすい」等の理由により、「適切

だった」が 22人（91.7％）であった（図５）。 

活動方針を判断するための必要な情報は得られて

いたかとの問いに対し、「相談件数や隊数、クロノロや

県のホームページや会議の内容」により「得られてい

た」が 16人（66.7％）であるのに対し、「申し送りが

不十分」等の理由で「得られていない」が8人（33.3％）

であった。 

 石川県と DPAT 事務局は、1月 19 日と 2 月 4日の計

2 回、石川県 DPAT 隊員養成研修を石川県内で行った。

合計約 250 名の精神科医療機関従事者、行政職員等が

参加し、当該隊員となった。この養成研修の開催時期

は適切であったかとの問いに対して、「適切だった」は
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19 人（79.2％）であったが、「もう少し早い時期の開

催が良い」が 5人（20.7％）であった。 

石川県 DPAT は 2 月 13 日以降、4 月 1日からは能登

地区を中心とした週に一度の活動に縮小し、５月26日

に活動を終えた。この活動終結時期は適切であったか

との問いに対して、「適切だった」が 17 人（70.8％）、

「活動終結が遅かった」が 3人（12.5％）、「被災地か

らの要望はまだあった」「引き継ぎ先が不明瞭であっ

た」等の理由により「早かった」が 4人（16.7％）で

あった。 

この時期に活動した隊数については「適切だった」

が 20人（83.3％）であった。 

全活動時期を通した共通項目として、活動に対する

自己評価を確認したが、「安全にトラブルなく活動出

来た」等の理由で「うまくいった」が 12人（50.0％）、

初の活動による自省的な意見で「どちらともいえない」

が 10人（41.7％）であった。 

活動期間については、この時期は 1～2 泊での活動

となっていたためか、「体力や集中力」「通常業務との

兼ね合い」を理由に「適切であった」が19人（79.2％）、

「活動内容を理解する時間がない」といった理由で

「短すぎた」が 4人（16.7％）であった。活動方針を

理解した行動については、「他支援チームとの連携」や

「会議に参加した」等により、「できた」が20人（83.3％）

であった。 

 阪神・淡路大震災以降、大規模な災害の発生するた

びに、地域の精神医療保健福祉システムが機能不全に

陥った際、増大するメンタルヘルスニーズや、災害時

特有の事象への対応に困難を抱える状況においては、

地域の精神医療保健福祉活動を補う存在として「ここ

ろのケアセンター」が設立されてきた。今般の令和 6

年能登半島地震では、1月 22 日の急性期といっても良

い時期に、石川県の精神保健福祉センターである「石

川県こころの健康センター」内にこころのケアセンタ

ーが設置された。この設置について、20 人（83.3％）

が知っていたと回答した。しかし、うまく活用出来た

かとの問いに対しては、実際には機能していなかった

ために「活用出来なかった」が 14人（58.3％）であっ

た。 

それを踏まえ、DPAT 活動を引き継ぐにあたって、有

効と考えられるこころのケアセンターに必要な機能

として、相談窓口やアウトリーチ、つなぎ支援やネッ

トーワークづくり、心理支援や支援者支援等が挙げら

れた（図 6） 

 

Ⅱ．インタビュー調査 

１）精神科病院による認知症対応について 

一般的に精神科病院で認知症患者を診ることは多

く、外来では、「物忘れ外来」等と称し、診断目的の受

診や BPSD（Behavioral and psychological symptoms 

of dementia ：辺症症状）に対する治療を行う。入院で

は認知症治療病棟を持っている精神科病院も多く、外

来で対応出来ない BPSD 等の治療を行う。石川県内に

は精神保健福祉法上の入院が出来る病院が 19 あり、

急性期対応が主な病院（大学や総合病院、県立病院等）

と療養目的の病院に分かれる。身体科の病院と異なり、

医療保護入院が主だが、鬱病か認知症かの診断を行う

時等、任意入院のこともある。 

令和 6年能登半島地震を経て、県内の精神科病院で

は 1月から外来・入院共に認知症患者が増えた。受診

の経緯は様々で、1.5 次や二次避難所で BPSD の対応を

求められることや、家族かケアマネジャーを介した受

診が多かったが、DPAT ・DMAT から対応を求められたこ

とはあまりなかった。平時、金沢市など精神科病院が

多くある地域では、大学や総合病院で身体症状が落ち

着いたものの BPSD 等のために在宅や施設への退院が

困難な例について、精神科病院で一旦受け入れて治療

や環境調整を行った上で、退院支援を行うことが多い。

一方、金沢以北では精神科病院がないため、総合病院

から直接介護施設に繋ぐことが多かった。しかし、令

和6年能登半島地震発災後は、金沢市を含む石川中央・

南加賀エリアの急性期病院で能登北部からの認知症

患者を多く受け入れることになり、その患者の退院先

となる介護施設等はすぐに枯渇した。そのため、急性

期医療がスタックし、通常の急性期患者、救急車を受

け入れることが困難となった。その事態を踏まえ、保

健医療調整本部において、他の支援チームから、精神

科病院においてさらに積極的に認知症患者の受け入
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れることが求められた。 

上記を踏まえ、DPAT 統括者として精神科病院長等会

議において「身体科急性期病床の危機と協力のお願い」

というスライドを作成し、石川県内の精神科病院に緊

急のアンケートを行い、被災者の受け入れ状況や受け

入れ可能数等を調査すると共に、当該患者の受け入れ

をお願いしたが、実際すでに大半の病院が多くの被災

者の受け入れを行っており、そこまでの大幅な受け入

れは困難であった。現在でも大多数の精神科病院では

入院稼働率がかなり上がっており、当該患者の受け入

れ後の問題としては、介護施設が足りないため退院先

が少なく、仮設住宅に帰宅せざるを得ないことも挙げ

られる。 

２）オンライン診療について 

発災後より精神医療ニーズが非常に増えているに

もかかわらず、金沢以北の総合病院で働く精神科医が

たった一人であり、疲弊が強い状況から、厚生労働省

のオンライン診療推進専門官を交え、オンライン診療

の検討が行われた。NTT docomo が中心となり、タブレ

ットを配り通信環境整備を行う予定であった。  

制度上、オンライン診療においては、初診は対面で

実施する必要があり、麻薬と向精神薬は処方できない。

ただし、再診においては上記の規定がなく、効果があ

ると考えられた。しかし、被災地の医療機関では皆疲

弊していて、本システムを活用する余裕がなかった。 

受診の流れとしては、タブレットを被災地域の病院

に置き、そちらで受付をした後、前回処方箋を発行し

て、遠隔地の医師へ FAX を送信し、修正・押印して調

剤薬局に FAX 送信するというものが想定されるが、患

者側の現地の病院のカルテに記録が残せないという

問題があった。医師が遠隔の病院に所属して診察行為

を行うことはもちろん可能だが、そのケースだと遠隔

の病院における初診扱いになるので、処方ができない

といった問題も想定された。このような新しいシステ

ムを入れる苦労を鑑みると、オンライン診療のメリッ

トである、いわゆる DO処方を行う事に関しては、被災

地域の病院の他科の医師が代診した方が早かった。 

３）日赤こころのケアチームと DPAT の連携について 

日赤こころのケア活動は、被災地である石川県支部

災害対策本部が日赤災害医療コーディネートチーム

(CoT) ・救護・・こころのケア調整・・こころのケア実

働・と連携しながら活動が行われた。図７に示すよう

に、活動開始日より調整本部と情報共有を行い、1.5 次

避難所で DPAT に帯同した視察や、能登中部保健福祉

センターDPAT 活動拠点本部と同じ部屋で活動拠点本

部を設置し、情報共有を行った。避難所を回る中、精

神科医療が必要な場合は DPAT に繋ぐシステムを構築

できていた。 

石川県支部災害対策本部は、支部・県庁・二次医療

圏・被災市町に CoT を派遣し、CoT を中心とした救護

活動を展開した。支部災対本部にこころのケア調整・

を配置して、支部 CoT と協働が行われた。なお、日赤

こころのケアの活動は、石川県支部対策本部における

心のケア調整・の活動は 1 月 15 日から４月 7 日の期

間、珠洲市、輪島市、能登町、七尾町、志賀町の５つ

の市町で、こころのケア実働・は、各市町の避難所巡

回やリフレッシュルームを開設する等の活動を行っ

た。日赤のこころのケア活動には医療救護・帯同型と

こころのケアチーム単独型の 2通りの活動があり、救

護・帯同型では、別途３４０チームの活動実績が報告

されている（表４）。石川県支部こころのケアの活動方

針は、「全ての被災者（支援者含む）の精神的なダメー

ジ、心身の疲労、避難生活などから生ずるストレス状

態の軽減を図り、自らのストレスに対応できること」

を目的とする精神保健心理社会的支援（Mental Health 

and Psychosocial Support; MHPSS）が、以下の３つの

方法で展開された。①こころのケア要員による PFA （ 

イコロジカルファーストエイド）実施（巡回、リフレ

ッシュルーム開設・運営）、②個人によるセルフケアの

理解を促す（パンフレット配布、ポスター掲示、 ロ

ン、講習会）、③組織でのラインケアによるメンタルヘ

ルスの不調の早期発見と予防（パンフレット配布、動

画配信、ポスター掲示、など）。発災後２か月の時点で

は、図８に示す活動目標に沿って被災地域への引継ぎ

や支援者支援が行われた。 

日赤は、令和 6年能登半島地震、およびその後の輪

島市における奥能登豪雨（令和６年９月 20日）の活動

の振り返り、およびこころのケア調整・を対象とした
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アンケート調査の結果をもとに、活動の成果と課題の

整理を行っている。日赤こころのケアの課題は、主と

して日赤組織内でのコーディネートについて言及さ

れている。今回のインタビュー調査では、他組織との

連携課題について、「DPAT に対して MHPSS 活動の実施

が行われなかった理由」を問う意見があった。 

これらのことから、精神保健医療と心理社会的支援

を担う DPAT と日赤こころのケア活動間での連携につ

いては、現場活動（避難所巡回）では行われていたが、

拠点本部、調整本部など上位レベルで、精神保健・医

療に関する活動方針が共有されていなかった点が課

題としてあげられる。 

 

D. 考察 

調整本部の立ち上げ時期に対しては賛否あるが、約

5 ヶ月に渡る活動が必要であったことを鑑みると、発

災日の立ち上げは必須であったと言わざるを得ない。

しかし、回答者の半数以上が「適切だった」と答えて

いる背景には、精神科医療従事者の多くに調整本部の

立ち上げの目的の一つに、実活動以前の情報収集の必

要性があることに対する理解不足があり、現在の DPAT

活動要領の中に、明確な立ち上げ基準が記載されてい

ないことが一因であると考えられた。また、石川県

DPAT 統括者や石川県 DPAT 担当者が、県としての方針

を打ち出す時期が遅かったとの意見は過半数を占め

ていた。迅速に県の精神保健医療関係者が集まり、方

針を決定することを活動要領もしくは活動マニュア

ルに記載することを提案したい。 

1.5 次避難所において、他支援チームとの連携の課

題が多く挙げられた。また、日赤石川支部および日赤

こころのケアチーム担当者に対するインタビュー調

査の結果からも、平時からの連携の重要性が指摘され

た。他支援チームとの合同研修及び合同訓練について、

ニーズは高いものの、調整・準備の負担や予算の問題

が挙げられる。DMAT は、DMAT 訓練事業の中で地域ブロ

ック訓練の予算が確保されており、DPAT についても同

程度の措置が必要と考えられる。 

熊本地震以降、県外 DPAT の撤収や活動終結につい

ては、JSPEED の診察や処方の数の減少等を参考にして、

関係各所との協議を踏まえて決定されてきたが、一つ

として同じ災害はなく、全ての災害に共通した明確な

基準を示すことは困難である。本災害においては精神

科病院の被災はなく、方針決定に難渋したが、先述し

たとおり、被災県の情報を最も理解している県の精神

保健医療関係者が迅速に集まり、合意を得ることの重

要性をあらためて述べたい。 

石川県 DPAT 中心の活動は、一定の評価は得たもの

の、先遣隊と比すと、技術不足の課題は否めないとの

意見もあった。都道府県 DPAT 研修の望ましい研修内

容は DPAT 活動要領に記載されているが、今後、内容の

見直しや質の向上を図るための検討を行うことを提

言したい。 

大規模な災害の発生時、こころのケアセンターが立

ち上がることは多くあるが、本災害では DPAT の活動

終結後、こころのケアセンターに活動を引き継ぐこと

が困難であった。こころのケアセンター事業に対して

は、予算だけではなく、現状に伴った立ち上げの支援

や事前のマニュアルの作成等が必要であると提言し

たい。 

認知症対応について、今後同様の大規模災害が生じ

たときに精神科病院で認知症患者を受け入れること

は、外来レベルで検討を行うことは可能だが、入院レ

ベルでは、精神保健福祉法上の入院の対応以上の多数

患者の受け入れは困難だと言わざるを得ない結果と

なった。 

また、オンライン診療については初診では麻薬や向

精神薬を処方することが不可となっている。これは、

これらの薬が中枢神経に作用して心の状態や働きに

影響を与えるためや、患者のなりすましや虚偽の申告

による濫用・転売の防止が困難であると判断されてい

るためであるが、本事案のように、災害時においてオ

ンライン診療は一つの選択肢となり得る。そのため、

災害時に限り、初診時オンライン診療における向精神

薬の処方について、一定の条件の下に可能とする等、

さらなる検討を進めていく必要がある。また、先述し

たようなカルテ記載の問題が保証されることを期待

したい。能登地区のような精神科医療過疎地において

は平時からオンライン診療の導入を検討しておくこ
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とは重要であると考える。 

 

E. 結論 

令和 6年能登半島地震において、DPATの急性期対応

の遅れは大きな課題として挙げられた。平時からの準

備の一つとして、DPAT活動要領の中に立ち上げ基準や

県内精神保健医療従事者の連携を記載することが必

要である。また、他支援チームと連携し、合同研修や

合同訓練を行う事の重要性や、体制整備として、オン

ライン診療の検討や統括者の連携なども準備してお

くことが重要である。 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

1.論文発表 

2.学会発表 

1）五明佐也香：災害急性期に精神科医療体制の地域特

性を把握することの重要性.第 30回日本災害医学会総

会・学術集会、令和 7年 3月 8日 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

1.特許取得 

2.実用新案登録 

3.その他 
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表 1 回答者の属性：初期（1月 1日～1月 18 日） 

 

 

回答者 74名 名 (％)

性別 男性/女性 60/14 (81.1/18.9)

年齢（歳） 20～29 14 (18.9)

30～39 37 (50.0)

40～49 18 (24.3)

50～59 4 (5.4)

60＜ 1 (1.4)

職種※ 医師 21 (28.4)

看護師 23 (31.1)

精神保健福祉士 12 (16.2)

公認心理師・臨床心理士 8 (10.8)

作業療法士 4 (5.4)

事務職員 5 (6.8)

薬剤師 2 (2.7)

所属機関 医育機関 1 (1.4)

国立大学法人 1 (1.4)

精神科医療機関 62 (83.8)

精神科病院 1 (1.4)

石川県外自治体職員 6 (8.1)

石川県自治体職員 2 (2.7)

総合病院（精神科あり） 1 (1.4)

種別 DPAT先遣隊（石川県内） 63 (85.1)

DPAT先遣隊（石川県内） 3 (4.1)

石川県DPAT 6 (8.1)

石川県DPAT統括者 2 (2.7)

活動場所※ DPAT活動拠点本部 42 (56.8)

DPAT調整本部 9 (12.2)

現地指揮所 38 (51.4)

避難所 25 (33.8)

病院・診療所 8 (10.8)

活動内容※ 患者搬送 9 (12.2)

行政機関との調整 11 (14.9)

支援者支援 21 (28.4)

精神科病院入院受け入れ先の調整 7 (9.5)

地域医療機関に精神医療をつないでいく 15 (20.3)

避難所支援 41 (55.4)

病院や診療所等の医療支援 13 (17.6)

本部または指揮所の立ち上げ 19 (25.7)

本部又は指揮所運営 54 (73.0)

※重複回答あり

初期
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図１ 

 

 

 

図２ 
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表２ 回答者の属性：中期（1月 19 日～2月 12日） 

 

  

回答者 54名 名 ％

性別 男性/女性 46/8 (85.2/15.8)

年齢（歳） 20～29 2 (3.7)

30～39 9 (16.7)

40～49 23 (42.6)

50～59 15 (27.8)

60＜ 5 (9.3)

職種※ 医師 21 (38.9)

看護師 19 (35.2)

公認心理師・臨床心理士 1 (1.9)

作業療法士 4 (7.4)

精神保健福祉士 6 (11.1)

事務職員 4 (7.4)

所属機関 国立病院機構職員 1 (1.9)

精神科医療機関 48 (88.9)

石川県外自治体職員 3 (5.6)

石川県自治体職員 2 (3.7)

種別 DPAT先遣隊（石川県外） 38 (70.4)

DPAT先遣隊（石川県内） 6 (11.1)

石川県DPAT 8 (14.8)

石川県DPAT統括者 2 (3.7)

活動場所※ 病院・診療所 1 (1.9)

避難所 9 (16.7)

石川中央・南加賀医療圏DPAT指揮所 1 (1.9)

石川県加賀DPAT支援指揮所 1 (1.9)

現地指揮所 31 (57.4)

DPAT調整本部 11 (20.4)

DPAT活動拠点本部 24 (44.4)

活動内容※ 本部または指揮所運営 42 (77.8)

避難所支援 28 (51.9)

行政機関（厚生労働省や石川県庁、保健所等）との調整 18 (33.3)

支援者支援 15 (27.8)

地域医療機関に精神医療をつないでいく 14 (25.9)

本部または指揮所の立ち上げ 5 (9.3)

病院や診療所等の医療支援 5 (9.3)

精神科病院入院受け入れ先の調整 5 (9.3)

石川DPAT研修への準備や運営 3 (5.6)

患者搬送 3 (5.6)

地域の被災者への自宅訪問 1 (1.9)

指揮所の撤収と地元保健所等への引継 1 (1.9)

※重複回答あり

中期
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図３ 

 

 

 

図４ 
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表３ 回答者の属性：長期（2月 13 日以降） 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答者 24名 名 (％)

性別 男性/女性 14/10 (58.3/41.7)

年齢（歳） 20～29 1 (4.2)

30～39 3 (12.5)

40～49 10 (41.7)

50～59 8 (33.3)

60＜ 2 (8.3)

職種 医師 6 (25.0)

看護師 12 (50.0)

公認心理師・臨床心理士 2 (8.3)

作業療法士 1 (4.2)

精神保健福祉士 3 (12.5)

所属機関 国立病院機構職員 1 (4.2)

精神科医療機関 21 (87.5)

石川県自治体職員 2 (8.3)

種別 DPAT先遣隊（石川県内） 3 (12.5)

石川県DPAT 20 (83.3)

石川県DPAT統括者 1 (4.2)

活動場所※ 避難所 2 (8.3)

現地指揮所 14 (58.3)

DPAT調整本部 4 (16.7)

DPAT活動拠点本部 11 (45.8)

活動内容※ 本部または指揮所運営 15 (62.5)

避難所支援 10 (41.7)

地域医療機関に精神医療をつないでいく 8 (33.3)

精神科病院入院受け入れ先の調整 6 (25.0)

支援者支援 5 (20.8)

本部または指揮所の立ち上げ 4 (16.7)

行政機関（厚生労働省や石川県庁、保健所等）との調整 4 (16.7)

石川DPAT研修への準備や運営 2 (8.3)

受付、クロノロ補助、環境整備、DPAT活動待機 1 (4.2)

指揮所の撤収 1 (4.2)

患者搬送 1 (4.2)

※重複回答あり

長期
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図５ 

 

 

 

図６ 
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図７ 日赤こころのケア実施体制図 

 

（日赤石川県支部作成資料「R６能登半島地震こころのケア活動方針」より転載） 

 

 

表４ 日赤こころのケアの活動【能登半島地震】 

石川県支部調整本部 活動期間：1/15-4/7 こころのケア調整班１４チーム 

活動市町 活動期間 
こころのケアチーム数 

（帯同型除く） 
避難所巡回 

リフレッシュ 

ルーム件数 

珠洲市 3/4-5/2 12 12 312 

輪島市 2/18-4/7 10 10 850 

能登町 3/6-3/25 4 4 63 

七尾町 1/24-3/22 13 131 381 

志賀町 1/24-2/17 5 321 － 

計 99 日間 44 チーム 408 名 1606 名 

（救護班帯同型３４０チーム）             専門機関への LINK件数：０件） 

     （日赤石川県支部作成「日赤こころのケア能登半島地震での活動」資料スライドより作成） 
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図８ 日赤こころのケア 発災２か月時の活動目標 

 

（日赤石川県支部作成資料「R６能登半島地震こころのケア活動方針」より転載） 
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